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熊本県議会 厚生常任委員会会議記録第 ６ 回

平成21年３月16日（月曜日）

午前10時１分開議

午後１時27分休憩

午後２時15分開議

午後４時３分休憩

午後４時12分開議

午後４時27分閉会

本日の会議に付した事件

議案第57号 平成21年度熊本県一般会計予

算

議案第60号 平成21年度熊本県母子寡婦福

祉資金特別会計予算

議案第72号 平成21年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計予算

議案第77号 平成21年度熊本県病院事業会

計予算

議案第84号 熊本県環境センター条例の一

部を改正する制定について

議案第85号 熊本県鳥獣保護センター条例

を廃止する条例の制定について

議案第86号 熊本県交通補導員等災害見舞

金支給条例を廃止する条例の制定につい

て

請願第27号 伝統薬の通信販売規制に係る

緩和措置等の国への意見書提出を求める

請願

請願第24号 認可外保育施設に通う子ども

のための助成金に関する請願

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて

報告事項

①第２期熊本県ひとり親家庭等自立促進

計画の策定状況について

②熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業

支援計画の策定状況について

③熊本県手数料条例の一部を改正する条

例(案）の概要について

④第２期熊本県障がい福祉計画の策定状

況について

⑤新型インフルエンザ対策の取組みにつ

いて

⑥熊本県手数料条例の一部を改正する条

例(案）の概要について

⑦「くまもと『夢への架け橋』教育プラ

ン」の策定について

⑧「熊本県立こころの医療センター中期

経営計画」の策定について

⑨光化学オキシダント測定局の増設及び

大気環境測定車の追加導入について

⑩騒音・振動・悪臭に関する規制地域等

の見直しについて

⑪熊本県地域地下水総合保全管理計画に

基づく第１期行動計画の策定について

⑫平成20年度水俣湾の水質及び魚類等の

水銀調査結果について

⑬熊本県手数料条例の一部を改正する条

例(案）の概要について

⑭公共関与による管理型最終処分場の整

備について

⑮水俣病対策の状況等について

⑯第２次熊本県食の安全安心推進計画の

策定について

出席委員（８人）

委 員 長 重 村 栄

副委員長 小早川 宗 弘

委 員 中 原 隆 博

委 員 平 野 みどり

委 員 大 西 一 史

委 員 城 下 広 作

委 員 船 田 公 子

委 員 山 口 ゆたか
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欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

健康福祉部

部 長 森 枝 敏 郎

次 長 林 田 直 志

次 長 坂 田 正 充

次 長 東 明 正

首席健康福祉審議員兼

健康福祉政策課長 岡 村 範 明

社会福祉課長 坂 田 憲 久

少子化対策課長 吉 田 勝 也

高齢者支援総室長 岩 田 宣 行

高齢者支援総室副総室長 江 口 満

高齢者支援総室副総室長 橋 本 博 之

障害者支援総室長 前 田 博

障害者支援総室副総室長 米 満 譲 治

障害者支援総室副総室長 西 岡 由 典

医療政策総室長 高 橋 雄 二

医療政策総室副総室長 末 廣 正 男

首席医療審議員兼

健康づくり推進課長 中 田 榮 治

健康危機管理課長 牧 野 俊 彦

薬務衛生課長 木 下 政 治

環境生活部

部 長 村 田 信 一

次 長 江 副 健 二

次 長 中 山 寛

環境政策課長 楢木野 史 貴

環境政策監兼

環境立県推進室長 森 永 政 英

環境保全課長 福 留 清 秀

水環境課長 小 嶋 一 誠

自然保護課長 久 保 尋 歳

廃棄物対策課長 山 本 理

廃棄物公共関与政策監兼

公共関与推進室長 山 口 洋 一

首席環境生活審議員兼

水俣病保健課長 谷 﨑 淳 一

水俣病審査課長 田 中 彰 治

食の安全・消費生活課長 山 地 あつ子

消費生活政策監兼

消費生活センター長 辻 本 英 子

交通・くらし安全課長 髙 野 利 文

人権同和対策課長 佐 藤 幸 男

人権センター長 福 岡 耕 治

病院局

病院事業管理者  本 隆 治

総務経営課長 向 井 康 彦

事務局職員出席者

議事課課長補佐 中 村 時 英

政務調査課課長補佐 武 田 正 宣

午前10時１分開議

○重村栄委員長 おはようございます。

定刻になりました。皆さん方おそろいでご

ざいますので、ただいまから第６回厚生常任

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会に６名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。

きょうはちょっと長丁場になるかもしれま

せん。途中休憩はとりませんので、適宜トイ

レとかはお願いいたしたいと思います。よろ

しくお願いいたします。

○平野みどり委員 午前と午後、分かれます

か。

○重村栄委員長 午前、午後は分かれたいと

思います。

次に、今回付託されました請願、請第27号

について、提出者から趣旨説明の申し出があ

っておりますので、これを許可したいと思い

ます。

請第27号についての説明者を入室させてく

ださい。

（請第27号の説明者入室)
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○重村栄委員長 説明者の方に申し上げま

す。

各委員には、請願書の写しを配付しており

、 。ますので 説明は簡潔にお願いをいたします

どうぞお願いいたします。

（請第27号の説明者の趣旨説明)

○重村栄委員長 趣旨はよくわかりました。

後ほど審査をいたしますので、本日はこれに

てお引き取りください。

ありがとうございました。お疲れさまでし

た。

（請第27号の説明者退室)

○重村栄委員長 次に、執行部から、本委員

会に付託された議案等について審査を行いま

すが、健康福祉部、環境生活部、病院局とも

相当の事務量がありますので、健康福祉部及

び病院局と環境生活部の出席を分けて説明を

求めることにいたしました。

本日は、日程の都合上、健康福祉部及び病

院局から先に行います。

なお、採決及び請願の審査は、環境生活部

関係の審査が終わった後に行います。

では、始めますが、質疑は、付託された議

案及びその他報告について説明を求めた後、

一括して受けたいと思いますが、御異議あり

ませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 異議なしと認めます。

それではまず、健康福祉部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から資料に従い説

明をお願いいたします。

、 、 。初めに 森枝健康福祉部長 お願いします

○森枝健康福祉部長 健康福祉部でございま

す。

本議会に提案しております健康福祉部関係

の議案の概要につきまして御説明申し上げま

す。

今回提案しておりますのは、予算関係２議

案でございます。

まず、第57号議案の平成21年度熊本県一般

会計予算でございますが、総額で1,090億8,3

00万円余を計上いたしております。

その主なものについて御説明申し上げま

す。

まず、地域福祉の推進については、県地域

、 、福祉支援計画 地域ささえ愛プランに基づき

地域福祉の拠点としての地域の縁がわづくり

や住民相互の支え合いの仕組みとしての地域

の結いづくりなどに取り組んでまいります。

また、新たに、地域の縁がわ機能を有する小

規模多機能サービス施設、仮称地域ふれあい

ケアホームの整備を支援してまいります。

次に、近年増加しつつある生活困窮者につ

いては、生活保護の活用を初め、福祉事務所

にモデル的に自立支援相談員を配置し、これ

らの方々の生活の安定と向上に向けた支援を

行ってまいります。

、 、さらに 貧困の連鎖を断ち切る一環として

新たに、生活保護世帯の子供たちの大学進学

を応援するために、無利子の生活資金貸し付

けを行います。

また、今後増加が懸念されるホームレスの

支援については、関係機関の連携を強化する

とともに、民間の支援団体と協働して就労支

援等を行ってまいります。

次に、子育て支援については、第３子以降

の３歳未満児の保育料の無料化を引き続き実

施するとともに、地域のニーズに応じた多様

な保育サービスや、放課後児童クラブへの支

援を通じて、保護者の仕事と子育ての両立を

支援してまいります。

また、妊娠から出産、育児期まで、母親の

心の面を中心に、切れ目なく支援できるコー

ディネーターの養成に取り組んでまいりま

す。

さらに、２月補正予算で造成した熊本県安

心こども基金を活用し、保育所の整備を推進

するとともに、現任保育士等の研修の充実を

図ってまいります。
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次に、児童虐待の防止については、児童相

談所を核として、発生予防から早期発見、早

期対応、子供の自立支援まで、切れ目のない

支援に努めてまいります。

次に、高齢者対策については、介護保険が

スタートして10年目になりますが、今年度策

定する新たな高齢者福祉計画・介護保険事業

支援計画に基づき、安心して暮らせる長寿社

会を目指して、要介護状態や認知症になって

も可能な限り住みなれた地域で生活ができる

よう、施設サービスを含め必要な福祉・介護

サービスの供給体制の充実を図るとともに、

地域における相談・見守り体制の充実を通じ

て、地域全体で認知症等の要介護高齢者を支

える仕組みづくりに取り組んでまいります。

また、認知症の早期診断や早期治療に資す

るため、新たに、診療体制や相談体制の整備

に取り組んでまいります。

次に、障害者支援については、今年度策定

する第２期障がい福祉計画に基づき、障害福

祉サービスの必要量の確保に向けたサービス

基盤の計画的整備に取り組んでまいります。

また、国の障害者自立支援対策臨時特例交

付金による特例基金の平成23年度までの延

長、積み増しにより、新たな事業メニューを

加え、障害者自立支援法の円滑な実施に努め

てまいります。

なお、自殺対策については、現下の厳しい

経済情勢を踏まえ、県内の関係機関や団体と

も連携しながら、相談体制の充実等に取り組

んでまいります。

次に、地域医療体制の整備については、深

刻化する医師不足に対応するため、総合的な

医師確保対策を講じてまいります。

、 、まず 熊本大学医学部の新規入学者に対し

修学資金の貸与を開始するとともに、同医学

部に開設した地域医療学寄附講座の運営を市

町村とともに支援してまいります。

さらに、救急医療機関における勤務医や産

科医の確保に向けた取り組み、女性医師の就

業継続を図るため、自治体病院における院内

保育所の設置や、代替医師の雇用による女性

医師の短時間正規雇用体制の整備などを支援

してまいります。

また、大規模地震などの災害発生時に、被

災地に迅速に駆けつけ、人命救助や治療など

を行う災害派遣医療チームの整備を進めま

す。

次に、小児医療体制の整備については、救

急医療拠点病院の運営支援や小児救急の医師

研修事業、シャープ8000番による電話相談事

業等に取り組んでまいります。

次に、健康増進・長寿づくりの推進につい

ては、子供から高齢者まで、生涯を通じた健

康づくりを進めるとともに、メタボリックシ

ンドロームの予防対策等に取り組んでまいり

ます。特に、近年最も増加した慢性疾患であ

り、本県でも約22万人が患者または予備軍と

なっている糖尿病について、その予防のため

の総合的な対策に取り組んでまいります。

また、県民の健康的な食生活に大きな役割

を果たしている食生活改善推進員の活動をさ

らに盛り上げるため、来る10月には、全国食

生活改善大会を開催することとしておりま

す。

次に、周産期医療対策については、危険な

状態にある母体、新生児をより迅速に受け入

れることを可能とするため、新たに医療機関

へのＰＨＳの配備や、新生児集中治療室、Ｎ

ＩＣＵが効果的に運用できるように、長期に

入院している子供を在宅等に移行することを

支援するコーディネーターを配置する等、周

産期医療体制の整備に取り組んでまいりま

す。

最後に、発生が懸念されている新型インフ

ルエンザ対策については、引き続き緊急に取

り組むべき最重点の施策として取り組んでま

いります。

まず、先般改定が行われた国の行動計画及

びガイドライン等を踏まえて、平成17年度に
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策定した県行動計画の見直しを行っていると

ころであります。

これと並行して、庁内対応体制の一層の充

実を図るとともに、大流行した場合に県の業

務が停滞することによる県民生活への影響を

最小限に食いとめるために、業務継続計画を

策定することとしております。

また、医療体制の整備、公衆衛生上の対策

及び社会経済活動維持の対策を着実に進める

ため、医療、消防、公共交通、商工関係など

の団体等を含めて、県全体で取り組む体制の

構築を図るとともに、訓練の実施等に取り組

んでまいります。

次に、第60号議案の平成21年度熊本県母子

寡婦福祉資金特別会計予算でございますが、

母子寡婦福祉資金の貸付金として9,600万円

余を計上しております。

これは、母子家庭を対象とした修学資金等

の貸付枠を拡充するとともに、利用しやすい

要件に緩和するものであります。

以上、特別会計を含む健康福祉部の平成21

年度予算総額は1,091億8,000万円余となり、

平成20年度当初予算と比較しますと、金額に

して51億3,700万円余の増額、率にして4.9％

の増となっております。

、 、予算総額が伸びておりますのは 主として

介護報酬改定による介護給付費等の扶助費の

増及び安心こども基金事業等の緊急経済関連

事業や新型インフルエンザの発生に備えた抗

インフルエンザウイルス薬の備蓄経費等によ

るものであります。

このほか、第２期熊本県ひとり親家庭等自

立促進計画の策定状況についてなど、７件に

ついて御報告させていただくこととしており

ます。

以上が今回提案いたしております議案等の

概要でございますが、詳細につきましては、

関係各課・総室長から説明いたしますので、

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。

○重村栄委員長 引き続き各課長から説明を

お願いいたします。

説明については、着座のままよろしくお願

いします。

○岡村健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。

委員会説明資料の２ページをお願いいたし

ます。

予算の内容につきまして、重立ったものを

御説明させていただきます。

まず、上段の社会福祉総務費の１．職員給

与費でございますが、２億4,442万円余を計

上いたしております。職員給与費につきまし

ては、平成21年１月１日時点の定年退職予定

者を除く職員数とその給与額をもとに積算を

いたしております。部全体では69億1,600万

円余となってございます。

職員給与費につきましては、各課とも同様

の趣旨でございますので、各課ごとの御説明

は省略させていただきたいと存じます。よろ

しくお願いいたします。

次に、説明欄の２の民生委員費でございま

すが、熊本市を除きます県下2,810名の民生

委員、児童委員の日常活動等の経費に係る補

助金等でございます。

それから、４の社会福祉協議会助成費につ

、 、きましては (1)から(3)まででございますが

それぞれ県の各種福祉施策の実施主体として

活動しております熊本県社会福祉協議会の運

営費及び福祉サービス運営適正化委員会並び

に地域福祉権利擁護センターへの補助金でご

ざいます。

３ページをお願いいたします。

５の地域福祉振興費でございます。

(2)、(3)、(4)につきましては、地域福祉

施策の３本柱といたしまして、県の地域福祉

支援計画、地域ささえ愛プランで位置づけを

しているものでございます。

(2)の地域の結いづくり推進事業でござい
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ます。

身近な地域で住民同士がともに支え合う小

地域ネットワーク活動の普及や専門医を配置

いたしまして、地域福祉の再構築に取り組む

市町村補助などを行うものでございます。

(3)の地域の縁がわづくり推進事業でござ

います。

高齢者、障害者、子供など、地域住民だれ

もがいつでも集い、支え合う地域福祉の拠点

づくりに取り組む団体への助成等を行うもの

でございます。

。(4)地域のちからおこし事業でございます

今後の地域福祉の担い手となります若年層

を開拓、育成するものでございます。

それから、新規事業といたしまして、(5)

の地域ふれあいケアホーム、仮称でございま

、 。すが 整備推進事業をお願いしてございます

この事業は、年をとっても住みなれた地域

で暮らしていけるよう、認知症高齢者介護の

小規模事業所等に、先ほど申し上げました地

域の縁がわを併設した地域ふれあいケアホー

ムの整備を支援し、その普及、推進を図るも

のでございます。2,159万円余をお願いして

いるところでございます。

４ページをお願いいたします。

６の社会福祉諸費でございます。

(1)の県総合福祉センター管理費について

ですが、平成18年４月から指定管理者制度を

導入しております総合福祉センターの管理運

営費、(2)の福祉人材センター運営事業は、

県社会福祉協議会が行っております福祉人材

確保のための就労支援や研修会事業の委託経

費でございます。

、 、それから (3)に新規事業といたしまして

福祉・介護人材緊急確保事業、7,688万円余

をお願いしております これは 近年の福祉・。 、

介護分野におきます人材確保の厳しい状況を

踏まえまして、進路の選択期にある学生への

説明会や個別相談の支援のほか、資格は有し

ているけれども、現在は福祉・介護分野の職

から離れている潜在的有資格者の再就職研修

を支援するなど、福祉・介護人材の参入促進

と定着化を図るものでございます。

なお、これにつきましては、国の緊急経済

対策に対応いたしまして、全額国庫で積み上

げました障害者自立支援対策臨時特例基金を

活用して実施をするものでございます。

(4)地域共生くまもとづくり事業でござい

ますが、県の地域福祉支援計画の推進に寄与

する民間団体の地域福祉活動に対し、活動費

の助成を行うものでございます。

５ページをお願いいたします。

８．(1)やさしいまちづくり普及啓発事業

でございます。

障害者用駐車場の適正利用を推進するた

め、平成20年１月31日から運用を開始いたし

ましたハートフルパス制度の運営経費等でご

ざいます。

それから、９の国庫支出金返納金でござい

ますが、県社会福祉協議会にございます生活

福祉資金の原資のうち、貸付可能額の余裕分

３億円につきまして引き揚げを行いまして、

そのうち、国庫相当分の２億円を国に返納す

るものでございます。

ページが飛んで恐縮でございますが、７ペ

ージをお願いいたします。

宇土市にございます保健環境科学研究所と

県内10カ所にございます保健所の運営費及び

維持管理費をお願いしてございます。

健康福祉政策課は、以上、40億1,033万円

余をお願いしてございます。

それから、報告事項が１件ございます。

恐縮でございますが、Ａ３の２つ折りにな

ってございます教育プランの案につきまして

御説明をさせていただきます。Ａ３の１枚紙

になってございます。

くまもと「夢への架け橋」教育プランでご

ざいます。

今回の２月議会に上程されております当計

画につきましては、文教治安常任委員会で付
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託審議となっておりますが、この計画は、子

育て、あるいは食育、環境教育などに関する

事項が含まれておりますので、御報告させて

いただきます。

最初の１ページの２でございますが、策定

のポイントを書いてございます。

この計画は、教育基本法に規定されており

ます教育の目的や理念等を反映するととも

に、国が策定いたしました教育振興基本計画

を参酌して策定されたものでございます。

策定に当たりましては、熊本県教育振興基

本計画策定幹事会を設置いたしまして、全庁

的に取り組みますとともに、検討委員会を設

置いたしまして、外部の有識者の御意見を伺

ってまいりました。

内容でございますが、１ページの下の方の

４、総論のところをお願いいたします。

家庭教育を中心といたしました幼児期の教

育の推進、生涯を通じて学び、その成果を適

切に生かす社会の形成、社会全体で教育に取

り組む仕組みづくり、この３つを柱といたし

まして 本計画の基本理念を 未来を拓く く、 、 「

まもとの人」づくりということにしておりま

す。

この理念のもとに、資料の２ページから３

ページにありますように、各ライフステージ

ごと、あるいは項目ごとに今後５年間でどの

ような人づくりや教育を目指すのか、その指

針となります基本的目標とその実現に向け

て、県として重点的に取り組む事項を設定し

ております。

３ページの下段の方でございますが、各論

のところをごらんいただきたいと思います。

本計画の一つの柱として位置づけておりま

す生涯学習社会の形成と生涯学習社会の実現

に向けた具体的な取り組みにつきまして、項

目ごとに、将来の目標であります目指す姿や

その実現に向けた施策の取り組み方向等につ

いて記載をしております。

各論の項目につきましては、３ページから

４ページに記載しているとおりでございます

が、このうち、３ページの下の方になります

が、家庭の教育力の向上、次の地域の教育力

の向上の中で、熊本県こども輝き条例の具現

化に向けた取り組みや、放課後こどもプラン

の推進等を盛り込んでおります。

さらに、４ページでございますが、冒頭の

方でございますが、幼児期における教育の充

実の中で、保育所における保育の充実につい

て盛り込んでおります。

また、その２つ下の豊かな心をはぐくむ教

、 、 、育の充実の中では 人権教育の推進 そして

次の児童生徒の健康づくり・体力づくりの中

では、食育の充実について、さらに、２つ下

の社会の変化に対応した教育の推進の中で

は、環境教育の推進について盛り込んでいる

ところでございます。

簡単ではございますが、以上、御報告をさ

せていただきます。

よろしくお願い申し上げます。

○坂田社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。

説明資料の８ページをお願いいたします。

まず、社会福祉総務費でございます。

右の説明欄の２の社会福祉諸費でございま

すけれども、社会福祉法人や社会福祉施設の

指導監査に要する経費でございます。

次に、遺家族等援護費でございますが、主

な事業は、戦没者やその遺族、戦傷病者等に

対する特別給付金等の支給事務、中国残留邦

人に対する帰国の促進、帰国後の自立支援、

さらに、昨年４月から支給されました支援給

付金に関する経費等でございます。

９ページをお願いいたします。

生活保護総務費でございます。

説明欄１の(1)、(2)は新規事業でございま

す。

まず、生活保護世帯進学「夢」応援事業で

ございますが、現行の生活保護制度では、世
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帯の子供が大学に進学した場合、世帯から分

離され、生活保護の対象となりません。この

ため、生活費については、世帯のやりくりや

本人のアルバイトなどで工面するというのが

実態でございます。それがため大きな負担に

なっているということでございます。経済的

な理由で学業をあきらめることなく安心して

就学できるよう、今回、大学での生活費を貸

し付け、本人の自立や夢の実現を図り、そし

て貧困の連鎖を教育で断ち切ろうとするもの

でございます。

(2)の低所得者自立生活支援事業でござい

ますが、近年、ワーキングプアなど生活困窮

者が増加していると言われております。生活

、 、保護も増加傾向にございますが こうした中

生活困窮者を発見し、早期の支援を行い、こ

れらの方々の自立や生活の安定を図っていく

ため、今回、福祉事務所にモデル的に自立支

援員を配置し、ハローワーク等関係機関と連

携しながら、生活支援を行うものでございま

す。

、(3)のセーフティーネット支援対策等事業

次の２の福祉事務所費は、生活保護の決定、

あるいは受給者に対する支援、扶養義務調査

など、生活保護の適正な運用を期するための

経費でございます。

次に、10ページをお願いいたします。

中ほどの扶助費でございます。

これは、生活保護の生活扶助、医療扶助な

どに要する経費でございます。

保護は増加傾向にありますものの、扶助に

ついては２月補正で減額などを行っており、

実績に沿ったところで計上いたしました関係

で、当初比較では減額となっております。

下段の住宅管理費は、引揚者住宅山の上団

地の管理運営に要する経費でございます。

以上、社会福祉課総額39億1,273万8,000円

を計上いたしております。

11ページをお願いいたします。

債務負担行為の設定についてでございま

す。

先ほど説明いたしましたけれども、生活保

護世帯進学「夢」応援資金の貸し付けについ

て、大学在学中の４年間にわたって継続して

貸し付けを行う必要があり、債務負担行為を

設定するものでございます。

以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。

説明資料の12ページをお願いいたします。

説明欄に沿って主なものを説明させていた

だきます。

まず、児童福祉総務費では、２．保護事務

費のうち、(2)は、認可外保育施設の職員及

び児童の健康診断費に対する補助でございま

す。

３．児童健全育成費のうち、(1)と次のペ

ージの(2)は、子育て支援関係の事業を再編

したもので、(1)は、社会全体で子育てを支

援する環境づくりのため、県民意識の啓発を

行う事業でございます。(2)は、市町村、企

業、民間団体等の子育て支援の取り組みを支

援するものでございます。

(3)は、妊娠・出産・育児期を通して、子

育ての不安や母親の心の悩み等に対して、予

防や早期発見、適切な支援等、切れ目なく総

合的にコーディネートのできる人材を育成す

る研修を行う事業でございます。

(4)は、第３子以降の３歳未満児の保育料

の無料化等を実施する市町村に対する補助で

ございます。子育て家庭の経済的負担の軽減

のため19年度に制度を拡充しており、引き続

き市町村を支援していくものです。

(5)は、保育所職員等を対象に、計画的、

体系的な各種研修を行う事業です。安心こど

も基金を活用し、20年度の約３倍の予算によ

り、研修の充実を図ることとしております。

(6)は、共働き等で昼間保護者のいない家
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庭の子供に生活あるいは遊びの場を提供する

放課後児童クラブや、児童の健全育成のため

の児童館活動を実施する市町村に対する補助

でございます。

14ページをお願いします。

(7)は、次世代育成支援行動計画の周知、

推進を図るための経費でございます。

21年度は、22年度から26年度までの５年間

を計画期間とする後期行動計画の策定をする

こととしております。

６．保育大学校費は、３月末で閉校します

県立保育大学校の学生寮を売却するため、解

体、整地をするための経費でございます。

次に、児童措置費のうち、１の児童扶助費

では、(1)は、児童福祉法に基づき、県が児

童を児童養護施設や里親に措置、養育委託し

た場合に支弁する経費でございます。

15ページをお願いします。

(3)は、民間保育所の運営費に対する県負

担金、(4)は、県が保護の必要な母子等を母

子生活支援施設等へ入所委託した場合の支弁

に関する経費でございます。

２．清水が丘学園費は、学園の庁舎管理及

び運営に関する経費でございます。

３．児童手当費は、小学校修了前の児童の

養育者に児童手当を支給する市町村に対する

交付金でございます。

16ページをお願いします。

母子福祉費のうち、１．ひとり親家庭対策

費の(1)は、ひとり親家庭等に対して自立に

必要な相談、指導等を行うため、各福祉事務

所に配置している女性福祉相談員に対する人

件費等、(2)は、母子家庭の母等の自立のた

めの就労支援や父子家庭の子育て支援等を行

う事業でございます。

２は、母子寡婦福祉資金貸付金の償還を促

進するため配置している協力員に係る経費、

３は、父母の離婚等により、父親と生計が異

なる児童を扶養している母等に支給される児

童扶養手当の支給等に係る事業費でございま

す。

17ページをお願いします。

４は、ひとり親家庭等の自立促進と家庭生

活の安定を図ることを目的として、医療費の

一部を助成する市町村に対し補助を行う事業

でございます。

次に、児童福祉施設費でございます。

２は、保育所等において、地域のさまざま

なニーズに対応した保育サービスや子育て支

援を行う市町村に対する補助事業でございま

す。

３は、安心こども基金による民間保育所の

施設整備費の補助を行うものでございます。

20年度までは、保育所の整備につきまして

は、国から直接市町村に対して交付金が交付

されておりましたが、国の交付金相当額を安

心こども基金から補助するよう改められたこ

とに対応するものでございます。

18ページをお願いします。

６の(2)は、児童福祉法の改正により、里

親制度が拡充されたことに対応するため、里

親制度の普及啓発、里親に対する研修等を行

う経費でございます。(4)は、児童虐待に対

する早期発見、早期対応を図るとともに、虐

待を受けた児童への支援を行うための経費で

。 「 」ございます (5)は こうのとりのゆりかご

検証会議開催に係る事業で、平成21年秋をめ

どに最終報告を取りまとめることとしており

ます。

19ページをお願いします。

７番、児童一時保護所は、虐待を受けた児

童、あるいは養育困難な児童の緊急保護等を

行う一時保護所に係る経費でございます。

下段の母子寡婦福祉資金特別会計繰出金で

ございますが、母子家庭等の経済的自立を図

るための各種の資金の貸し付けを実施するた

め、特別会計の繰出金として300万円を計上

しております。

以上により、一般会計総額として164億2,0

00万円余の予算をお願いしております。
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、 。続きまして 20ページをお願いいたします

母子寡婦福祉資金特別会計についてでござ

います。

母子家庭の子供が経済的な理由で進学に対

、 、する夢を断念することがないよう このたび

夢づくり教育資金として、学費など教育費の

貸し付けを別枠として設定し、額も拡充する

こととしております。

なお、あわせて、連帯保証人の要件を緩和

するなど、利用しやすい制度へと改めること

としております。

続きまして、21ページをお願いします。

債務負担行為の設定について御説明いたし

ます。

まず、上段の母子家庭等の児童の身元保証

についてでございます。

これは、母子家庭等の児童が就職する際、

保証人が得られないときに、県が３年間身元

保証を行うものでございます。

次に、母子寡婦福祉資金貸付についてでご

ざいますが、技能習得資金あるいは修学資金

など、２カ年度以上にわたり継続的に貸し付

けを行う資金について債務負担行為を設定す

るものでございます。

以上、よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。

続きまして、報告事項が１件ございますの

で、報告事項の資料１ページをお願いいたし

ます。

第２期熊本県ひとり親家庭等自立促進計画

の策定状況について御報告いたします。

この件につきましては、12月定例会におき

ましても、その時点の策定状況を御報告いた

しましたが、改めて御報告するものでござい

ます。

１番、策定の趣旨の丸の１つ目と２つ目に

ございますように、15年３月、国において示

されました基本指針に基づきまして、現在20

年度までの自立促進計画を定めております

が、３つ目の丸にありますように、この計画

期間が20年度末で終了いたしますことから、

新たな計画目標値の設定を含めた第２期計画

策定作業をしております。

２．策定の経過にありますように、昨年７

月に第１回の計画推進委員会での議論をスタ

ートに、８月には、県内のひとり親家庭の実

態調査を行った上で、計画の骨子、事業の数

値目標等につきまして議論し、１月にパブリ

ックコメントを実施いたしました。これにつ

きましては、特に御意見ございませんでした

が、３月２日に推進委員会での議論を経て、

現在計画書の最終文案の調整をしているとこ

ろでございます。

２ページをお願いいたします。

３番の計画の概要にありますが、計画全体

は５つの章で構成されております。

第２章では、ひとり親家庭等の現状につき

、 、まして実態調査の結果を取りまとめ 例えば

就労の不安定さですとか、収入の減少が懸念

されることなどを記載しております。

第３章では、(1)のとおり、基本理念とし

ては現在の計画を維持することとし、ひとり

親家庭等が自立し、安心して生活できる環境

づくりの推進を掲げております。

第４章では、基本目標として６つ定めてお

りまして、あわせて、25の数値目標を設定し

ております。この基本目標につきましても、

本年度実施しました実態調査において、母子

家庭では、収入額の平均が約81万円と非常に

低い水準にあることから、こうした経済的に

厳しい状況を踏まえまして、現計画の基本目

標を維持することとしております。

具体的には、記載のとおり、(1)の就業支

援策を初め最後の父子家庭支援策までの６つ

の目標を定めて、施策を推進することとして

おります。

４ページ以降に参考資料としてつけており

、 、ますのが ４ページをごらんいただきますと

計画の全体の概要としまして、左端に計画書

の第１章から第５章まで、その右には、さら
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にそれぞれの目次、内容となりますようなこ

とを書いております。さらに、右の方が、図

が全体のイメージというふうになっておりま

す。真ん中に、記載のとおり、基本理念に向

けて６つの柱で施策に取り組んでまいりま

す。

さらに、５ページ、６ページをごらんいた

だきますと、計画の中で要点となります項目

ごとの目標値を記載しております。例えば、

一番上の自立支援センターにおける就業相

談・情報提供者数では、右端にございますよ

うに、25年度は1,400件の相談を目指してお

るところでございます。

以上のように、平成21年度から、この計画

に基づき、関係機関連携しながら、ひとり親

家庭の支援のための取り組みを進めてまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○岩田高齢者支援総室長 高齢者支援総室で

ございます。

まず、当初予算の関係でございますが、説

明資料の22ページをお願いいたします。

まず、老人福祉費でございます。

右側の説明欄で、２番、高齢者福祉扶助費

の軽費老人ホーム事務費補助事業でございま

すけれども、軽費老人ホーム17施設につきま

して、各施設が入所者の所得に応じて利用料

を減免した場合に、その減免相当額を補助す

るものでございます。

、 。次に ３の高齢者福祉対策費でございます

(1)高齢者住宅改造助成事業でございます

が、要援護高齢者が介護保険による住宅改修

費の上限でございます20万円を上回る住宅改

造、例えば浴槽の取りかえなどを行う場合、

それに要する経費を助成する市町村に対する

補助でございます。

(2)明るい長寿社会づくり推進事業でござ

いますが、熊本さわやか大学校の運営、シル

バー作品展、あるいはスポーツ交流大会等、

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業を行

う熊本さわやか長寿財団に対する補助でござ

います。

(3)元気はつらつシルバー活動応援事業で

ございます。

積極的に地域貢献活動等に取り組んでおら

れる老人クラブへの活動費の助成を行います

市町村に対する補助でございます。

23ページをお願いいたします。

上から２段目、(5)高齢者能力活用推進事

業でございますが、高齢者の職業相談・紹介

及び求人開拓を図るため、総合福祉センター

と各地域振興局に高齢者能力活用推進員を配

置しております。この経費と高齢者無料職業

紹介所の設置運営に要する経費でございま

す。

(6)新規事業でございます。

認知症診療・相談体制強化事業でございま

すが、認知症の早期診断、早期治療に資する

ため、まず、認知症疾患医療センターを新た

に設置しますとともに、そのセンターと地域

包括支援センターの連携体制を構築しまし

て、あわせまして、認知症の人とその家族へ

の相談、支援対応のためのコールセンターを

設置するなど、認知症に関する的確な診療体

制、相談体制を整備するために要する経費で

ございます。

(7)介護予防推進重点対策事業でございま

す。

市町村において効果的な介護予防事業が実

施されるよう、地域リハビリテーション広域

支援センターを通じての専門的、技術的な支

援を行う経費でございます。

24ページをお願いいたします。

(10)全国健康福祉祭開催準備事業でござい

ます。

平成23年度に本県開催が決定しております

第24回全国健康福祉祭くまもと大会の開催に

向けまして、大会の実行委員会設立などの開

催準備に要する経費でございます。
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次に、(11)新規事業でございます。

地域ケアの充実による待機者解消支援事業

でございます。高齢者が住みなれた地域で安

心して生活を続けていけるよう居宅サービス

の充実を図り、ひいては特別養護老人ホーム

等への待機者の減少にも資するため、中山間

地等へ新たに立地する介護サービス事業の開

設を支援する経費でございます。

次に、４．介護保険対策費でございます。

(1)の介護保険低所得者対策特別事業でご

ざいます。

ホームヘルプサービス等介護サービスを利

用される低所得者の負担軽減を行う市町村に

対する補助でございます。

(2)介護給付費県負担金交付事業でござい

ます。

県内市町村の介護保険給付に対する県負担

金でございまして、今回の介護報酬の３％ア

ップも含めまして、約187億9,000万円余を計

上いたしております。

(3)地域支援事業交付金交付事業でござい

ますが、これは、市町村が実施します介護予

防事業や地域包括支援センターの設置運営等

に係る経費に対する県の交付金でございま

す。

25ページをお願いいたします。

右側説明欄５．介護保険財政安定化基金積

立金でございます。

これは、市町村の介護保険財政の安定を図

るため、保険料の収納不足や見込みを上回る

介護保険給付費の増加等に起因する財源不足

が生じました場合に、交付や貸し付けを行う

ための基金への積み立てでございます。

内容は、これまでに貸し付けた市町村から

の償還金と基金の運用利息を積み立てるもの

でございます。

次に、老人福祉費でございます。

１番の老人福祉施設整備費でございます

が、養護老人ホームや特別養護老人ホームな

ど、老人福祉施設を整備する社会福祉法人等

に対する補助でございます。

以上、高齢者支援総室の21年度当初予算と

して207億8,100万円余を計上しております。

よろしく御審議をお願いいたします。

、 、引き続き 報告事項が２件ございますので

御説明いたします。

資料は、報告事項の７ページをお願いいた

します。

まず、高齢者福祉計画・介護保険事業支援

計画の策定状況について御報告いたします。

12月の委員会におきましても中間報告をい

、 。たしましたが 今回改めて御報告いたします

１番の計画策定の趣旨でございます。

高齢化が進む中で、高齢者が住みなれた地

域においてできるだけ健やかで自立した生活

ができるよう、介護保険制度の円滑な運営を

図りながら、熊本らしい高齢者福祉施策を総

合的に推進する必要があると考えておりま

す。

現在推進しておりますプランが平成20年度

をもって終了するため、21年度から23年度ま

での３年間を計画期間とする新たな計画の策

定作業を現在進めております。

２番の計画の位置づけでございますが、こ

の計画は、新たな県政運営の基本方針であり

ますくまもとの夢４カ年戦略を踏まえた上

、 、で 高齢者福祉計画と介護保険事業支援計画

この支援は市町村に対する支援でございます

が、この計画を一体として策定することとし

ております。

３番の計画の策定体制でございますが、社

会福祉審議会の中に高齢者の保健福祉推進部

会を設置しておりまして、この部会において

広く御意見をいただきながら策定を進めてお

ります。

なお、資料の11ページに委員の方々の名簿

をつけておりますので、後ほど御参照いただ

ければと思っております。

なお、この部会には、本委員会の重村委員

長にもお入りいただいておるところでござい
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ます。

８ページをお願いいたします。

４番、策定スケジュールでございますが、

昨年の７月２日以来３回の部会を開催いたし

まして、計画の素案について了承をいただい

ております。

ことしに入りまして、２月16日から、この

計画素案に関するパブリックコメントを実施

中でございます。パブリックコメントでは、

今回、このくまもとの夢４カ年戦略も策定さ

れましたことなどから、計画の名称について

も御意見を聞くこととしておりまして、今月

17日、あすでございますが、あすまでのパブ

リックコメントを行いまして、取りまとめを

行うこととしております。

その後、３月26日に第４回の部会を開催い

たしまして、再度御意見をちょうだいした上

で、今月末までに計画の名称も含め新たな計

画の策定を目指しております。

５番、計画の概要でございますが、これを

８ページから10ページにかけてお示ししてお

ります。

恐れ入りますが、12ページ、Ａ３縦様式の

体系図をごらんいただければと思います。

こちらの方で概要を御説明いたします。

まず、左上、計画の目指す姿でございます

が “高齢者がいきいきと輝き、長寿を楽し、

める”くまもとと定めまして、これに基づき

まして、理念として、高齢者の尊厳、その他

４つの計画の理念を掲げております。

その下が計画の中心でございますが、現時

点で生じている課題とその対応策につきまし

て、ここに掲げております８つに整理してお

ります。

時間の関係ございますので、詳細は省略い

たしますが、ここにありますように、高齢者

の方々の状態に応じまして、高齢者の健康づ

くりと社会参加、２番目が重度化の予防、３

番目が孤立化の防止、４番目が認知症対策、

５番目がサービスの基盤整備、６番が介護サ

ービスの質の向上、７番が療養病床の円滑な

転換、８番が地域包括ケアの実現、この８つ

の課題と対応策を掲げております。

、 、これらの課題は 介護保険制度の創設当時

あるいはそれ以前から抱える課題とともに、

現在の計画策定以降、社会状況の変化等で生

じた新しい課題、あるいは高齢者御本人、関

係者から寄せられた声等踏まえまして、この

計画期間内に対応すべき優先性の高いものと

して抽出いたしました。

これからこの課題の解決に向けまして、３

年間で重点的に取り組んでいきたいと思って

おります。

恐れ入りますが、10ページにお戻りくださ

い。

10ページの真ん中ほどに６番、療養病床の

転換状況について簡単に触れさせていただき

ます。

先ほど、この計画の課題の対応の７番のと

ころに療養病床の円滑な転換を掲げておりま

す。現時点において、ここに掲げております

ように、転換の実績はまだ１件という状況で

ございますが、転換をしたいという御相談は

その後もふえておりまして、現在61件ござい

ます。今後徐々に転換の動きも出てくるので

はないかと思っております。

県としましては、医療機関からの御相談に

応じつつ、円滑な転換を支援してまいりたい

と考えております。

続きまして、報告事項の13ページをお願い

いたします。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例に

ついての御報告でございます。

まず、(1)についてでございます。

介護保険法の規定によりまして、平成18年

度から実施しております介護サービス情報の

公表制度におきまして、介護サービス事業者

が調査機関に対して支払います手数料につい

てでございます。

平成21年度から、この訪問調査体制の効率
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化を図るための制度改正が予定されておりま

す。制度発足当初は、調査員が２名体制でご

ざいましたが、その後定着してきたこともご

ざいまして、21年度から１名以上の体制に変

わります。こういったことに伴い、調査手数

料に関する国の指針が一部改正されたことを

踏まえまして、手数料が適正な水準となりま

すよう、ここに掲げておりますように、調査

事務手数料を３万5,000円から２万4,000円へ

と減額改定するものでございます。

次に、(2)についてでございます。

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正す

る法律の施行に伴いまして、本条例中の引用

規定の整理が必要となりましたため、一部改

正を行うものでございます。

条例の施行でございますが、(1)が21年４

月１日、(2)につきましては、改正法の施行

に合わせまして、21年５月１日をそれぞれ予

定しております。

なお、本条例改正案は、総務常任委員会に

付託されております。

以上、御報告いたします。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。

26ページをお願いいたします。

当初予算の事業の説明の前でございます

が、地方自治法施行規則の改正がございまし

て、障害福祉関係予算の款項目の目名が改正

をされたところでございます。これまで、身

体障害者福祉に関する事業、それから知的障

害者福祉に関する事業につきましては、それ

ぞれ身体障害者福祉費、知的障害者福祉費及

び社会福祉総務費の目の区分で計上いたして

おりましたけれども、21年度から、新たに設

けられました障害福祉費の目の区分で統合し

て予算計上がされることになりましたので、

よろしくお願いを申し上げます。

なお、精神保健福祉に係る事業につきまし

ては、従来どおり精神保健費の費目でござい

ますが、精神保健福祉事業の中でも自立支援

法に係る事業につきましては、新たな目であ

る障害福祉の区分で計上されることとなりま

したので、よろしくお願いいたします。

26ページの最上段の社会福祉総務費でござ

いますが、これまでは職員人件費と自立支援

法対策の基金事業について計上いたしており

ましたが、ただいま申し上げました理由によ

りまして障害福祉費に計上させていただいて

おりますので、当初予算には計上いたしてお

りません。

それから、29ページをお願いいたします。

29ページの下段の身体障害者福祉費、それ

から知的障害者福祉費につきましても、同様

の理由で当初の予算には計上しておりません

ので、よろしくお願いしたいと思います。

それでは、26ページにお戻りをいただきた

いと思います。

障害者福祉費の１の(3)の精神通院医療費

でございます。

先ほど言いました精神保健福祉関係事業で

ございますが、これは自立支援法上の事業で

あるということから障害者福祉費に計上いた

しております。継続的に通院による精神医療

を必要としている方に医療費の助成を行うも

のでございます。

次に、下の(4)でございますが、障害福祉

サービス費等負担金でございます。

障害福祉サービスに係る市町村への県の負

担分でございます。

27ページをお願いいたします。

障がい者福祉諸費の(3)高次脳機能障害対

策推進事業でございます。

熊本大学に昨年の10月に支援センターを設

置いたしたところでございますが、その運営

に要する経費でございます。

続きまして、(4)新規事業、障害者自立支

援法移行促進事業でございます。

旧体系の施設が新体系の事業に移行するた

めの施設整備の助成でございますが、このほ
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かに、今回の基金の延長、積み増しによりま

して、新たに精神障害者への家族の支援とい

たしまして、家族交流スペースの整備等に助

成をする事業が新たに追加されたものでござ

います。

次に、(5)同じ新規事業、障害福祉サービ

ス事業者等運営安定化事業でございます。

同じく基金事業でございます。これにつき

ましては、サービス報酬の算定方法改正に伴

う事業者への激変緩和措置のほか、新たに、

自立支援法の事務の円滑化のために、事業所

に事務職員を配置した場合に助成を行う事業

が新たに追加されたものでございます。

次に、28ページの(6)同じく新規事業で、

基金事業でございます。

制度改正に伴う広報啓発やシステムの改修

費のほか、新たに、在宅の重度障害者の訪問

介護に係る費用の一部を市町村へ補助する事

業が新たに追加されたものでございます。

、 。次に ３の発達障害者福祉費でございます

発達障害者やその家族に対し療育指導や相

談支援を行うため、発達障害者支援センター

業務を社会福祉法人に委託をいたしておりま

すが、それに伴う経費でございます。

29ページをお願いいたします。

７の重度心身障がい者医療費でございま

す。

重度障害者に対する医療費の助成制度でご

ざいまして、その費用の一部を市町村に助成

を行うものでございます。

次に、30ページをお願いいたします。

児童措置費の１の児童扶助費でございま

す。

障害児が施設での保護や支援を受ける場合

に係る経費でございます。

次に、31ページをお願いいたします。

31ページの３の心身障がい児通園事業でご

ざいます。

在宅の障害児の療育を行うために市町村が

設置をいたしております地域療育センターに

対し補助を行うものでございます。

次に、４の心身障がい児施設療育事業費で

ございます。

これは、在宅の重度の障害者に対する機能

訓練等を社会福祉法人に委託をして実施して

おりますが、それに係る経費でございます。

次に、32ページをお願いいたします。

精神保健費の(1)精神保健医療費でござい

ます。

精神障害者の方の措置入院に係る経費でご

ざいます。

次、(2)でございます。精神障害者社会復

帰施設運営費補助でございます。

精神障害者の社会復帰施設への運営費の助

成でございます。

それから、３番でございます。地域自殺対

策推進事業でございます。

国からモデル県としての指定を受け、３年

目になります。自殺対策を総合的に推進して

いくための費用でございます。

次に、(4)でございます。障害者地域移行

支援特別対策事業でございます。

精神科の病院に入院されている方で、地域

の受け入れ環境が整えば退院可能な障害者の

方の地域移行を支援するための費用でござい

ます。

それから、(5)でございます。新規事業で

ございます。熊本県あかねの里民営化移行経

費補助でございます。

平成22年４月に民営化移行に向けまして必

要な運営費、それから施設改修費等の経費を

助成するものでございます。

次に、33ページでございます。

４の(2)の新規事業、精神保健福祉センタ

ー移転事業でございます。

精神保健センターの老朽化等に伴いまし

て、県立保育大学校へ移転をすることといた

しておりまして、移転に係る保育大学校の耐

震診断や改修のための設計・管理費でござい

ます。
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次に、34ページをお願いいたします。

県立病院事業会計繰出金でございます。

地方公営企業法に基づきまして、一般会計

からの繰出金でございます。

平成20年度と比較をいたしまして、１億3,

000万円余を削減することとなります。

以上、合計184億円の予算を計上させてい

ただいております。

よろしくお願いをいたします。

次に、報告事項でございます。

報告資料の14ページでございます。

第２期熊本県障がい福祉計画の策定状況で

ございます。

説明に入ります前に、17ページをお願いい

たします。

障害福祉関係におきましては２つの計画が

ございます。１つは、上段の枠囲みのくまも

と障害者プランでございまして、このプラン

につきましては、福祉関係だけでございませ

んで、県民意識の向上、それから社会環境の

整備、生活環境の整備ということを含む総合

計画となっております。

もう一つの障がい福祉計画でございます

が、下段の枠囲みでございます。

障害者プランの一つの分野でございます障

害福祉サービスの計画的な整備に関する県の

計画でございます。

くまもと障害者プランとそれから県の障が

い者福祉計画の関係は、以上のような関係に

なっております。

申しわけございませんが、14ページにお戻

りをいただきたいと思います。

１の計画の策定でございます。

第２期の熊本県障がい福祉計画策定につき

まして、障害福祉サービスの計画的な整備を

進めるために、県及び市町村において策定が

義務づけられております。県の計画につきま

しては、市町村の計画を踏まえまして策定を

することとなっております。

また、県計画、市町村計画とも３年ごとに

見直しを行うこととなっております。

次に、福祉計画の概要でございますが、第

２期の計画期間は、平成21年から23年度まで

となっております。

基本理念でございますが、障害福祉サービ

ス等の提供体制の充実を図りまして、障害者

の方が自立した地域生活ができるように支援

するというのを基本理念に計画を策定いたし

ております。

15ページでございます。

計画の策定体制でございまして、計画の策

定に当たりましては、熊本県障害者施策推進

協議会において広く御意見を伺い、当計画に

反映させることといたしております。

続きまして、計画策定のスケジュールでご

ざいますが、先ほど申し上げましたように、

県の計画は市町村の計画を踏まえて策定する

ということになっておりまして、下から２行

目でございますが、21年２月に市町村とのヒ

アリングを行ったところでございます。あわ

せまして、２月に県政のパブリックコメント

を行ったところでございまして、その結果に

つきましては、９名の方から19件の意見をい

ただいております。

主な内容といたしましては２つございまし

て、１つにつきましては、発達障害者の支援

の充実を望む声がございます。もう１つにつ

きましては、精神障害者の就労の支援充実を

求める声がございました。

今後の予定でございますが、今月中に熊本

県障害者施策推進協議会の開催をいたしまし

、 、 、て 最終案について御意見をいただき 後に

第２期計画の策定ということになります。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

○高橋医療政策総室長 医療政策総室でござ

います。

35ページをお願いいたします。

説明欄の主な項目について御説明をいたし
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ます。

まず、２の国民健康保険助言指導費の(2)

高医療費市町村共同負担金でございます。

高医療費の市町村として国の指定を受けま

すと、基準を超えた医療費の一部を国、県、

市町村で負担をいたしますが、その６分の１

の県負担分でございます。

次に、３の国民健康保険制度安定化対策費

でございます。

①は、低所得者の方への保険料の軽減に対

して県と市町村が負担するもので、県の負担

割合は４分の３でございます。

②は、１件当たり80万円を超える高額医療

費に対し国、県、市町村でそれぞれ負担する

もので、県の負担割合は４分の１でございま

す。

③は、市町村国保の医療給付費について、

その７％を交付するものでございます。

36ページをお願いいたします。

２の(1)救急医療施設運営費補助でござい

ます。

これは、熊本赤十字病院の救命救急センタ

ー運営に対する補助でございます。

(2)の救急医療情報システム運営事業、こ

れは、県民、消防や医療機関に対し、救急医

療に関する情報を提供するものでございま

す。

(3)の小児医療対策事業の１点目、小児救

急医療拠点病院運営費補助、これは24時間体

制で小児救急患者に対する３つの拠点病院の

運営に対する補助でございます。

２点目の小児救急電話相談事業は、シャー

プ8000番で小児患者の夜間相談に応じる事業

でございます。

３点目の小児救急地域医師研修事業、これ

は、地域での初期の小児救急医療を補完する

ために、内科医等に対して小児救急に関する

研修を行うものでございます。

(4)の医療機能情報提供事業、これは、病

院等の適切な選択を支援するために、病院、

診療所の医療機能に関する情報を県民の方々

に提供するものでございます。

(5)の医療機関等施設・設備整備費は、医

療用機器の整備に対する補助でございます

が、来年度は５医療機関を予定いたしており

ます。

37ページをお願いいたします。

(6)の医療安全対策事業の歯科医療安全管

理体制推進特別事業、これは、県歯科医師会

、 、と協力をいたしまして 実態調査などを行い

歯科医療の安全対策を進めるものでございま

す。

。(9)の医師確保総合対策事業でございます

本年度は、女性医師就業継続支援、それか

らドクターバンクの設置、熊本大学附属病院

に地域医療に関する寄附講座の開設、自治体

病院内保育所の設置などに取り組んでまいっ

たところでございます。

平成21年度は、これらの事業に引き続きま

して、新規事業といたしまして、熊本大学医

学部新規入学者５名分の医師修学資金の貸

与、交通費等を補助する僻地診療所等の医師

確保支援、医師不足の医療機関に医師を派遣

した場合に派遣元の医療機関を支援する医師

派遣緊急促進事業、それから短期正規雇用勤

務を導入した医療機関に対する補助、また、

一時的に離職した女性医師の復職を支援する

ための研修、救急勤務医の確保のための手当

の補助、それに産科医の確保のための分娩手

当の補助などに取り組むものでございます。

医師確保対策には、なかなか決め手という

ものはございませんけれども、これらの事業

に総合的に取り組むことによって、医師不足

が少しでも解消されるように努めてまいりた

いと考えております。

38ページをお願いいたします。

(11)これは、自治医科大学の運営に対する

負担金でございますが、本県出身の在校生、

現在14名でございます。

(12)の療養病床転換助成事業は、病院また
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は診療所が医療療養病床から老人保健施設な

どへ転換する際に、その費用の一部を助成す

るものでございます。

(13)の災害時派遣医療チーム支援事業は、

県内11災害医療圏にＤＭＡＴの整備を進めて

いくものでございます。

なお、医療用器材等の整備については、国

の緊急経済対策として補正予算で対応させて

いただいたところでございます。

３の後期高齢者医療対策費でございます。

これは、これまでの老人医療制度に変わり

まして、本年４月からスタートいたしました

後期高齢者医療制度に対する法定負担金等で

ございます。運営主体は、県内市町村が設置

する熊本県後期高齢者医療広域連合になって

ございます。

まず、(1)の医療給付費県負担金事業でご

ざいます。

これは医療給付費を国、県、市町村でそれ

ぞれ負担するもので、県の負担割合は12分の

１でございます。

(2)の高額医療費負担金でございます。

これは、１件当たり80万円を超える高額医

療費に対し、国、県、市町村でそれぞれ負担

するもので、県の負担割合は４分の１でござ

います。

(3)の保険基盤安定制度負担金でございま

す。

これは、低所得者の方への保険料の軽減に

対して県と市町村が負担するもので、県の負

担割合は４分の３でございます。

なお、この(2)及び(3)は、国民健康保険の

場合と同様の制度になってございまして、県

の負担割合も同じでございます。

39ページをお願いいたします。

。(4)の財政安定化基金拠出金でございます

保険料の未納や医療給付費の見込み以上の

増加による財政リスクを軽減するため、県に

財政安定化基金を設置することとされており

。 。ます この基金に対する拠出金でございます

県の負担割合は３分の１でございます。

(5)の不均一保険料負担金でございます。

激変緩和措置として５町村で設定されてお

ります低い額の保険料と本来の保険料との差

額分について負担するものでございます。負

担割合は、国、県それぞれ２分の１でござい

ます。

下の欄の２．へき地医療対策費の(1)へき

地医療施設運営費補助でございます。

市町村設置の僻地診療所や僻地診療所を支

援します３つの僻地医療拠点病院の運営に対

する補助、また、代診医の派遣調整、それか

ら研修会等を実施します僻地医療支援機構等

の運営などを行うものでございます。

、(2)のへき地医療施設・設備整備費補助は

僻地診療所２カ所、僻地医療拠点病院２病院

の医療用機器整備の補助を行うものでござい

ます。

40ページをお願いいたします。

。(3)へき地歯科診療支援事業でございます

これは、県職員の歯科医師が僻地歯科診療

所の代診業務や訪問診療を行うものでござい

ます。

３の歯科医療確保対策事業は、心身障害児

者や休日の歯科診療の確保を行うためのもの

でございます。

次の欄の１、看護行政費でございますけれ

ども、(1)の看護師養成所等運営費補助事業

は、看護師養成所や院内保育所を設置してお

ります医療機関に対して、その運営費の補助

を行うものでございます。

(3)の看護師等修学資金貸与事業は、200床

未満の中小規模の医療機関等の看護職員の確

保を図るため、看護学生に対して修学資金を

貸与するものでございます。

(4)の看護師専門分野育成事業は、本年度

までのがん看護に引き続きまして、来年度か

ら糖尿病看護に対応できる専門的知識、技術

を身につけた看護師の養成を行うものでござ

います。
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(5)の在宅緩和ケア推進事業、これは、在

宅療養を希望する終末期患者が安心して療養

できるような在宅緩和ケアの提供体制の整備

を進めていくため、専門研修や啓発事業等を

実施するものでございます。

41ページをお願いいたします。

(1)のナースセンター事業、これは、離職

中の看護職員の再就職を促進するため、無料

職業紹介を行うものでございます。

(2)の看護師宿舎施設整備事業は、看護職

員の定着促進の一環として、病院の看護師宿

舎の整備を補助するものでございます。

以上、平成21年度当初予算386億8,900万円

余をお願いいたしております。

次に、42ページをお願いいたします。

先ほど医師確保総合対策事業で御説明をい

たしました熊本大学医学部の新規入学者５名

に対する医師修学資金の貸し付けについて、

卒業までの５年間の債務負担行為の設定をお

願いするものでございます。

医療政策総室は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

○中田健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。

43ページをお願いします。

まず、社会福祉総務費でございます。

１の社会福祉諸費は、育成医療費として、

身体障害児等が生活の能力を得るために必要

な医療費の給付を行うものでございます。

次に、公衆衛生総務費でございます。

３の健康づくり推進費の(1)健康食生活の

推進は、健康的な食生活習慣の定着推進及び

全国食生活改善大会等の開催に要する経費で

ございます。

なお、全国食生活改善大会は、10月30日に

県立劇場で高円宮妃殿下をお迎えしまして開

、 。催し 約1,600名の参加を見込んでおります

(2)健康増進計画推進事業でございます。

これは、健康増進計画に基づく県民の健康

づくりの推進に要する経費でございます。

続いて、44ページをお願いします。

(5)がん対策推進事業は、がん診療連携拠

点病院に対する補助等でございます。

(7)特定健康診査等実施事業は、市町村国

民健康保険が行う特定健康診査保健指導に対

する負担金でございます。

(8)市町村健康増進事業は、市町村が行う

健康増進事業に対する補助でございます。

(10)新規事業の糖尿病予防総合対策事業

は、近年最も増加した慢性疾患でございます

糖尿病について、その予防や悪化防止のため

の調査検討及び医療連携体制の構築に係るモ

デル事業でございます。

45ページをお願いします。

５の原爆被爆者健康診断費は、原爆被爆者

及び被爆二世に対する健康診断に要する経費

でございます。

６の原爆被爆者特別措置費は、原爆被爆者

に対し健康管理手当の支給等を行うものでご

ざいます。

７の特定疾患対策費でございます。

46ページをお願いします。

(1)から(6)は、原因が不明であって、治療

方法の確立していない特定疾患に係る治療費

の公費負担等でございます。

９の母子衛生費は、新生児に対する先天性

代謝異常等の検査に要する経費でございま

す。

47ページをお願いします。

11の母子医療対策費の(2)未熟児養育医療

費は、未熟児の養育に必要な医療の給付を行

うものでございます。

(3)小児慢性特定疾患治療研究事業は、特

定疾患に罹患した児童の医療費の一部を公費

負担するものでございます。

(5)不妊対策事業は、不妊に関する相談事

業及び特定不妊治療に要する費用の助成でご

ざいます。

(6)周産期母子医療対策事業は、総合周産
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期母子医療センターに対する運営費補助等に

要する経費でございます。

48ページをお願いします。

(7)から(9)は、周産期医療対策を推進する

新規事業でございます。

(7)周産期医療ホットライン事業は 母体・、

新生児の迅速な受け入れのための周産期医療

を担う５カ所の高次医療機関へＰＨＳを配置

するものでございます。

(8)早産予防対策モデル事業は、平成19年

度に天草地域で実施し、成果を上げた事業を

継承し、効率的な早産予防対策の確立を目指

すモデル事業でございます。

、 、(9)ＮＩＣＵ入院児支援事業は ＮＩＣＵ

長期入院児の在宅等への移行を支援するコー

ディネーターを県庁内に配置するものでござ

います。

12の乳幼児医療費は、乳幼児の医療費の自

己負担に助成を行った市町村に対する補助で

ございます。

13の健康センター費は、県健康センターの

指定管理者への管理運営委託経費でございま

す。

14の妊婦健康診査支援基金積立金は、２月

補正予算で造成した妊婦健康診査支援基金の

運用利息を基金に積み立てるものでございま

す。

15の妊婦健康診査費は、妊婦健康診査公費

負担を拡充する市町村に対して、妊婦健康診

査支援基金を取り崩し、補助を行うものでご

ざいます。

49ページをお願いします。

次に、予防費でございます。

１のハンセン病予防費は、ハンセン病事業

費としてハンセン病に関する普及啓発等に要

する経費でございます。

最後に、保健所費でございます。

１の妊産婦乳幼児保健指導費は、心身の発

達に問題のある児の健全な発達のための相談

指導等に係る経費などでございます。

、 、以上 健康づくり推進課の当初予算として

49億2,817万7,000円を計上いたしておりま

す。

よろしく御審議のほどお願いいたします。

○牧野健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。

まず、当初予算関係でございますが、資料

の50ページをお願いいたします。

まず、災害救助費ですけれども、右側の説

明欄の一番上、災害救助基金積立金4,900万

円余でございますが、これは、災害救助法で

定められました最低積立額まで積み増しをす

るものでございます。積立額の基準は、過去

３カ年の普通税収決算の平均ということにな

ってございますが、平成19年度の税源移譲の

結果、本県の積立基準額が増加したことによ

るものでございます。

次に、２段目の公衆衛生総務費ですけれど

も、これは、説明欄の３番、肝炎対策費でご

ざいます。これは、20年度からスタートいた

しましたインターフェロン治療費助成事業、

それから肝炎ウイルス検査費用を計上してい

るところでございます。

それから、その下の結核対策費でございま

すが、右側の説明欄、大きな１番ですが、結

核医療費、主な事業の結核患者医療費、これ

は結核患者の医療費の公費負担でございま

す。

51ページをお願いいたします。

真ん中の予防費でございますが、３億3,20

0万円余の増となってございます。これは、

説明欄の大きな１番の(3)新型インフルエン

ザ対策費でございます。ここで、抗インフル

エンザウイルス薬の追加備蓄と、それから入

院患者を受け入れる医療機関への個人感染防

護具、人工呼吸器の整備補助を計上している

ところでございます。

抗インフルエンザウイルス薬に関しまして

は、県で現在15万4,000人分のタミフルを備
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蓄しているところでございますが、今回、国

の方で、国全体の総人口23％相当から45％相

当に備蓄目標を上げるということにされまし

て、本県の追加分、計算いたしますと20万3,

500人分になりますが、地方交付税措置が３

カ年にわたりされるということで、それに合

わせまして、今回計上しております６万7,84

0人分を計上しているところでございます。

なお、新型インフルエンザ対策につきまし

ては、12月議会以降の動きについて後ほど御

報告させていただきます。

52ページをお願いいたします。

右側の説明欄の予防接種対策費の主な事業

でございますが、予防接種救済給付金3,700

万円余、これは市町村が給付いたします予防

接種健康被害救済給付金の県負担でございま

す。

それから、次の食品衛生指導費でございま

すけれども、これは、説明欄の大きな１番、

食品衛生監視費ですが、これは、(1)から(3)

、 、 、まで 食品営業施設の許認可 それから監視

指導の経費でございます。

それから、次の大きな２番、食品安全確保

対策費、これは、(1)から53ページの(5)まで

ございますけれども、食品衛生法等に基づき

まして、添加物、微生物、残留農薬等の規格

基準の検査等、それから食品の安全性の確保

を図るための経費でございます。

それから、53ページの説明欄の大きな３．

乳肉衛生費でございますが、これも(1)から

(3)、それから54ページの(4)までございます

けれども、食品の中の乳肉に関しまして、屠

、 。畜検査 食鳥検査等を行う経費でございます

54ページをごらんいただきまして、大きな

４番の食肉衛生検査所費は、食肉衛生検査所

の運営経費でございます。

次の環境整備費でございますが、これは、

、 、 、 、説明欄 大きな１番 狂犬病予防費 これは

、 、(1) (2)で狂犬病予防法関連の野犬等の捕獲

抑留、犬の登録、注射の推進等のための経費

でございます。

それから、55ページをごらんいただきまし

て、大きな２番の動物保護管理費、これは、

動物愛護とか適正飼養等についての普及啓発

等を進める経費でございます。

以上、55ページの一番下でございますが、

健康危機管理課、17億3,812万3,000円を計上

してございます。

よろしくお願いいたします。

次に、報告でございますが、報告事項の18

ページ。

新型インフルエンザ対策の取り組みという

ことで、12月議会以降の主な動きについて簡

単に御報告いたします。

まず、18ページの大きな２番で、12月以降

の主な取り組みということで、黒四角の１つ

目が国の取り組みでございます。

冒頭のあいさつもございましたが、12月以

降、黒ポツの２つ目、国の新型インフルエン

ザ対策行動計画と、それからいろいろなガイ

ドラインが２月17日付ということで改定され

たところでございます。

その下の四角の２つ目、県の取り組みでご

ざいますが、12月以降は庁内の職員を対象と

した研修会、それから２月には市町村職員向

けの研修会、その間、保健所での搬送訓練等

を行っております。また、そのページ、最下

段でございますが、去る３月７日には、新型

インフルエンザ対策のトップセミナーという

ことで、ＷＨＯの研究者を招きまして、企業

経営者等を対象としたトップセミナーを開催

したところでございます。

19ページと20ページで、今回の国の行動計

画の改定後の主な点について御報告したいと

思います。

この行動計画を踏まえまして、県の行動計

画についても現在見直し中でございます。

まず、19ページの大きな３番の四角の１つ

目ですけれども、流行規模、これにつきまし

ては、表にございますけれども、罹患者数3,
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200万人、以下、今回見直しでも改定はされ

ておりません。その結果、右側の本県欄、罹

患者数が46万人で、一番最後の死亡者数１万

人弱というふうなことでございます。

それから、四角の２つ目が、新しい行動計

画の主たる目的ということで、①と②に明確

。 、にされております 特徴を一言で申しますと

これまでの発生を封じ込めるという観点か

ら、感染の拡大を防止するという観点にシフ

トしたというふうな点でございます。

それから、次の四角の３つ目、段階区分で

ございます。

これまで、ＷＨＯのフェーズという言葉を

聞かれたかと思いますが、それにかわりまし

て、新しくその表に挙げておりますように、

５段階に分けて対策を検討するというふうな

ことにされたところでございます。

表の左側の発生段階としておりますが、一

番左に、前段階から５つの大きな区分がござ

います。この区分については、国が全国一律

に定めると。下から２つ目の３段階には、そ

の右側の欄に、感染拡大期、蔓延期、回復期

という小項目がございますが、この小項目に

ついては、県ごとに国と協議して判断すると

いうふうな仕組みになってございます。

次の20ページをごらんください。

ここに各段階ごとの対策の概略をまとめて

いるところでございます。

表の一番左が、先ほど申しました５段階の

、 、区分 右側の方が対策の考え方ということで

白丸でそれぞれ書いてございますが、基本的

な考え方でございます。

一番上のまだ発生していない段階では、発

生に備えた体制の整備と、それから、次の海

外で発生した段階では、国内侵入の阻止とい

うふうなところでございます。

以下、国内発生期、それから国内での感染

が拡大・蔓延期といったところでそれぞれ対

応策が定められているところでございます。

なお、上から２つ目の段の海外発生期の右

側の欄の黒ポツの上から３つ目、医療従事者

等のプレパンデミックワクチンの接種開始と

いう項目がございます。プレパンデミックワ

クチンにつきましては、本来海外で発生した

段階で接種するということでございますが、

国の方では、平成20年度から先行接種につい

ての検討がなされているところでございまし

た。当初の予定では、20年度に安全性等につ

いての臨床研究を行って、21年度からは対象

を拡大してプレパンデミックワクチンの先行

接種を行うということがございましたが、現

時点での国からの情報によりますと、慎重な

対応になっているようでございまして、一応

６月ごろに今後の取り扱いを示すというふう

に聞いているところでございます。

21ページをごらんいただきたいと思いま

す。

県の取り組みと、それから抗インフルエン

ザウイルス薬の全体図を示しております。

まず、上の方、大きな４番の県の取り組み

といたしましては、四角１つ目で、国の行動

計画、以上のような行動計画含めました県の

行動計画の見直しを進めております。

それから、四角２つ目といたしましては、

対応体制の整備ということで、庁内体制、そ

れから外部関係機関との連携体制を進めてい

くこととしております。

一番最後に、今回予算も計上しております

が、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況

ということで表を示しております。

表の一番左側に国、都道府県、流通という

ことで、一番下に熊本県分を書いてございま

す。その右側の欄が既備蓄分ということでご

、 、ざいまして 合計の欄を見ていただきますと

。 、2,935という数字がございます 2,935万人分

これが大体国全体の人口の23％相当と。熊本

県は、一番下の15万4,000人分となってござ

います。その右側の欄、追加備蓄としてござ

いますが、国全体で2,926という数字がある

かと思います。2,926万人分追加ということ
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で、これを合わせますと人口の45％。それに

相当いたします熊本県分は、20.35、20万3,5

00人ということになります。

合計が右側の計でございます。この合計の

欄が総人口の45％相当ということでございま

す。

もちろん予算案件でございますが、本県と

いたしましては、地方財政措置に合わせまし

て、３カ年の備蓄ということを考えていると

ころでございます。

概略、以上でございます。

○木下薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。

説明資料の56ページをお願いいたします。

まず、公衆衛生総務費でございますが、主

なものといたしましては、移植医療を適正に

推進するため、臓器移植コーディネーターを

設置します熊本赤十字病院に対し、活動費等

を補助するものでございます。

次に、生活衛生指導費でございますが、ま

ず、１の生活衛生対策費でございますが、県

民の日常生活に関係の深い理容所、美容所、

旅館などの営業施設に対します監視指導に要

する経費でございます。

２の生活衛生営業指導費につきましては、

主に、生活衛生営業施設の経営健全化や安定

化を通じまして、衛生水準の維持向上を図る

ため、財団法人熊本県生活衛生営業指導セン

ターが行います事業に対して補助を行うもの

でございます。

57ページをお願いいたします。

環境整備費でございますが、主なものとし

まして温泉調査費がございますが、温泉法に

基づきます掘削、動力装置などの許可申請に

伴います現地調査、それから環境審議会温泉

部会に対します諮問等に要します経費及び温

泉の保護対策を講じるための調査に要する経

費でございます。

次に、薬務費でございますけれども、１の

薬務行政費のうち、主なものといたしまして

(2)の薬事許認可事業でございますが、これ

は、医薬品や医療機器などの製造、販売に関

する許認可事務及び医薬品販売に係る登録販

売者試験に要する経費でございます。

次に、(4)の薬物乱用防止事業でございま

すが、青少年によりますシンナー乱用や大麻

の不正使用など、依然として憂慮すべき状況

にございます。それで、薬物乱用の根絶に向

けました各種キャンペーン等に要する経費で

ございます。

58ページをお願いいたします。

医薬品等安全確保対策事業でございます

が、薬局、医薬品販売業、医薬品製造業及び

毒物劇物営業者などの監視、指導に要する経

費でございます。

次に、２の献血制度普及費の献血推進対策

事業でございますが、特に若い世代を中心に

県民の皆様に献血への協力を訴えるため、各

種キャンペーンや大型ビジョンなどでの広報

活動及び各種啓発資材の作成等に要する経費

でございます。

以上、薬務衛生課では、総額１億7,087万

円余をお願いしております。

次に、報告事項でございます。

報告事項の22ページをお願いいたします。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例

(案)の概要でございます。

薬事法の改正によりまして、昨年７月から

既に施行しております医薬品販売に係る販売

従事登録証につきまして、新たに薬事法施行

規則が一部改正されまして、規程が設けられ

ましたので、販売従事登録証の書きかえ及び

再交付に係る手数料の新設を行うものでござ

います。

なお、手数料の額については、九州各県と

の調整を図りながら、他の薬事関係の額と同

等といたしております。

本条例につきましては、総務常任委員会に

付託されておりまして、本年４月１日から施
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行を予定いたしております。

以上でございます。

○重村栄委員長 次に、病院事業管理者から

総括説明を行い、続いて、担当課長から資料

に従い説明をお願いいたします。

本病院事業管理者。

○本病院事業管理者 本議会に提案してお

ります病院局関係の議案の説明に先立ち、最

近の県立こころの医療センターの状況につい

て御報告申し上げます。

まず、平成20年度の収支見込みですが、医

師不足等による一部病床休止や新規の外来患

者抑制及び一般会計繰入金の削減により医業

収益及び医業外収益は減少しましたものの、

人件費の抑制、光熱水費等の節減及び委託業

務等の入札に伴う経費の減等により、何とか

収支の均衡は確保できる見込みでございま

す。

なお、医師の確保につきましては、ホーム

ページによる募集やドクターバンクへの登録

等を行うことによりまして、現行の常勤医師

４名体制から、１名増の５名体制を確保でき

る見込みでございます。

続きまして、本議会に提案しております病

院局の議案について御説明いたします。

今回提案しております議案は、予算関係１

議案でございます。

第77号議案の平成21年度熊本県病院事業会

計予算でございますが、県立こころの医療セ

ンターの管理運営経費として、収益的収支で

15億8,000万円余、資本的収支で１億9,000万

円余、総額17億7,100万円余を計上いたして

おります。

また、今年度に策定いたします平成21年度

から平成24年度を計画期間とします県立ここ

ろの医療センター中期経営計画につきまして

も御報告させていただくこととしておりま

す。

今回の計画におきましては、自治体の財政

危機、医師不足、診療報酬抑制等、病院事業

を取り巻く環境が大変厳しい中、当院におき

ましても、医師確保問題や一般会計繰入金の

削減といった大きな課題を抱えておりまし

、 、て 計画期間中に安定的な医師の確保を図り

繰入金の削減に見合った経営体質の構築を目

指すことを大きな柱といたしまして、こころ

の医療センターのあり方検討委員会で提言さ

れました県内精神科医療のセーフティーネッ

ト機能の維持確保、先導的な精神科医療活動

の推進等、県立病院としての役割の維持向上

を図っていくこととしております。

以上が今回の議案等の概要でございます

が、詳細につきましては、総務経営課長が説

明いたしますので、よろしく御審議のほどお

願い申し上げます。

○向井総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。

お手元の委員会説明資料95ページをお願い

いたします。

病院局の平成21年度当初予算の総括表でご

ざいますが、こころの医療センターの管理運

営等に要する経費として、収益的収支、資本

的収支総額で17億7,100万円余を計上いたし

ております。

収入の全体額15億8,900万円余の内訳でご

ざいますが、医業収益を経営目標の前提とい

たしております患者数をもとに８億3,900万

円余見込みますとともに、医業外収益につい

ては７億4,900万円余といたしております。

なお、一般会計からの繰入金は、収益的収

支、資本的収支合わせて、前年度比１億3,00

0万円余を削減いたしております。

収支につきましては、適切なセンター運営

を図るための費用を計上するとともに、当面

の課題となっております医師確保のための研

究、研修の費用等も確保いたしているところ

でございます。全体として、収入を見据えて
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支出の圧縮に努め、収益的収支の損益は、若

干でございますが、黒字を確保することとい

たしております。

96ページをお願いいたします。

支出の内訳でございます。

まず、収益的支出でございますが、１の医

、 、 、業費用の(1)の給与費は 正職員94名 臨時

非常勤職員の賃金、報酬及び退職給与金とし

て９億5,300万円余、(2)の材料費は、薬品及

び給食材料費等でございまして、１億700万

円余、(3)の経費は、清掃等の委託料及び光

熱水費その他の諸経費でございまして、２億

5,200万円余を計上いたしております。

また、(4)の減価償却費、(5)の資産減耗費

は、建物、医療機器の償却及び更新等に伴う

減耗費を計上するものでございまして、減価

償却費１億4,400万円余、資産減耗費は100万

円余を計上いたしております。

(6)の研究研修費は、医師、看護師等の学

会及び研修参加のための費用でございまし

て、800万円余を計上いたしております。

２の医業外費用は、現行の建物、設備等整

備をいたしましたときに発行いたしました企

業債の償還利息として１億1,200万円余を計

上いたしております。

97ページをお願いいたします。

資本的支出に係るものでございます。

４の建設改良費は、内視鏡等の医療機器の

更新及び施設設備の一部改良に2,100万円余

を計上いたしております。

５の企業債償還金は、建物等の企業債の償

還元金でございまして、１億6,800万円余を

計上いたしております。

以上、よろしくお願いいたします。

次に、報告がございます。

報告事項資料の43ページをお願いいたしま

す。

県立こころの医療センター中期経営計画の

策定についての報告でございます。

別途、冊子をお届けしておりますが、時間

の都合もございますので、報告事項45ページ

のＡ３判の資料で御説明させていただきま

す。

まず、計画策定に係る背景についてでござ

、 、 、いますが 現在 心をめぐる問題については

人格障害、発達障害、あるいは躁うつの患者

の増加など、非常に多様化、深刻化してきて

いる現状にございます。

また、県立こころの医療センターあり方検

討委員会からの御提言に基づき、平成20年４

月に地方公営企業法の全部適用に移行し、病

院局を新たに設置いたしましたが、一方で、

複数の医師の退職に伴う医師不足の問題が発

生し、後任の医師確保ができていない状況が

続いております。

こうした状況の中で、今後も県立病院とし

ての使命、役割を果たしながら、医師不足と

いう現状を踏まえ、適切な医療サービスの提

供のための体制整備や的確な経営基盤の構築

が求められており、新たな経営計画を策定す

る必要が生じてきていたものでございます。

なお、本計画は、総務省から求められてお

ります公立病院改革ガイドラインによる改革

プランに対応するものといたしております。

計画の内容について説明をいたしますが、

まず、計画期間は、平成21年度から平成24年

度までの４年間といたしております。

、 、次に 事業運営の基本方針でございますが

４点挙げております。

１点目が、引き続き県内精神科医療のセー

フティーネットの機能の維持確保を図ること

といたしております。２点目が、先導的な精

神科医療活動の推進を図ること、また、３点

目が、県立病院としての役割の中で、県内精

神科医療を支える医師、看護師等の人材の教

育、研修の推進を図ること、４点目が、当セ

ンターの医師や看護師等の人材の積極的な活

用や、センターでの取り組みの民間への情報

提供を行うことといたしております。

中央の欄に具体的な取り組みを挙げており
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ますが、上段の医療面における取り組みにつ

いてでございますが、基本的な考え方といた

しまして、県立病院の使命、役割を果たすた

め、これまでの取り組みの充実を図るととも

に、先導的な精神科医療に取り組み、民間病

院、精神科病院のモデルとなるような活動に

も取り組むことといたしております。

具体的には、まず、県の精神科医療の中核

病院としてのセーフティーネットの役割を担

うこととしており、引き続き、措置入院患者

や薬物、アルコール依存といった患者の治療

を行ってまいります。

また、県内外から高い評価を得ております

精神科医療の先導的なモデルとなるような社

会復帰活動や自殺対策にもかかわってくるう

つ病対策、現代の精神科医療で問題になって

いるパーソナル障害、人格障害の患者様の治

療にも取り組んでまいります。

、 、また 県内の精神科医療を担う人材の教育

研修を進めるため、臨床研修医や看護学生、

専門学校の学生を受け入れるとともに、県内

大学や看護学校等へ講師として派遣してまい

ります。

このような取り組みの中で築き上げてまい

りました成果等を学会や講演会等で発表を行

うことによりまして、積極的に情報を提供し

てまいります。

中央下段に運営面における取り組みについ

て示しておりますが、基本的な考え方といた

しましては、人材の確保と職員の資質の向上

に積極的に取り組みまして、人的資源を有効

に活用した医療サービスの展開を図るととも

に、職員の経営参画意識の向上に努め、経営

の基盤強化に努めてまいります。

、 、具体的な取り組みといたしましては まず

医療サービスの維持向上を図るため、診療体

制の見直しを行って、例えば、外来の患者の

診察に当たりまして、これまではそのほとん

どを医師が担っていたものを、臨床心理士や

精神保健福祉等のコメディカルの関与を深め

る体制を検討していこうというもの、また、

医師の人材確保の面から、熊本大学等との定

、 、期的な協議の実施や 医師や看護師等の長期

短期の派遣研修の実施により資質の向上を図

るなど、医療サービスの提供体制の強化を図

ってまいります。

さらに、経営面では、職員の経営参画の意

識は重要と考え、センターでの経営委員会を

設置し、毎月開催いたしておりますが、その

ようなところを活用しながら、意思決定過程

への参画をさらに高めてまいりたいと考えて

おります。

、 、また この後収支計画を説明いたしますが

経営収支の健全化を図るため、過度に一般会

計からの繰入金に頼ることのない経営体質を

目指したいと考えております。

このような取り組みを踏まえて、左側中央

の中期計画として、県内精神科医療の中核的

機能を有した高度な医療サービスの提供と３

つの目標を掲げております。

病棟、病床の構成は、150床をもとに計画

を立てております。現在50床を休止しており

ますが、その活用については、医師の確保、

あるいは県内精神科医療のニーズを踏まえて

検討することといたしております。

次に、右の欄の収支計画をごらんいただき

たいと思います。

計画の前提といたしましては、医療病床を

150床とし、医業収益の入院、外来収益は、

１日当たりの入院患者、外来患者数を平成20

年度当初に立てました数値目標を前提に計画

を立てております。

また、費用の中で給与費に係る職員数につ

きましては、医師は計画的に増員し、最終年

度である平成24年度には常勤医師７名を確保

する計画といたしております。その他の職員

につきましては、計画的に非常勤、あるいは

臨時職員や民間委託への移行を前提とした数

値といたしております。

材料費を初め各種費用についても縮減し、



- 27 -

全体として収支の均衡を確保する予定でござ

います。

なお、一般会計からの繰入金につきまして

は、中段に示しておりますが、平成24年度に

は、平成19年度より２億5,000万円を減額す

る計画といたしております。

下欄の中期指標でございますが、財政収支

計画に基づき、指標としてあらわしているも

のでございます。例えば病床利用率につきま

しては、収支計画の入院収益の基礎としてい

る入院患者数をもとに数値化しているもので

ございます。これらの指標は、公立病院改革

ガイドラインに基づく改革プランの策定に当

たって数値目標を求められているものでござ

いまして、これに基づきあらわしているもの

でございます。

最後に、計画の進捗状況の検証でございま

すが、今後、外部の委員会を設置して評価を

いただき、それにおきまして毎年度公表を行

ってまいります。

以上、中期計画の概要につきまして説明を

行いましたが、別冊の参考資料につきまして

、 。は 後ほど御参照をいただきたいと思います

以上でございます。

○重村栄委員長 以上で健康福祉部及び病院

、 、局からの説明が終了いたしましたので まず

議案について質疑を受けたいと思います。

質疑はありませんか。

○大西一史委員 その前にちょっと。これは

休憩はもう入れられないでずっとやられるん

ですか。

○重村栄委員長 質疑まで行きたいと思いま

す。

○大西一史委員 質疑まで行くということで

すね。

○重村栄委員長 質疑までやりたいと思いま

す。

○大西一史委員 じゃあ結構時間かかります

けれども、いいですかね。

○重村栄委員長 どうぞ。

○城下広作委員 だから、ばあっと１人でじ

ゃあ何項って、ばあっと言っていいですか。

○重村栄委員長 そうしましょうか。質疑ま

で行って、またかわりますので、質疑までこ

れで受けておきたいと思います。

○大西一史委員 それでいいならいいですけ

ど。

○重村栄委員長 それでよかったらやらせて

ください。

○城下広作委員 じゃあその覚悟でやらにゃ

いかぬですね。

○大西一史委員 ＮＩＣＵ、これは健康づく

り推進課だったかな。これは資料の48ページ

ですね。これは一般質問の方でも取り上げら

れておりましたので、ある程度いろいろ部長

の答弁もあったかというふうに思いますが、

このＮＩＣＵのコーディネーターの配置とい

うことですが、これは１名というようなこと

でありますが、コーディネーター配置に要す

る費用で269万円ということでよろしいんで

すかね。

○中田健康づくり推進課長 そのとおりでご

ざいます。

○大西一史委員 １名入られると非常に有効

だろうということで、私も実は現場に行って
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きました。市民病院ですけれども、先週実は

ちょっと行って話を聞いてきました。という

のが、何でかといったら、先日福岡の方に行

きましたときに、福岡のＮＩＣＵのドクター

の方と話をしておりましたら、熊本からも結

構県外搬送、これ、以前委員会でも指摘させ

ていただきました。県外搬送が結構多いとい

うことで、特に福岡県の方に行っていること

が多いだろうからということで、いろいろそ

の辺で意見交換をしたら、熊本は一体どうな

っとるんですかというような感じでした。

つまり、余り好意を持っておられないとい

うか、もう熊本から運んでくるのは、対応し

ないことはないけれども、緊急搬送というの

は、それはもう緊急だから対応しますけれど

もと。非常にその辺での熊本県の対応という

のはもう少しどうにかならぬもんですかねと

いうような話を実は受けたんですね。

それで、私もいろいろ調べていって、この

コーディネーターというのが今回は入ってい

ますけれども、全国的に見ても、やはり前も

あれしたんですが、この支援事業の中の例え

ばＮＩＣＵの病床ですよね、現在33床と。県

の目標では、平成24年まで38床というのが目

、 、標数値だったと思うんですが 鹿児島県では

ほぼ同人口でありますけれども、50床以上あ

りますよね。それから、岡山県も、熊本県と

大体似たような感じの人口構成ですけれど

も、40床以上のＮＩＣＵが存在しとるという

ことです。

そういうことから考えると、この目標は目

標で、24年の38床ということで、熊本県の保

健医療計画の中で入れてますけれども、この

辺の対策というのは、これだけではやっぱり

不十分じゃないかなというふうに思うんです

が、その点について、どう今現場の課長さん

としては認識しておられるのかというのをひ

とつ聞いてみたいというふうに思いますが。

○中田健康づくり推進課長 ９月の当委員会

で県外搬送の状況等について御報告をいたし

たところでございますが、わずかずつふえて

おりますけれども、基本的にはそれほど増加

してはいないというふうな判断をそこで示さ

せていただいたところでございます。

ＮＩＣＵは、結局産科の医師、小児科の医

師等の不足が背景にございまして、急激には

ふやせないような状況がございます。それで

も、昨年でしたか、熊本大学で３床ほどＮＩ

ＣＵがふえたという状況がございました。

ＮＩＣＵをふやすという対策を国の方でも

出しておりまして、全国的にＮＩＣＵ不足が

言われてまして、全国的に800床ほどの不足

があるんではないかなと国は見ておりまし

て、その換算で申しますと、当県では、中長

期的にはＮＩＣＵを40から48床ほど整備する

必要があるんではないかというふうなとらえ

方はいたしております。

しかし、急激に産科、小児科のドクターの

配置とか、ＮＩＣＵを整備することは困難で

ございますので、今総合的に周産期医療対策

に取り組んでいるということで、１つには、

ＮＩＣＵに入られる極低出生体重児を少なく

する対策というので、今回も挙げております

ような事業でもございますけれども、これは

19年度に天草でモデル事業を行いまして、天

草地域では、18年度までの５カ年の極低出生

体重児の出生率が、19年度は対策をしまして

３割に減少したという報告をいただいてござ

います。そういうことと、この長期入院児を

減らすことによって回転率を上げていくとい

うとらえ方でやっております。

20年度の現状につきましては、県外搬送の

状況は、最終的な報告は夏以降になりますけ

れども、感触としては、県外搬送は、20年に

関しましては減っているというふうに見てお

ります。

○大西一史委員 今の認識ですと、県外搬送

はある程度減っているし、対策としては、病
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床だけをふやすだけじゃなくて、スタッフの

増強も要るから、その辺についての対策をす

るということ、あとは早産予防等をやるとい

うような話でしたけれども、ところが、やっ

ぱり他県では、特に福岡は病院がいっぱいあ

りますから対応できるところは多いんだろう

けれども、やっぱりそういう印象持っている

ドクターがいるということは問題だろうとい

うふうに思います。

それはやっぱり広域的な医療の連携という

のは、それはドクター医療や何やいろいろあ

ってやる必要あるかもしれませんけれども、

やはりそういうふうに思われているというこ

と自体をもう少し深刻に受けとめる必要があ

るんじゃないかなというふうに思います。

実際に、あと市民病院の方に行って思った

のは、非常に手狭でもあるということもあり

ます。これは病院の事情もあるでしょうけれ

ども。やはりスタッフ不足というのはこれは

否めぬだろうなというふうに思います。

ところが、公立病院ですから、やはり例え

ば看護師さんたちをもっとふやしてほしいと

いう話が結構ドクターの方からもあったんで

すけれども、ただ、やはり看護師をふやすに

しても、なかなか専門的なそういう経験を持

った人というのは少ない。あとは、他県から

例えばこっちに帰ってくるとか、そういう人

を雇おうとすると、逆に言えば、公立病院で

あるがために公務員という職になりますよ

ね、医師と違って。だから、年齢制限がかか

るんだろうというふうに思うんですよ。28歳

とかそんなもんですかね、今市の職員とか県

の職員とか。そういうことでしょうか。

そういうところも、やはり公営企業法の全

部適用ということになれば、少しは独自で見

直せる部分が出てくるのかなというふうに思

いますが、そういう何かもう少しちょっとそ

の辺の採用も含めて、対応も含めて弾力的に

考えないと、現実的に考えないと、なかなか

これは解消するのは難しいかなというふうに

思います。それが１点ですので、その点は新

年度に向けてちょっとその辺も踏まえて考え

ながら、ＮＩＣＵの体制を周産期医療の充実

という観点から頑張っていただきたいという

ことをお願いしておきます。

それと、早産予防の話がありましたけれど

も、現場を見て私が非常に感じたのは、ドク

ターからも聞いたんですけれども、やはり妊

娠した親ですね、母子の非常にケアが悪いと

いうことのようです。特に、超低出生体重児

というんですかね、の出生というのが、少子

化にもかかわらず、1990年の1.5倍に現在な

っているというふうな話です。

そうしますと、やはり何でそういう原因が

あるかといったら、やはり例えば妊娠中に急

激にダイエットをしてしまったりとか、喫煙

をしたりとか、余り母体によろしくないよう

なことをやっとる。つまり、そういう意味で

は、妊婦の認識不足といいますか、そういっ

たものがあると。これは妊婦健康診査費なん

かも新たについていますけれども、こういう

健康診断を受けないとか、そういう人がかな

りいて、急に運び込まれてとかというケース

があるそうです。私が現場に行ってて思った

のは、やっぱり非常に、この人は本当に保護

者だろうかという人たちがいらっしゃいまし

た、廊下でも何でも、わんじゃわんじゃ、随

分騒いでですね。それが実態なんですという

ふうにドクターはおっしゃいましたけれど

も、私はそれは非常にまずいというふうに思

います。

ですから、こういう施設をただ充実すれば

いいというよりも、やはり予防の部分で力を

入れるということにもう少し頑張っていただ

きたいというふうに思いますので、この点に

ついても強く要望しておきますので、この２

つについてはしっかりやっていただきたいと

思います。

このＮＩＣＵの問題については、ここで切

ります。
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以上です。

○平野みどり委員 船田県議が以前質問され

た天草での妊娠をした女性の早期の取り組み

ということで、これはほかの地域でも拡充と

いうことですが、来年度はどういった地域で

の拡充をされるのかということが１点。

それと、ＮＩＣＵから在宅の方に移られる

家庭を支援するということですが、医療機器

等が結構高額になると思うんですけれども、

そこら辺の支援というのがあるのかどうか。

望まない妊娠で、先ほど言われたような認識

が十分じゃない方たちでそういうケースがあ

る場合、経済的にかなり負担かなと思うんで

、 。すが そこら辺はどうなっているでしょうか

○中田健康づくり推進課長 まず、天草地域

で行った早産予防対策モデル事業を19年度に

行いまして、今度、21年度の分につきまして

は、天草地域も考慮に入れて地域を選定いた

しているところでございます。というのは、

天草地域では、経験があるということと非常

に産科と歯科の医療機関の協力が得られると

いうことがございまして、大学の方とこの事

業を委託しているわけでございますけれど

も、非常に取り組みやすいという背景がござ

います。

それと、今後３年間にわたって検証してい

こうという中で、産まれた児のフォローも考

えていることからすると、天草が今１つ大き

な対象と考えているところではございます。

２点目につきましては、妊婦さんの少し生

活という問題につきましては、確かに喫煙の

問題とか妊娠中の性行為の問題とかいろい

ろ、またはいろんな摂生が十分でない方々と

いうのはおられまして、飛び込み出産という

のが、未受診妊婦問題というのが一昨年は非

常に問題になったところでございます。非常

にお金がない妊婦さんが多くて、飛び込み出

産して、支払いをしないまま帰られるという

方も多かったわけでございますけれども、今

回妊婦健診について国からの補助が充実した

ということがございまして、そういう方が減

るんではないかなというふうには期待をいた

しておりますし、そのように妊婦さん等にも

働きかけていくこと等はいたしております。

それと、ＮＩＣＵ、長期入院児の在宅、地

域への移行につきましては、医療機器等が必

要になるという、主に人工呼吸器が必要な方

々が出るんだろうというふうに思います。そ

の辺につきましては、今後在宅で医療を見て

いかれるかかりつけのドクターと、また入院

、 、 、されていた医療機関 または福祉 介護とか

そういう含めていろんな連携会議をする中で

問題を煮詰めながら解決していきたいという

ふうに考えております。

○平野みどり委員 ぜひそこをよろしくお願

いします。在宅になっても、お母さんがずっ

と見ておかなきゃいけないという状況という

のはいろんな意味で問題ですので、福祉のサ

ービスと連携をして今後とも取り組んでいた

だきたい。こういう部分が割と充実してくる

と、ＮＩＣＵに長期の、言葉は語弊がありま

すけれども、滞留というか、それがなくなっ

ていけば、また、数は実際足りませんけれど

も、少し緩和できるのかなというふうに期待

していますので、よろしくお願いします。

○城下広作委員 今のに関連で。先ほど課長

が言われましたように、今まで平野委員も大

西委員も言われましたように、いわゆる出産

に係る認識とか、いろいろと望まない妊娠と

かいろいろあるんですけれども、その経済的

なことをある意味では解消するために、今回

14回の無料化というのが国で頑張ったわけで

すよ。

ただ、これで、代表質問で話を党としても

しましたけれども、２月からやるところ、４

月からやるところ温度差があると。それとも
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う１つ、これは基本健診なもんですから、各

自治体で項目が若干違うわけですね、いわゆ

る項目のメニューが。これを今県下で統一し

て、例えばエコーを４回にしようか５回にし

ようかとかと、いろんな形で今取り組んでい

るんですけれども、この辺がちょっと今状況

がどうなのか、同じような項目、基本健診で

統一するしないというのが論議されていると

思うんです。この辺の状況を知りたいという

こと。

それと、望まない妊娠で、例えば出産の場

合には、10月から42万円という形になって、

出産の費用はかからないというふうな形だか

ら、この辺のことがよくわかっていれば、実

際にその辺の問題は解消するんじゃないか

と。ちょっとそれはどう考えておられるか。

○中田健康づくり推進課長 まず、基本健診

のエコーの利用とか、その辺の状況どうかと

いうことでございますが、今、市町村の方の

代表と医師会の方で、金額と健診内容の詰め

が行われているところでございます。まだ詳

細な情報は今のところ持っておりません。

それと、出産費用につきましては、城下委

員おっしゃるように42万円というのが言われ

ているようでございます。うちの方では、こ

の費用につきましては持っておりませんが。

○城下広作委員 10月から42万円に上がると

いうことはもう決まっておりますので。だか

ら、そういうことを使って、先ほど言った14

回の無料化健診の中には、そういう相談とか

いろんなこともあるわけですよ。そこで細か

くそういう相手の方としっかりと指導、アド

バイスもすることが入っているわけ、定期健

診の中に。そういうことをしっかり充実させ

れば、私はカバーできてくることが多くある

なというふうに思います。

また、今まさに医師会と協議しているんで

すけれども、同じ14回無料健診といっても各

市町村で差が出てくるというのは、これはち

ょっといわゆる平等に反するということで、

なるべく県の中では、この項目は同じという

、 、形 一律ということが望ましいということで

ぜひその辺の協議はしっかりと充実をさせて

もらいたいなというふうに思います。

この件に関しては以上です。

○重村栄委員長 ほかには。

○山口ゆたか委員 その妊婦健診についてな

んですけれども、健診が妊娠されている女性

が受けておられるかというところが適正な把

握が行われていないというのをちょっと以前

皆さんからお聞きさせていただいて、このよ

うなことをしっかりと構築できないかなと考

えるんですが、かなり厳しいんでしょうか。

○中田健康づくり推進課長 未受診妊婦対策

ということで、薬局とか市町村に未受診で妊

婦健診を受けないと早産になりますよとか、

流産のおそれも出ますというふうなチラシを

つくって配置はいたしてはおります。

未受診妊婦の数がどれぐらいいるかという

ことにつきましては、飛び込み出産の部分に

ついてはわかったのを一昨年出しておりま

す。調査をいたしております。

○山口ゆたか委員 先ほど城下委員も言われ

たように、相談とかそういったことを充実さ

せることによって妊娠した際の安心感を与え

てあげると、皆さんからの信頼も得て、この

事業の有用性が確立されると思うので、その

あたりも私も強く要望して、よろしくお願い

いたします。

以上です。

○中原隆博委員 ちょっと皆さん方から補足

説明を受けるような形で幾つか質問したいと

思うんですが、まず５ページ、健康福祉政策
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課、９番目、国庫支出金返納金、これは精算

返納金という形でわかるんですが、原資の一

部引き揚げに伴う返納という形であるわけで

すが、この２億円というのは、ちょっと大き

過ぎるんじゃないかと。その部分を含んでい

るのかどうかという部分、それがまず第１点

ですね。

それから、里親制度「こうのとりのゆりか

」 、ご とも非常に関連するわけでございますが

里親になって育てたいというような方も、子

供さんがいらっしゃらない方にあると思うん

ですね。これ、今何人まで限定なさっている

。 、 、のか そして なおかつそれよりも多く５人

６人見たいということへの形でなければ、こ

れは新規としての意味がないんじゃないかと

いう部分がありますので、そこをもう少し詳

しく説明していただきたいということ。それ

から、21ページ、債務負担行為、これは少子

化対策の中で身元保証に関する条例という形

で、これから３年間、県がその保証をしてい

くと、児童の身元保証という形。これはいろ

んなケースがあると思うんですが、何人まで

の分なのか、750万円というようなこの限度

額ですね、何人までどうしたいからこの数字

になっているのかという部分。

それと、先ほど新インフルエンザですね、

これは説明資料の21ページになるんですが、

一番後段に、タミフルとリレンザというよう

な形で新型インフルエンザのウイルスにも効

果が期待されているわけなんですが、このリ

レンザというのは、タミフルが効かないウイ

ルスが出現した場合の対策としての備蓄とい

うことからするなら、これは次の次のことを

も想定すれば、非常にこの製造というのがま

だまだ備蓄の量としては少ないんじゃない

か、これは杞憂といえば杞憂なんですが、転

ばぬ先のつえということであるならば、第２

次対策としてのことももう少し持っておかな

きゃならないというふうに思います。

、 、 、それと 最後に これは病院局なんですが

病院事業の96ページですね、この中で、これ

は私の見込み違いであれば結構なんですが、

(3)の医業費用の中の３番目で、清掃等の委

託料及び光熱水費ですね、光熱料を含んだ、

水も含んでいるんでしょうが、この２億5,25

9万1,000円と。清掃を含んだ委託料というの

が、ただですら病院経営圧迫している中で、

この２億数千万円というのはちょっと大き過

ぎるんじゃないかと。片や、例えば、ＮＥＣ

さんあたりが１年間に払われる電気料金をし

のぐような感じもありゃしないかと。そうい

うことからするバランスとしてはいかがかな

という思いもしないではございません。

、 、だから 今申し上げたようなことに対して

それぞれの課から、補足説明とあわせて、納

得できるような御答弁がいただければありが

たいと思います。

以上です。

○岡村健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。

生活福祉資金に関する返納金のことでござ

いますが、実は熊本県社会福祉協議会に原資

といたしまして現在約40億円の原資がござい

ます。うち、３分の１が県費、３分の２が国

庫というふうになってございます。それで、

平成21年度の当初の貸付可能額というものを

試算してみますと、21から22億円ぐらいはご

ざいます。残りの部分はいろいろ市中に出と

ったりしているわけでございますけれども、

20数億円の貸し付けの可能額がございます。

じゃあどれだけ貸し付けが予想されるかとい

う点でございますが、最近の一番直近の５カ

年の平均見ますと２億2,800万円強になって

ございまして、特に最近、18年度では１億50

0万円強、19年度では１億2,600万円強という

ことでございます。最近の経済・雇用情勢の

悪化等々を踏まえましても、20数億円もの貸

し付けが一遍に出ていくとも想定できないと

いうことは１点ございます。
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それともう一つは、県の財政の健全化に対

する寄与ということも含めまして、３億円の

返納をしていただきまして、１億円は県に、

２億円は国庫に返すというようなことで考え

ておるところでございまして、貸し付けその

ものに無理がないような部分での返還金をお

願いするというものでございます。

以上です。

○中原隆博委員 影響はないですね。

○岡村健康福祉政策課長 ございません。

○中原隆博委員 わかりました。

○吉田少子化対策課長 今お尋ねありました

２番目の里親制度について御説明いたしま

す。

里親制度につきましては、保護者のいない

児童、あるいは虐待を受けた児童を預かる、

家庭的な雰囲気の中で家庭で養育する方々と

いうことで、県の方に御登録をいただくこと

になっております。ちょうど児童福祉法の改

正の施行が４月１日から始まりまして、大き

く変わるところでございますが、現在、そう

した子供さん方を預かる養育里親ということ

で、県内、ことしの２月現在ですが、81の家

庭に御登録をいただいております。

こうした家庭につきましては、預かってい

ただいた場合には、それぞれ公的に手当とい

うことで支給がされるわけでございますが、

現在保護家庭６人までということでございま

すが、改正後は、４人までということで人数

が変わっていくこととなっております。と申

しますのも、里親制度の中で、できるだけ多

くのお子さん方を預かれるようにということ

で、里親と施設のいわゆる中間的なものとし

てファミリーホーム、小規模住居型児童養育

事業といいますが、一つの家庭において、ま

さに家庭のように多人数の子供を預かるとい

うような制度の創出も予定されております。

そうしたことから、養育人数というのが改正

される予定でございます。

それからもう１点ございましたが、ひとり

親家庭、母子家庭等の児童の身元保証という

ことで債務負担行為、21ページに掲載してお

るものでございます。これは、県と母子家庭

等の児童の使用者、就職した場合の使用者と

の間で身元保証契約を締結するということで

ございまして、その保証期間内にその子供が

故意または重大な過失によって使用者に業務

上損害を与えた場合、県が損害賠償するとい

う仕組みになっております。750万円限度額

ということですが、１件当たり150万円、し

たがいまして、５件分の設定をしておるとこ

ろでございます。保証期間は３年以内という

ことでございますが、一応毎年度債務負担行

為を設定しておりますが、現在のところ、最

近は利用というものはない状況にございま

す。

以上でございます。

○中原隆博委員 だから、里親制度というの

が、新規でありながら６人から今４人という

ような形で、６人以上とか10人見たいという

ような方もいらっしゃるわけですね。それに

対して逆行しているんじゃないかという思い

があったもんですからお尋ねしたわけであり

まして、それと、今おっしゃったように、債

務負担行為というのは、身元保証ということ

なんですが、債務負担なんですね。そうする

と、非常にそれがＰＲ不足というか、うまく

浸透していないという部分もございましょう

し、非常にこの経済下の中では、750万円と

いうのではちょっと少ないんじゃないかとい

う思いと同時に、これだったら、今おっしゃ

、 、るように ５人以内ということであるならば

ちょっとその枠が小さいんじゃないかなとい

う思いがあったもんですから、そこで、それ

以上のことがないとおっしゃればそうだけれ
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ども、今の社会情勢等見てみると、せっかく

こういう形でつくってあるのに、もう少し幅

広くできないかなと。予算の額からしても75

0万円という形であるならば、これはもう１

件分しかないのかなという思いがあったもん

ですからお尋ねしたわけです。

○牧野健康危機管理課長 抗インフルエンザ

ウイルス薬の備蓄についての御質問でござい

ます。

報告資料の21ページをごらんいただいて、

そこで説明したいと思います。

先ほどちょっと説明漏らしておりました

が、今回、抗ウイルス薬ということで、追加

備蓄につきましては、これまでタミフルとい

う薬だけでございましたが、都道府県におき

ましても、もう１つリレンザという薬をあわ

せて備蓄するようにというふうなことで全体

計画になってございます。

それで、21ページの表の一番下の熊本県の

欄を見ていただきますと、タミフルとリレン

ザと分けまして、既備蓄分はタミフルだけで

ございますが、追加備蓄分をタミフルについ

ては18万人、それからリレンザが約１割程度

というようなことで予定しているところでご

ざいます。

これにつきましては、今の通常のインフル

エンザで、タミフル耐性というのはタミフル

が効かないウイルスが出てきているというふ

うなことで、危機管理の観点から、もう１個

別の薬をあわせて備蓄するというふうなこと

でございますけれども、本来は、新型インフ

ルエンザは基本的にどのようなウイルスかと

いうのはわからないということでありますの

で、非常に難しいところはございますけれど

も、耐性ウイルスが出ていることと、それか

ら新型が耐性になるかどうかというふうなこ

とは、直接は関係はしないんじゃないかとい

うふうに言われております。

それで、どのくらい２つの薬の割合を備蓄

するかということにつきましては、専門家の

間でも議論があるというふうに聞いておりま

すが、その現時点での危機管理の割合という

ことで、タミフルの１割程度をこのリレンザ

を備蓄するというふうな計画になっていると

ころでございます。

ですから、これで十分かということになり

ますと非常に不確定要素はあるというのは否

定できないところだというふうに思っており

ます。

○中原隆博委員 この新型インフルエンザが

はやらないことが何よりですが、もうそれを

願う以外にないわけですね。そうであること

を願っております。

○向井総務経営課長 病院局の収益的収支の

経費の費用の中の経費の内訳でございます。

経費全体として２億5,200万円余出ており

ますが、内訳といたしまして、清掃等の委託

料及び光熱水費等ということで、主なものを

挙げさせていただいております。

委託料全体といたしましては30項目ほどご

ざいまして、例えば今の清掃等、これが金額

的には2,500万円余、それから給食等の業務

委託が3,800万円余、それから維持業務、こ

れも2,300万円余というようなことで、たく

さんの病院自体の特徴的な業務委託もござい

ます。総額で１億2,600万円余の委託料を計

上してあります。

それから、光熱水費につきましては、電気

。料等合わせて2,300万円等を上げております

ほかには、修繕費、あるいはオータリングシ

ステム等の賃借料等もございまして、トータ

ル的経費として２億5,200万円余ということ

でございます。

○中原隆博委員 まあ、清掃等と書いてある

からね、代表的なことを普通１番目に持って

きますので、今おっしゃったように、給食費
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等とか、そういう形の方がいいんじゃないで

すかということです。

ありがとうございました。

○城下広作委員 ４ページですけれども、３

番目の新規事業ですね、福祉・介護人材緊急

確保事業、とにかくこの人材がいないからこ

ういうふうにやるんですけれども、県下で大

体福祉、介護とかそういうのに、福祉も大変

な事業所があると思うんですが、大体どのく

らいぐらい今現在足らないというふうに考え

ておられるのか。結構大学とかそういうとこ

ろも熊本にも多いと思うんですけれども、結

果的には足らないということは、そういう関

係者の方はそういう分野に就職しないという

ことで人材不足になっているのかなというよ

うなことなんですけれども、この辺の状況を

ちょっと確認させていただきたいと思いま

す。

それと、９ページ、新規事業で、またこれ

も生活保護世帯進学「夢」応援事業とあるん

ですけれども、この枠のまた何人かという部

分、それと、これは多分これを借りるときに

は保証人というのがまたよくいろいろ条件と

かあったりとかするんですけれども、意外と

これがなかなか足かせになって実際に借りに

くい、借りれないとあきらめる人が多いとい

うことで、条件緩和をよく私も過去に言った

ことがありますけれども、この辺のことがど

うなのか。あわせて、それは大学じゃなくて

も一般の生活保護世帯の教育の貸し付けとか

そういうのにもよく弊害になると、保証人が

２人ぐらいとかいうのがよくあったりとかし

て。この辺の状況もちょっと教えていただけ

ればというふうに思います。

それともう１つ、38ページのへき地派遣医

師確保事業ということで、自治医科大学に今

ここに在学は14名県下の関係者いるというん

ですけれども、この14名の方、将来的には熊

本に来ていただくというような、そういう意

向というのはあるのでしょうか。また、そう

いうことを常々お願いをしているのでしょう

か。この辺のことをちょっと確認をさせてく

ださい。

○岩田高齢者支援総室長 高齢者支援総室で

ございます。

先ほどの４ページの事業は、福祉、介護を

対象としたものでございますが、特に介護保

険施設関係等で申し上げたいと思います。

、県内に約2,500ほどの事業所ございますが

特に施設あたりを中心としてお話をちょっと

聞きましたところ、例えば、人が集まらない

ために施設が開所できないとか、あるいは既

存の事業を継続できないとか、そういった深

刻な状況は今のところ生じていないようでご

ざいます。

ただ、なかなか、例えば退職された方の補

充で人を雇おうとすると、やっぱりいらっし

ゃらないというふうなことがありまして、そ

のあたりをどうするかというのがちょっと課

題でございまして、国の方では、昨年から、

福祉人材確保指針を一応制定しておりまし

て、国、県、市町村、事業者の役割という形

で定められております。

特に、県としましては、昨年介護の日とい

うふうな11月12日も設けられましたので、そ

ういったことに合わせて、いろいろ介護の実

態であるとか、その重要性のキャンペーン等

をやっておるところでございますが、今後状

況を見ながらさまざまな対策をとっていきた

いと思っておるところであります。

それから、私どもの予算で申し上げました

が、いわゆる人材確保がなかなか困難である

一つの原因として介護職員の給与水準、これ

がどうしても低いというふうなことがござい

まして、平成21年４月が介護報酬改定の時期

でございましたが、今回、この人材確保、処

遇改善を含めまして３％の介護報酬アップが

あっているところでございます。私どもとし
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ましては、各県内の事業者がこの趣旨を生か

しまして、きちっとこの介護報酬改定を職員

の待遇改善に結びつけるようにということで

指導をしておりまして、３月の初めに全事業

者を集めまして説明会をしたときにも、県か

ら要請をしておるところでございます。

今後、国の方では、この報酬改定のいわゆ

る職員給与改善への反映状況について検証も

することになっております。こういった検証

も見ながら私どもとしても必要な措置をとっ

てまいりたいと思っております。

以上でございます。

○城下広作委員 そのことでちょうど課長が

言われましたから、いわゆるその３％という

のが、人件費に行かなくて施設とか何とかに

使うんじゃないかという懸念があるもんだか

ら、そこはしっかりと押さえておかないと。

３％が人件費に行くと大分改善するんです

よ。それも大分条件は言っているんですけれ

ども、それは受ける側の問題だから、施設の

整備とか、いろんな設備の充実とか、こちら

にするというのはまさに課題があります。こ

こはしっかりとチェックしていかないといけ

ないと思いますね。

○坂田社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。

生活保護世帯進学「夢」応援事業でござい

ます。

この話でございますけれども、そもそもこ

の趣旨というのは、知事の方からといいます

か、経済的な理由で学業をあきらめることが

ないようにというふうな、どうにかしてやら

ないかぬというふうなことでこういった制度

を設けたわけでございます。

一応金額的には３万8,000円余でございま

すけれども、20名の枠を設けております。20

名の枠の根拠でございますけれども、今、昨

年度、大学、短大、それから専修学校等含め

て進学なされた方が23名おられます。ことし

３月卒業予定の方が54名ございます。

今のところ、この希望等について私ども調

査やっておりますけれども、54名のうち22名

が進学予定、うち、８名が借りたいというふ

うな意向でございます。

それと、非常に今厳しい雇用情勢、経済情

、 、 、勢 そういう中で やはり在学生についても

なかなかアルバイトあたりで生活あたり工面

していますけれども、そういった方も非常に

厳しいというふうなことで、そういった希望

もあってございます。あわせて、今のところ

14～15名ぐらいの希望があっていると。20名

ですので、何とか対応できるんではなかろう

かなというふうに思っております。

それから、保証人の件でございます。これ

についても、知事から、保証人、いろいろ縛

りがあって、それじゃあハードルが高いとだ

れも借り手がおらぬじゃなかろうかというふ

うなことで、基本的には、同居の母親、両親

を書いて１名以上ですね。最低１名、なるべ

く借りやすくということで考えております。

以上でございます。

○高橋医療政策総室長 資料38ページでござ

いますけれども、結論から申し上げますと、

意思ありということでございます。と申しま

すのが、本来この自治医科大学というのが、

そのものの設立趣旨が僻地医療に貢献をする

ということになってございまして、これは47

都道府県で設置をしている大学でございま

す。

入学をいたしますと修学資金が貸し付けら

れまして、大学の修学に関する経費は個人的

な負担はございません。６年間の1.5倍、い

わゆる９年間を僻地で勤務いたしますと、そ

の返還が免除されるという制度でございま

す。

ですので、そういう入学する際からそうい

うシステムであるということを知った上で入
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学をしております。そういうことで、結論と

申しまして大丈夫だということでございま

す。

○城下広作委員 その意思ありというのは、

熊本に帰る意思あり、それとも僻地、全国の

どこでも行くという――熊本。

○高橋医療政策総室長 これは、毎年大体２

名あるいは３名ぐらい入学をいたしますけれ

ども、これは地元に帰って、熊本出身は熊本

に帰って僻地診療に従事をするということに

なります。せっかくですので、ちなみに、現

在卒業生が15名、９年間の義務年限を果たし

ているのが15名おりまして、後期研修、前期

研修を除きまして、11名を僻地診療所等に派

遣をしているところでございます。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○大西一史委員 ちょっと城下委員の先ほど

の質問に関連します。

４ページの福祉・介護人材緊急確保事業に

ついての、ここの説明欄のところに潜在的有

資格者ということがありますけれども、これ

は大体どのくらいおるとかというのは把握は

できているんですかね。

○岡村健康福祉政策課長 介護福祉士の方の

例をとりますと、私どもがつかんでおります

のは、１万2,500人の方が介護福祉士として

の資格を持っていらっしゃる。そのうち、就

業中の方が約４割強ぐらい、5,000人強ぐら

いかなと。残りの方が、今先生おっしゃいま

したように潜在的有資格者ということになり

ますので、そちらの方の約６割の方の方々に

ついて、なるべくまた再就職していただく、

あるいは新規の方もいらっしゃるかもしれま

せんけれども、そういったところにいろいろ

機会を設けていきたいということでございま

す。

○大西一史委員 この点については、今数字

、 、は大体わかりましたが その有資格者ですね

実際は40％しか勤めていないということです

が、先ほどの岩田総室長の方からも話があっ

た３％の報酬改定、アップによって、若干や

っぱりまた戻ってみようかなという気になる

可能性は高いと思うんです。今ちょうどそう

いう制度改定した時期ですから、逆に広報を

しっかりして周知をしていただきたいと思う

。 、んですね なかなか届かないと思うんですよ

一たんもう介護――資格は取ったけれども、

もういいやとなった人たちになかなか届かぬ

というふうに思いますので、この点について

はしっかりした広報をして、この確保事業が

しっかり実を結ぶようにやっていただきたい

と。

いろいろ検証も国の方でも行うというふう

なことでしょうけれども、県独自でも効果が

あったのかどうかをちょっとしっかり検証し

ていただきたいということを要望しておきま

す。

、 、 、 。それと 続けて 委員長 よろしいですか

○重村栄委員長 どうぞ。

○大西一史委員 ちょっと２ページに行きま

すけれども、２ページの４の社会福祉協議会

助成費の中の(2)の福祉サービス運営監視・

苦情解決事業で714万2,000円ついていますけ

れども、これ、具体的に何のサービスにどう

いう苦情があるのか、あるいは年間何件ほど

そういうものがあるのかというの、ちょっと

よくわからないので、そこだけちょっと教え

ていただきたいということ。

○岡村健康福祉政策課長 県の社会福祉協議

会の方にうちの方から出しておりますけれど

も、平成19年度で苦情が55件、それから相談



- 38 -

等が101件あっておるという報告受けており

ます。また、さかのぼっていきますと、18年

度が200件、17年度が243件と。それからその

前の16年度が254件ということで、結構な数

の御相談なり苦情があっているというふうに

報告を受けておるところでございます。

福祉サービスを利用される利用者の方から

いろいろ苦情を承ってその適正化委員会とい

うのをつくっておりまして、そこでいろいろ

審議をしていただいて、いろいろしかるべき

措置をとっていただくと。私どもの方にもい

ろいろ御報告いただくというシステムでござ

います。改善につなげていくという一つの方

法でございます。

、 、○大西一史委員 内容については 余りこれ

言えない話なんですか。

○岡村健康福祉政策課長 苦情が多うござい

ますので、逐一はちょっと今手元に持ってき

ておりませんけれども、必要であれば、後で

また御報告させていただきたいと思います。

○大西一史委員 それじゃあ報告いただきた

いと思いますが、こういったいろいろ監視し

たり、苦情を解消するということ、これ、結

構施設に対しても緊張感を持たせるものだと

いうふうに思いますので、この点については

もう少し何か具体的な中身、例えば、事例と

して、要は、そういうことをほかが引き起こ

さないようにするため、そういう苦情を生ま

ないようにするために、施設名がどことかこ

ことかまで特定をする必要まではちょっと慎

重な対応が必要かなというふうに思います

が、そういったものをやっぱりある程度オー

プンにしていくということは必要なのかなと

いうふうに思いますので、その点はよろしく

お願いしたいというふうに思います。

じゃあ、資料は後ほどください。

それと、続けて、済みません。もう余り時

間もあれでしょうから。

それと、先ほどちょっと医師確保の問題、

37ページ、医師確保総合対策事業、ちょっと

城下委員の方からも御意見が出てましたけれ

ども、医師確保総合対策ということで、これ

はもうかなりいろいろ課題が多いわけです

が、新規でだだだだっと幾つかありますけれ

ども、目標というのは結局どのくらいという

のは設定はきちっとされているんですかね、

確保するその数の目標。

○高橋医療政策総室長 どのくらい確保する

かというのは、なかなか具体的な数字は難し

いところでございますけれども、ひとつ私ど

もの方でドクターバンクを運営いたしており

ます。その中で調査したところでは、いわゆ

るこのドクターバンクは、公立病院18病院、

それから４診療所が一応加わっていただいて

いるものですけれども、大体65名の医師が不

足をしているというふうに情報をいただいて

いるところでございます。それを目標に進め

てまいりたいというふうに思っておりますけ

れども、必ずしもそれをすべてカバーできる

かどうかわかりませんけれども、できるだけ

マッチングが図られるように努力していきた

いというふうに思っております。

この中では、先ほど、例えば例で申します

と、修学資金の話がございますけれども、熊

本大学にこの５名分修学資金貸与いたします

が、これも21年度の入学者からでございます

ので、その方々が卒業して出てくるまで６年

間、それと前期研修２年間ございますので８

年。10年後ぐらいにしか出てまいりません。

それから９年間で45名というのを今予定して

おりますけれども、その方が出てこられるの

もさらにそれから10年ぐらいかかりますの

で、なかなか難しい話ではございますけれど

、 、も 中長期的にはそういうのをねらいながら

当面はドクターバンク等で手当てをしていき

たいなというふうに思っているところでござ
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います。

○大西一史委員 この件は、今答弁ありまし

たけれども、要は、熊大の、大学への修学の

援助あたりをしても、これはもう前の委員会

でも申し上げたとおり、もう医師を一人前に

するのに大体10年ぐらいかかると。昨年度の

委員会でもその指摘をさせていただいたん

で、これはもう中長期対策であると。ただや

っぱり今困っているのは短期なんですよね。

短期でもとにかく65名が不足しているという

数字が出ているんであれば、それをしっかり

ターゲットにしていただきたい。やっぱりこ

の数、それから診療科目、診療科がどういう

診療科のどのくらいのドクターが必要なのか

ということを的確に把握して、その目標を設

定していないと、やはりなかなか効果を生ま

ないということになるというふうに思います

ので、その点は、65名という今数字出ました

が、もう一回ちょっと洗ってもらって、新年

度やられる中でしっかり検討していただきた

いというふうに思います。

あともう１つ……。

○高橋医療政策総室長 一応65名について

は、各診療科、どういう診療科が足りないの

かというのも一応把握しておりますけれど

も、常に精査をしながら進めてまいりたいと

思います。

それからもう１点、熊大の方、医学部附属

病院に設置をいたします寄附講座がございま

すけれども、これをある程度、長期的とは申

しません、短期的な効果を生むものとして私

どもちょっと期待をしているところでござい

ます。

その一つの大きな目的として、地域の医療

機関と熊大との調整により有効効率的な医師

の派遣の実施というのを一つの寄附講座のね

らいにしておりますので、できるだけ早くそ

の機能を発揮してもらえるように熊大と連携

をきちっととっていきたいというふうに思っ

ております。

○大西一史委員 よろしくお願いします。

じゃあちょっと済みません、長うなります

が、もう一回よかですかね。

○重村栄委員長 どうぞ。

○大西一史委員 立て続けに在庫総ざらい

で。

薬務衛生課長――来るなという感じの顔を

今されておりますけれども。

実は、臓器移植コーディネーター設置経費

補助及び院内コーディネーター養成委託費等

々が888万4,000円あります。臓器移植の問題

については、つい先日ですけれども、要はド

イツで心臓移植を受ける宮原啓助君という熊

本県在住の子供が、いろいろ募金を受けてド

イツに行って手術を受けるというようなこと

、 、で これは森枝部長初め木下課長もしっかり

部の皆さんもしっかり募金に協力していただ

いたそうでありまして、非常にこの場をおか

りしてお礼を申し上げたいと思います。私も

特に何か深い関係があるわけじゃないですけ

れども。

そういう中で、この臓器移植の問題という

、 、のは 法改正の動きが今出ていますけれども

しかしなかなか現実として進んでいないと。

理解が進まないということです。その中で、

前もお尋ねしたんですけれども、この県がや

っているコーディネーターの設置もあるんで

しょうけれども、この臓器提供意思表示カー

ドね、これ、前回委員会でどのくらいの方こ

れを持っておられますかと手を挙げてもらっ

たんですけれども、今さらに挙げていただき

たいんですが、どのくらいの方今所持してい

らっしゃいますか。

○重村栄委員長 ドナーカード。
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○大西一史委員 そうです。臓器提供のその

意思表示カードですね。まだ持っていない方

がこの健康福祉部で半分以上おられるという

ふうなことで、前回はもうちょっと少なかっ

たような気がしましたので、少しふえたかな

という感じしますが。例えば、これもたしか

城下委員も――同じ会派の氷室委員がいろい

ろ一般質問でもされて、こういうのを普及さ

せるために一生懸命やられておるということ

なんですが、やはりなかなか普及しない。や

はりこの辺の対策についてはもう少し、例え

ば教育現場との連携とか、そういったことも

必要ではないかなというふうに思います。

移植コーディネーターの事業そのものに関

しては、他県に比べれば相当まだ熊本県はま

ともだそうでございまして、いいような話で

ありますが、その点について今後の意気込み

も含めて木下課長にお尋ねします。

○木下薬務衛生課長 私どもも、臓器移植に

関して一番打つ手は臓器提供意思表示カード

だろうというふうに思っております。背景と

しましても、イスタンブール宣言、あるいは

ＷＨＯとか、こういった関係からしますと、

海外移植というのはますます困窮をきわめて

くるということからしますと、日本国内での

臓器移植というものを確定させなければいけ

ないということからしますと、法律改正の流

れのある中で、どうしてもまだとどまってい

るという状況からしますと、意思表示カード

を普及させなければいけないということで、

私どもとしましては、今委員おっしゃいまし

たように、各関係機関・団体の方にも呼びか

けをやっておりますし、熊本県版の意思表示

カードの作成をして、これらも配布をいたし

ておりますし、いろんな団体の中では、薬務

衛生課――具体的な取り組みとしましては、

いわゆるその場で書いていただいて、その場

で携帯していただくことが第一じゃないのか

なと。配っただけでは効果がないということ

で、もう既に始めておりますけれども、その

場で署名・携帯運動ということで、いろんな

活動に出向いていって、その中で直接書いて

いただいて、今所持をやってくださいという

ような普及をもう始めています。

そういうことで、そのあたりを21年度から

は具体的に携帯を、所持率を上げていくと。

現在6.5％を、今は上がってきたと思うんで

すけれども、国の８％を超える状況まで早く

追いついていかなければいけないということ

で、具体的にはそういった具体的活動を早く

やろうということで現在取り組みを始めたと

ころでございます。

○大西一史委員 じゃあ、しっかりよろしく

お願いいたします。

○平野みどり委員 先ほどの里親の件でちょ

っと補足でお聞きしたいんですけれども、今

年度から法の改正もあって、さらに進めてい

かれるということですが、コーディネーター

の方を昨年度から設置してましたよね、里親

希望家庭と実際の子供。そこら辺での実績み

たいなのは、ここ１年間でどう上がっている

のかというようなことをまずお聞きしたい。

それと、31ページの障害者支援総室ですか

ね、こども総合療育センターの件ですけれど

、 、 、も それと発達障害者支援センター これは

発達障害者支援センターというのは、さっき

の熊本市に１カ所ということでよかったのか

なと。それと、今後そういった機関を県下で

どういうふうに広げていかれるのかというよ

。 、 、うなこと それと こども総合療育センター

ここも発達障害の部分にかなり重点を置いて

やっていらっしゃると。昔は身体の部分での

面でしたけれども、発達障害に力を入れてい

くことはいいんですが、身体の部分がやはり

子供――総合的な医療、福祉という部分から

私たちが他県にお世話にならなくてもと思う
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んですけれども、先ほどのＮＩＣＵの件も同

じように、熊本県ではなかなか難しいという

ことで福岡に行かれたりというふうなことで

すが、そこら辺、バランスはどんなふうにこ

ども療育センター、今後されていくおつもり

なのか。それと、発達障害の中でもいろんな

手法とかあると思うんですけれども、一部に

総合療育センターは、この前小早川先生が言

われたＴＥＡＣＣＨに何かちょっと偏ってい

るんではないかという御批判とかもあったり

するんですね。さまざまいろんな手法という

のが試みられていいと思うんですが、そこら

辺についてどうお考えなのか。

それと３点目が、精神保健センターが移転

しますけれども、ここで保育に関しての保育

士の充実ということもあって、今後、精神保

健センター、長嶺の県立大の横にあります保

育大の跡地ですけれども、そこをどういうふ

うに精神保健センターと保育士の研修とかの

バランスですね、そこら辺どういうふうにと

っていかれようとされているのか。

あと、こども劇場さんなんかもそうなんで

、 、すが あそこの体育館がすごく使いやすくて

民間に今後活用させていただきたいというよ

うなことも出ているんですが、今後のそこら

、 。辺の活用方法 すみ分け等について伺います

○吉田少子化対策課長 ただいまお聞きにな

りました里親の関係で、平成20年度から、里

親委託推進員ということで、専属の嘱託職員

を１名配置しております。具体的には、里親

さんへの委託の促進ですとか、里親家庭への

訪問、支援、それから里親による相互交流と

いうことでいろんな事業をやっていただいて

おりますが、数字としては、毎年里親さんに

委託される児童数というのは40ぐらいで推移

しておりますし、また、登録される里親の方

も、先ほど申しましたように、２月現在で養

育里親が81人ということで、数としてはまだ

目に見えた形では出ておりませんけれども、

本年度内に施設と里親による里親委託推進の

ための連携会議等も開催することとしており

まして、そうしたことも含めて今後里親の委

託の推進というのが図られてくるんではない

かというふうに考えております。

○前田障害者支援総室長 障害者支援総室で

ございます。

発達障害児については、文科省での調査に

よりますと、その割合が6.3％ということに

なっていまして、ただ、本県が18年度に調査

したアンケート調査によりますと、その割合

が2.7％ということで、どこまでを発達障害

者に見るかというのは、その見方によって随

分違う数字にはなるわけですが、県で実施し

た2.7％でも、計算いたしますと、15歳以下

の人口でも発達障害者のおそれがある児童が

7,000名ということで、やはりかなり高い数

字になっている状況でございます。

県の方では、こども総合療育センターを中

心に、それから発達障害者支援センター、そ

れから県内に10カ所の地域療育センターを設

けておりまして、その３カ所で今その対応を

しているところでございます。

最初の発達障害者支援センターについて

は、県で１カ所ということで、大津町にござ

いますけれども、今、啓発、それから個人的

な療育指導等に取り組んでいただいていると

、 、ころでございますが その中で一番多いのは

学校の先生だとか、それから幼稚園とか保育

園の先生方を対象に、そこに通っていらっし

ゃる子供さんのケア会議みたいなものを実施

されて、かなりの効果を上げていただいてい

るところでございます。

それから、２番目のこども総合療育センタ

、 、ーでございますが 確かにスタートとしては

肢体不自由児施設ということでスタートした

ところでございますが、発達障害児等も含め

た障害児の総合療育をするということで知的

障害児の通園施設等設けまして、そこで発達
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障害者の対応もやっているところでございま

すが、通園のほとんどがやはり発達障害者の

今児童になっているということで、そのニー

ズがかなり高くなっているところでございま

す。

肢体不自由児につきましても、件数として

は横ばいの状況にございまして、やはり今で

も鹿児島県とか、それから宮崎県あたりから

熊本県の施設を利用される方もいらっしゃい

ますし、逆に熊本県の方が福岡の施設を利用

されていらっしゃるというようなこともござ

いまして、今後、肢体不自由児の対応とそれ

から発達障害者を含めた障害児の対応のバラ

ンスでございますが、それらの状況を見なが

ら考えていかざるを得ないと思っております

が、今のところは、そういう体の不自由な子

供、それから発達障害児も含めたすべての障

害児に対応できるような施設としての機能強

化をやっていく必要があるかなということを

考えております。

それから、３番目でございますが、発達障

害児の療育について確かにいろんな情報がご

ざいまして、その中で、ＴＥＡＣＣＨプログ

ラムをこども総合療育センターではそれを柱

にして療育をやっていただいているところが

ございます。センターの方に今お尋ねしてみ

ますと、いろんな療育の方法があるのだけれ

ども、ＴＥＡＣＣＨプログラムによる療育の

効果が非常に高いというような認識もござい

まして、それを中心に――しかしながら、確

かにそれ以外の療育が適切な子供さんもいら

っしゃいますので、そのあたりはＴＥＡＣＣ

Ｈを中心にしながらも、少し幅広い療育につ

いて取り組んでいっていただいている状況だ

というふうに聞いております。

それから、精神保健センターでございます

が、21年度に耐震構造等の検査等をやりまし

て、22年の後期に旧保育大学校の方で精神保

健センターの業務をスタートするということ

になりまして、保育関係の研修とそれから精

神保健関係の業務でございますが、基本的に

はエリア分けをしてございます。ただ、業務

につきましては、保育園とか幼稚園にも障害

を抱えた子供さんが随分今入園されていらっ

しゃっておりますので、精神保健センターに

も発達障害者の御父兄あたりがいろいろ御相

談に来られて、そこらの技術支援等もやって

いただいておりますので、このあたりはお互

いに共通的な課題もございますので、連携し

てやっていけるんだろうなというふうに思っ

ておりまして、先ほどお話がありました講堂

というか、体育館といいますか、の利用につ

きましては、そういう研修会等で十分お互い

に共有しながら使っていければなというふう

に思っているところでございます。

○平野みどり委員 もう御回答はいいんです

けれども、一応気になる点をまず言っておき

ますけれども、精神保健センターですね、や

っぱり熊本市内にあったときは人目に触れず

に通えてというような部分の利点もありまし

たが、今回、ちょっと熊本市から離れている

ところ、市内中心から離れているところとい

うことで、利用者の方々の利便性の部分と、

さらには周辺の教育機関もありますので、き

ちんとやっぱり間違った情報じゃなくて正し

い理解をしてもらうために、特に県大あたり

の生徒たちには、そういった啓発をやってい

かなければいけないかなというふうに思って

います。

それと、講堂に関しても、民間でも活用で

きるような形の、貸し出せるような形でお願

いしたいなと思います。

それと、こども総合療育センターの件に関

しましては、おっしゃっているとおりではあ

るとは思うんですが、やはり学校現場の先生

方の発達障害の子供への指導の仕方という

か、考え方と、療育の部分の方たちとちょっ

と違う部分もあるんですね。例えば、ＴＥＡ

ＣＣＨに関しては、高度化された部分をつく
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って、そこの中では落ちついていられるけれ

ど、それを修学を終えた社会人になってから

も社会の隅々につくるわけにもいかないの

で、ＴＥＡＣＣＨプログラムはもともとすば

らしい制度でアメリカでは進んできていると

聞いていますので、そのいいところを――そ

れだけに特化しないで、いろんな手法がある

ということはほかの先生方もおっしゃってい

ますし、医療関係の方そして学校の先生方も

おっしゃっているので、こども総合療育セン

ターの環境を養護学校の中につくれというよ

うなことをおっしゃる保護者の方が多いの

で、ちょっとそこが気になっているところで

す。

よろしくお願いします。

以上です。

○城下広作委員 あと２点だけ。

57ページの温泉調査の件でございます。こ

れ、調査をやる経費の分が上がっているんで

すけれども、近年は温泉がとにかくみんな大

好きなわけであって、かけ流しの温泉という

のをよく求められるものですから、温泉の施

設を結構たくさんつくっていく流れがあるわ

けですね。かけ流しとなると、どんどん掘っ

てからそのまま流していく、当然それが一番

いいわけですから。そうなると、枯渇をする

ところが出てきたりとかといろいろと問題が

起こっている地域もあります。

温泉の泉源は何百メートル、300メートル

だったですかね、300メートル離れていない

と申請ができないという規制はあるんですけ

れども、近くの集落で、300メートル離れた

からぼんぼん掘っていくとなると、その辺の

地域が、逆に言えば、昔からあった老舗が枯

渇してなくなるということで、この辺の心配

もあるんですけれども、これに関して調査と

いうのは、ちょっとそのことの調査じゃない

んでしょうけれども、そういう心配の件はな

いのかという取り組みの件をちょっと教えて

いただきたいのと、もう１つ、温泉の成分の

中に硼素という要素が強いところの、これは

昔から目に効くとかという硼酸関係の部分だ

から、そういう温泉があります。

ところが、それがそのまま――自然界にあ

るんですけれども、そのまま自然に流すと、

河川に流すと、いわゆる厳しいと、規制を今

求められています。だから、温泉施設は一回

浄化槽を設けて、そこで硼素の分解をして流

していくようにということを国が決めて、一

たん今規制を延ばしている現状でございま

す。ただ、これはまだ期限が切れますので、

温泉組合は、そのことによって多額の経費が

かかるから厳しいということで、延長延長と

いうことをずっと申し出ているんですけれど

も、この辺の情報が今どのくらい入っている

のか。

私も、ちょうど温泉指導員という資格を持

って、温泉が非常に好きなもんですから、右

足から入るか左足から入るか非常に重要なこ

とだと思っているんで――全然関係ありませ

んけれども。そういうことで、結局温泉がそ

ういう意味では熊本でも大変大事な観光資源

だもんですから、その辺のことをよく理解を

していかなきゃいけないというふうに思いま

す。

もう１点、ドクターヘリが結構話題になっ

ているんですけれども、来年度予算で、プロ

、 、ペラ代 タイヤ代と一切入ってないけれども

一切来年ドクターヘリの考えはないのかとい

うようなことだけはちょっと確認しておこう

かなというふうに思います。

以上、２点です。

○木下薬務衛生課長 まず、１点目の温泉保

護の面からの御質問ですけれども、温泉源の

、 、掘削の段階で 委員おっしゃいましたように

ベースとしては300メートル以内の同意とい

うことでございますが、300メートルを超え

ていたにしても、いわゆる掘削の深度、ある
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いは動力設置時の動力の度合い、このあたり

については、環境審議会の温泉部会の方に諮

りまして、むだな用途、むだな掘削のないよ

うな答申も受けておりまして、そういった中

で十分論議をして、そういった手続に移行し

ていただいているところでございます。

先ほど、じゃあどのような今度の調査やる

のかということでございますけれども、ベー

スとしましては、源泉40カ所の調査を保健所

を通じましてやっておりますし、温泉水位の

データを委託して、継続して水位の測定をや

っております。そういった意味で、あと、温

泉保護懇話会という中でそういった部分につ

いても論議いただきまして、温泉水位が、動

向を見ながら、特に水位の低下を見るような

場所については、掘削等の場合に慎重な議論

をやって掘削に臨むといった体制をとってい

くことということで、そういった調査のベー

スとするということにいたしております。

それと、温泉資源実態調査というものを、

いわゆる枯渇するおそれのある温泉地、この

あたりについては、少し地元あたりの意見を

、 、聞きながら 温泉協会なんかございますので

そのあたりを意見を温めながら調査をすると

いうふうにいたしております。

以上でございます。

○城下広作委員 硼素の件。

○木下薬務衛生課長 硼素の件につきまして

、 、は 委員のおっしゃるとおりでございますが

このあたりの規制につきましては、いわゆる

環境生活部の水環境課等もかかわってくるわ

けでございまして、ただ、御存じのとおり、

かけ流しとかいうことで相当の湯量になりま

すので、このあたりの見通しといいますか、

どのような対策を講じていくかというのが、

国の段階でも全く基本ベースとしては完全な

解決を見ていないと私ども聞いております

し、このあたりについてはもう少し意見を深

めて、どの程度の湯量にどの程度というそう

いった湯量の問題も加味していかないと非常

にこのあたりの対策は難しいかなと、一応そ

ういうふうに考えております。

○高橋医療政策総室長 ドクターヘリについ

ては、いわゆる救急時間の短縮ということで

かなり大きな効果があるというふうに言われ

ております。現在、熊本の場合は、いわゆる

防災消防ヘリ「ひばり」がその役割を果たし

ておりまして、かなり全国的にもトップレベ

ルの活用をされているというふうな状況でご

ざいます。

そういう状況を踏まえまして、ドクターヘ

リを導入するについては幾つか課題がござい

ます。

まず１つは、当然ハードの面、いわゆるこ

れは予算も含めての問題でございますけれど

も、それが１つございます。それともう一つ

は受け入れ体制の問題、いわゆる救急医療体

制の問題でございまして、医療スタッフ、医

師とかあるいは看護師、そちらの方の体制の

問題がございます。

現在、救急医療体制については、いわゆる

日赤、国立病院等もかなり救急搬送が多くな

ってて、かなり厳しい状況にあるというのが

ございます。そこのスタッフをどうするのか

というのがもう一つの問題、これは車の両輪

で、両方がそろわないとなかなか導入という

のは難しいかなと今考えているところでござ

います。

そこで、現在、救急医療専門委員会という

のを下にちょっと設けておりまして、現在課

題の検討をしているところでございます。こ

れは、例えば救急医療体制の方の受け入れ側

の問題、それと受ける側の問題、これ、両方

議論しながら進めているところでございます

けれども、ドクターヘリも、その救急医療体

制のあり方全体の一つの中の課題として今検

討しているところでございます。
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それで、昨年の暮れから、12月から、その

委員会を立ち上げて検討しておりますけれど

も、できましたら、来年度の９月ぐらいまで

には一応の課題の整理をしたいというふうに

も考えておるところでございます。

○大西一史委員 ごめんなさい、ちょっと長

。 。くなって済みません あと１問ですけれども

１つは、薬務衛生課にもう１回ちょっとお

尋ねなんですが、献血制度の普及費が750万

円上がっていますけれども、実際献血、この

前いろいろいろんなところでちょっと話を聞

いておったら、この献血が、以前は熊本県は

全国で１番の献血率というか、非常に高い協

力をしていたというような話だったんです

が、現在かなり下がっているというようなふ

うな話を聞きます。この辺について、ちょっ

と頑張ってもらわないかぬなというふうに思

うんですが、どんな状況か今わかりますです

かね。

○木下薬務衛生課長 委員おっしゃいました

ように、以前は、血液につきましては、献血

率ということで、いわゆる献血可能人口分の

献血者という率で出しておりましたけれど

も、御存じのとおり、現状におきましては、

安全な輸血といった部分から申し上げます

と、200ミリリッター献血というのが、要す

るに国の動向としましてもなるべく少なくし

ていくということで、現状におきましては、

400ミリリッター献血といわゆる成分献血、

これらを進めている現状にございます。

そういった中において、国においては、い

わゆる血液製剤をつくるための原料血漿の各

都道府県の目標量を設定してまいります。そ

れプラス各都道府県で必要な血液製剤の量を

それぞれの県の献血推進協議会の中で計画策

定をして、そういった策定に基づいてその年

度の血液を確保していくという状況がござい

ます。

本県の事情からしますと、ここ何年来と熊

本県内に必要な血液の量は確保はできており

ます。そういうことで、医療に必要な血液の

支障を来した事実はございません。ただ、委

員おっしゃいますように、若年層の献血、こ

れが目減りしてきていることも事実でござい

ます。その将来的に担っていくべき若年層の

献血が減っているということは、将来に危惧

をする部分がございますので、本年度21年度

につきましては、そういった若年層の献血の

掘り起こし、このあたりを、初回者献血をふ

やしていくといったような事業を確保しつ

つ、原料血漿に必要な成分献血由来の血液、

このあたりの確保量の適正さといいますか、

そういった部分、それと各医療機関で使用さ

れております血液製剤、このあたりの適正化

についても問題が起きておりますので、各医

療機関にも適正量の血液製剤の使用を呼びか

けていくというような活動も強化していく

と、そういう状況でございます。

○大西一史委員 今いろいろ取り組んでいた

だきたいと思いますが、以前は、たしか免許

センターとかに免許更新に行くと、どおっと

大分キャンペーンを張っておられたりいろい

ろされておりましたので、その辺もやはり若

年者向けにいろいろやっていただくというこ

とも、窓口はやっぱり広げていただくという

ことは大事だろうというふうに思います。

それと、疾病別の輸血状況で言うと、圧倒

的に悪性の、つまりがんですね、がんの患者

さんの治療に多く使われているということな

んですよね。それを考えると、皆さんにひと

しくこれは身近なというか、問題でもあろう

というふうに思いますので、その点の理解も

していただくようにこの啓発をしていただき

たいと思います。

それともう１点だけ、済みません。これは

確認なんですが、先ほどちょっとどなたか委

員の方から御指摘があった抗インフルエンザ
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ウイルス薬の備蓄状況の中の既備蓄分の、こ

れ、有効期限がたしかあったというふうに思

います。前もお尋ねしたと思いますが、どの

くらい、５年だったですかね。その期限は、

あと何年分というのがどういう状況になっと

るのか、ちょっと教えてほしいんですけれど

も。

○牧野健康危機管理課長 既備蓄分はタミフ

ルでございますけれども、これは今７年にな

っております。ですから、25年までが一番早

い分になります。

○大西一史委員 現在、とにかくこれは備蓄

ですから全く外には出していないということ

ですよね。出しているんですかね、少しは使

っているんですかね、古いものは。古いとい

うか……。

○牧野健康危機管理課長 全国共通だと思い

ますが、要するに行政備蓄ということでして

いるものは外には出さないことで、新型イン

フルのときに使うということになっておりま

すので、出していないはずでございます。

○大西一史委員 そこが少し――使われない

にこしたことはないとは思いますが、やっぱ

り備蓄ですからしようがないとはいえ、余り

むだにならないよう、何か工夫ができるのか

なと思ったもんですからちょっとお尋ねだっ

たんですが、わかりました。その辺は結構で

す。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○山口ゆたか委員 13ページの少子化対策に

ついてお聞かせください。

少子化対策で県が主体的に頑張るのが児童

健全育成事業だと思いますけれども、放課後

児童クラブの各市町村設置が済んだのか、そ

のあたりの状況をちょっと詳しく教えてもら

えればと思っております。

続きまして、今回、高齢者支援総室の方で

も、新規事業として、認知症の診療・相談体

制の強化ということで、地域包括支援センタ

ーの役割が、また役目がふえていくんじゃな

いかということでありますけれども、現状と

して、さまざまな市町村見ておりますと、地

域包括センターが抱える事務が余りにも多過

ぎて、本当にこのセンターは、近年新たにつ

くられたやつなんですけれども、今もうかな

りの事務を抱えて大変な状況になっているの

ではないかという危惧がされております。こ

のあたりの状況を今部局としてはどう考えて

おられるのか、お聞きします。

あと１点お聞きします。

第５次保健医療計画、推進されております

けれども、３月になりまして――２月だった

ですかね、天草地域の保健医療推進協議会に

参加しましたけれども、協議会で第５次の保

健医療計画がどのように進捗しているのか精

査する本当にいい機会であると思いますし、

住民の代表の方、施設の代表の方、さまざま

医療関係の方出ていらっしゃると思います

が、なかなか――確かに評価等々各保健所等

でつくられた現在の状況等々の説明があるん

ですが、箇条書きが多く、そしてまた専門用

語が多くて、地域の代表とか老人会の代表の

方が、これをすぐに読めるかというと絶対読

めない状況なんですよね。でも実は、そうい

った医療が抱える問題というのを一番実感し

ておられるのは、そういった地域の代表であ

るとか施設の代表であると思います。

県内どのような精査をされているか私はわ

かりません。天草地域のことしかわかりませ

んけれども、もうちょっとそういった協議会

の充実を図るような資料の作成であるとか、

そのあたりを統一して計画の状況をしっかり

と推進していく体制をつくったらどうかとい

うふうに思いますが、このあたりはどのよう
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にお考えでしょうか。

○重村栄委員長 委員の皆さんに申し上げま

すが、もう１時を過ぎておりますが、この健

康福祉部、病院事業の関係を済ませたいと思

いますので、いましばらく御協力をお願いし

。 。たいと思います よろしくお願いいたします

今の質問。

○吉田少子化対策課長 ただいま、放課後健

全育成事業、放課後児童クラブの現状につき

ましてお尋ねがございました。

放課後児童クラブにつきましては、昼間仕

事をして両親が子供を見れない世帯にとっ

て、保育所を卒園して小学校に入ってからの

子供の居場所づくりのサービスとして、非常

にニーズが高うございます。年々箇所数ふえ

ておりまして、本年度は218カ所で、県内、

これは中核市であります熊本市を除きます

が、事業が実施されておりまして、基本的に

は、県としては、それぞれ市町村が事業主体

になりますが、御要望があった部分につきま

しては、施設整備費で予算化をしております

、 、 、し 運営につきましても 要望があって拡充

拡大していく箇所につきましては、予算措置

をとっているところでございます。

また、放課後児童クラブにつきましては、

昨年末にクラブの運営のためのガイドライン

というのもつくりまして、クラブの運営の質

が保たれるような形でそういう施設長の方に

お願いをしているところでございます。今後

とも御要望に応じて対応してまいりたいとい

うふうに考えております。

○岩田高齢者支援総室長 地域包括支援セン

ターについてのお尋ねでございました。

まず、先ほどの認知症の診療相談体制強化

事業における地域包括支援センターの位置づ

けでございますが、これは、いわゆる最初に

申し上げました認知症疾患医療センターを設

置した場合、そこの関係する地域包括支援セ

ンターがそこと連携をとるためのいわば認知

症対応力強化型の地域包括支援センターとし

て指定をいたします。したがって、もちろん

本来の仕事として認知症対応は地域包括支援

、 、センターの業務にございますが 今回は特に

そういった指定をすることから、連携担当者

を置き、そのための費用、これは当然補助を

いたしまして対応していただくという形にし

ているところでございます。

ただ、それはそれとしまして、一般的な話

としての地域包括支援センターの状況でござ

いますけれども、地域包括支援センターは―

―長くなりまして恐縮ですが、介護予防支援

事業、いわゆる介護予防プランをつくる部分

とそれから高齢者への総合相談支援、虐待対

応等の二面性といいますか、２つの業務をや

っております。それで、平成18年度から介護

予防が入りまして、非常にそのプラン作成に

追われるということから多忙感がございまし

た。

推移を見ますと、各市町村とも、そういっ

た中でやはり介護予防担当職員をふやすこと

が必要であるということから、例えば人数も

ふやしてきておりまして、従来、平成18年度

、 、の場合は １人で21件担当しておったものが

いわゆる習熟も図られることになってきまし

て、１人で31件、担当職員の実数は、平成18

年４月が255人から、平成20年４月で380人と

担当職員もふえてきておるところでございま

して、例えば、この介護予防のプランをつく

るために作成するための時間も若干減ってき

ております。そういう中で、徐々にそういっ

た総合相談支援の役割といいますか、それが

進んでいるというふうに一応見ているところ

でございます。

それから、予防プランの作成費用が非常に

低いというふうなこともございまして、従来

から国に要望しておりました。１件当たり4,

000円というふうなことでございまして、こ
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れがちょっとなかなかそれでは厳しいという

ことから要望しておりましたところ、今回の

介護報酬改定で4,120円ということで、私ど

もが要望しておりましたそこまでいきません

でしたが、これは引き続き、やっぱり実態か

らして適正な評価といいますか、こういった

ことを国にも求めていきたいというふうに思

っております。

以上でございます。

○高橋医療政策総室長 保健医療計画につい

てのお尋ねでございますけれども、保健医療

計画は、県全体の計画と、それからそれぞれ

の11医療圏でつくっております地域保健医療

計画というのがございます。それぞれの圏域

では、その地域医療計画について策定から進

行管理を行っていただいているところなんで

すけれども、今回の医療計画では、いわゆる

医療連携体制の構築というのが大きなテーマ

になってございます。

委員おっしゃるように、医療連携体制の構

築といいますのは、地域でしっかり議論をし

ながら、その地域にふさわしい医療連携体制

を構築していくというのが一番大事でござい

ますので、まさしく地域においてそのような

機能を持つことが基本になっていくというふ

うに思っております。

ただ、なかなかまだそこまで、計画もスタ

ートしたばっかりでございますので、そこま

で機能を持っているような状況ではございま

せん。ただ、資料等の説明等については、そ

こはしっかり整理をしながら、そして説明等

についても工夫をするような、そういうこと

は必要だろうというふうに思いますので、地

域の保健医療計画の推進については、ちょっ

とまたどういう進め方をした方がいいのか、

こちらの方でも検討させていただきたいとい

うふうに思います。

○重村栄委員長 いいですか。――ほかにご

ざいませんか。

○船田公子委員 ひとり親対策についてちょ

っとお尋ねいたします。

母子家庭と父子家庭とございますけれど

も、父子家庭については、今とても解雇や非

正規雇用などの状態なので、父子家庭であっ

ても必ずしも経済的には恵まれていない家庭

もございます。経済的支援以外では、父子家

庭にも行われていましたけれども、今こうや

って父子家庭にも経済的支援をどういうふう

な支援を行っていかれるか、ちょっとお聞き

したいなと思ったこと。

それから、母子家庭と父子家庭の件数、母

子家庭の方が多分に多いと思うんですけれど

も、どれぐらいのパーセントがございますで

しょうか。違いがありますでしょうか。わか

りますでしょうか。

○吉田少子化対策課長 今ひとり親家庭施策

についてお尋ねがございました。

、 、数の方から申しますと 母子家庭が県内で

これは今なかなか統計がとりにくい部分もあ

りますが、１万9,000世帯でございます。正

確には１万9,050世帯、少し前の数字になり

、 。 、ますが 平成16年の数字になります さらに

これに対しまして、父子世帯、父子家庭が同

じ16年で2,525世帯ということで、割合とし

ては相当な開きがございます。

それで、父子世帯につきましての支援につ

いては、実は母子世帯への支援の柱となりま

す児童扶養手当、年額にしますと、満額で約

、 、50万ほどございますが これにつきましては

手当ができた経緯等もありまして、現在父子

家庭についてはその支給の対象にはなってお

りません。ただ、父子世帯につきましても、

経済的な状況、県の実態調査等でも前回の調

査よりも少し下がっているような状況にござ

いまして、経済的な支援というのも求める声

も大変高うございますが、県の方では、１つ
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には、従来から医療費、ひとり親家庭の親と

子供が病院にかかられたときの医療費につき

まして、母子家庭に対して市町村が支援する

場合、県の方が支援をしておりましたが、平

成19年度から、これは父子家庭にも拡大をい

たしまして、父子家庭に対する医療費の助成

というのは経済的な支援でやっております。

また、そのほか、父子家庭に対する手当と

いうものを全国の市町村単位で実施している

ところがございまして、県内では唯一宇土市

が１世帯当たり月額１万円というようなこと

で、18年ころだったと思いますが、実施をさ

れております。ただ、そうした手当につきま

しては、まだ県の方では難しいと思っており

ますが、とりあえずは、緊急的な医療費につ

いて、母子を対象にしていたものを拡充して

実施しているという状況にございます。

そのほか、経済的支援のほかには、特に父

子家庭では、お子さんのしつけとか教育に悩

んでいらっしゃる家庭が多うございますの

で、そうしたものにホームフレンドというこ

とで登録している学生を派遣する事業ですと

か、いろんな情報提供、相談事業というのを

現在やっているところでございます。

○重村栄委員長 よろしいですか。

○船田公子委員 父子家庭については、やっ

ぱりさらなる支援の重要性があると思います

ので、ちょっと考えていただきたいと思いま

す。

よろしくお願いいたします。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○平野みどり委員 短く。今回代表質問で取

り上げようと思ってできなかったので、お願

いなんですけれども、児童相談所の職員の方

たちの過重労働というのは、かなりすごいと

いう話を聞いていまして、なかなか福祉を経

験しなくて来た方たちも含めていらっしゃる

ということで、やはりここはとても重要なと

ころでもありますし、児童相談所の職員とし

て配置する場合、その方の適性とか、現場の

過重労働の状況とか、そこら辺十分勘案して

やっていただくように、少子化対策課の方に

も質問の準備のときに伝えてありますけれど

も、ぜひ人事課の方にも部長の方からもお伝

えいただきたいなと思います。

以上です。

○重村栄委員長 要望でよろしいですね。

○平野みどり委員 はい。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、議案等につい

ての質問は終わらせたいと思います。

次、報告事項について何かございますか。

――いいですか。

ないようでございますので、質疑はこれに

て打ち切りたいと思います。

一応予定しておりました午前中はこれで終

了いたします。

休憩に入らせていただきたいと思います。

休憩時間、どのくらいとりましょうか。――

45分とりましょう。いいですか。

じゃあ45分とって２時15分から始めさせて

いただきます。よろしくお願いします。

お疲れさまでした。

午後１時27分休憩

午後２時15分開議

○重村栄委員長 それでは、休憩前に引き続

き委員会を再開いたします。

、 、環境生活部長から総括説明を行い 続いて

担当課長から資料に従い説明をお願いいたし

ます。

担当課長は着座のまま結構でございますの

で、お願いいたします。
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初めに、村田環境生活部長。

○村田環境生活部長 それでは、環境生活部

関係の議案の概要につきまして御説明を申し

上げます。

今回御提案申し上げておりますのは、予算

関係２議案、条例関係３議案の合計５議案で

ございます。

まず、第57号議案の平成21年度熊本県一般

会計予算でございますが、総額122億7,700万

円余を計上いたしております。

その主なものについて御説明いたします。

まず、水俣病対策につきましては、２月13

日に開催された与党ＰＴの会議で水俣病問題

の最終的包括的解決の方向性が示され、救済

策実現のための法案策定に着手することや、

分社化素案に係る本県の懸念を払拭するよう

十分調整することなどが確認されました。

当初予算直前のこうした状況を踏まえ、県

としても、救済策が実現した場合にすぐ対応

できますよう、当面必要な予算を計上いたし

ております。

なお、その後の法案の具体化に向けた意見

調整の過程で、水俣病対策特別委員会と県の

意見を主張いたしました。その意見の主要な

部分を反映する形で最終調整が行われ、去る

13日に衆議院に法案が提出されたところでご

ざいます。

この機を逃すことなく、県議会と一体とな

って、国の関係機関と連携しながら、救済策

の早期実現に向けて、引き続き精いっぱい努

力してまいります。

次に、地球温暖化対策についてでございま

す。温室効果ガスの排出量削減が緊急かつ重

要な課題であり、県民総ぐるみで取り組んで

おります。県内総排出量の５割以上を占める

事業所対策として、排出削減計画書制度の導

入を検討しますとともに、県民の省エネ、省

資源行動が事業者の排出削減につながる仕組

みを構築してまいります。

有明海、八代海の再生につきましては、有

明海・八代海再生に向けた熊本県計画に基づ

き、水質環境の監視やみんなの川と海づくり

県民運動による環境保全活動に取り組みます

とともに、地域協働体制づくりを行ってまい

ります。また、有明海や八代海のＣＯＤや燐

等の水質環境基準未達成地域における重点的

な水質調査を実施いたします。

地下水対策につきましては、県と13市町村

で構成します熊本地域地下水保全対策会議に

おいて、昨年９月、熊本地域地下水総合保全

管理計画を策定したところですが、先月、具

体的な取り組み等を定めた行動計画が固まっ

たところでございます。今後、この行動計画

に沿って、健全な水循環と水環境の保全、本

県のすぐれた地下水活用に取り組んでまいり

ます。

シカによる森林被害対策等につきまして

は、第３期特定鳥獣保護管理計画に基づきま

して、適正な頭数に管理、誘導するため、引

き続き、捕獲を行う市町村に対する補助を行

いますとともに、捕獲体制の整備を図ってま

いります。

廃棄物対策につきましては、公共関与によ

る管理型最終処分場の建設について、地元へ

の説明会や環境影響評価の実施等、施設整備

に向けた取り組みを推進しますとともに、廃

棄物の適正処理の推進や減量化、再利用、再

生利用に取り組んでまいります。

消費者行政につきましては、地方消費者行

政活性化基金を活用して、県及び市町村の消

費生活相談窓口を強化し、安全、安心な消費

生活の確保を図ってまいります。また、４月

１日より消費生活センターを県庁舎に移転

し、関係各課との連携強化を進めてまいりま

す。

安全安心まちづくりにつきましては、地域

防犯力の一層の強化及び交通事故の抑止に県

民総ぐるみで取り組んでまいります。また、

犯罪被害者等の支援について、被害者やその
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家族または遺族が必要とします支援を適切に

受けられますよう、各種施策を進めてまいり

ます。

人権教育・啓発の推進につきましては、同

和問題を初め、ハンセン病や水俣病をめぐる

問題等、さまざまな人権問題の解決に向け、

熊本県人権教育・啓発基本計画に基づきまし

、 、て 県民の人権意識の高揚を図るための広報

啓発や人材育成等の取り組みを進めてまいり

ます。

次に、第72号議案の平成21年度熊本県のチ

ッソ株式会社に対する貸付に係る県債償還等

特別会計予算でございますが、チッソ県債に

係る元利償還金等の年間所要額及び特別県債

によるチッソ株式会社への貸付金に加え、新

救済策が実現した場合の一時金の支払い支援

に係る経費を計上いたしております。

、 、以上 一般会計と特別会計を合わせまして

環境生活部の予算総額は250億1,200万円余と

なります。

次に、第84号議案の熊本県環境センター条

例の一部を改正する条例の制定についてでご

ざいますが、これは、環境センター内にある

環境シアターを新たに使用許可対象施設に追

加し、その使用料の額を定めるものでござい

ます。

次に、第85号議案の熊本県鳥獣保護センタ

ー条例を廃止する条例の制定についてでござ

いますが、鳥獣保護センターの公の施設とし

ての用途を廃止し、傷病鳥獣の受け入れ業務

等を行う施設とすることに伴う条例の廃止で

ございます。

次に、第86号議案の熊本県交通補導員等災

害見舞金支給条例を廃止する条例の制定につ

いてでございますが、これは、これまで支給

実績がないこと、それと地方公務員災害補償

法等のほかの災害補償制度があることから、

この制度を廃止することに伴う条例の廃止で

ございます。

このほか、光化学オキシダント測定局の増

設及び大気環境測定車の追加導入についてな

ど、８件について御報告をさせていただくこ

とといたしております。

以上が今回の概要ですが、詳細につきまし

、 、ては 関係各課長から御説明いたしますので

よろしく御審議のほどお願いいたします。

○重村栄委員長 引き続き各課長から説明を

お願いいたします。

楢木野環境政策課長。

○楢木野環境政策課長 環境政策課でござい

ます。

平成21年度当初予算、総括表は59ページに

ついておりますけれども、ただいま部長の方

から説明申し上げましたので、個別に各課か

ら御説明させていただきたいと思います。

説明資料60ページをお願いいたします。

一般会計につきまして御説明を申し上げま

す。

まず、計画調査費、説明欄、右の方の１の

エネルギー対策費でございますが、主な事業

といたしまして、(1)ですけれども、電源立

地市町村に対する交付金、(2)は八代市に立

地する石油貯蔵施設に係る立地市及び周辺町

に対する交付金でございます。

次に、公害対策費、説明欄１の職員給与費

でございますが、これは平成21年１月現在の

職員を対象に計上しております。職員給与費

につきましては、環境生活部全体で16億9,50

0万円余となっております。職員給与費につ

きましては、各課とも同様の趣旨でございま

すので、以後各課の説明は省略させていただ

きたいと思います。

次に、説明欄３の環境政策推進費でござい

ますが、環境センター運営事業は、熊本県環

境センターの指定管理部分を含めた管理運営

に関する経費でございます。

61ページをお願いいたします。

説明欄のところの４の環境立県推進費でご
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ざいます。

主な事業といたしまして、(1)の干潟等沿

岸海域再生推進事業は、有明海、八代海の再

生に向けた地域の環境保全活動団体等への啓

発支援や協働体制の整備等に関する経費でご

ざいます。

(2)のバイオマス利活用推進事業でござい

ますが、バイオマスの利活用を推進するため

の普及啓発及び事業化支援に関する経費でご

ざいます。

(3)のくまもとEco燃料拡大推進事業でござ

いますが、廃食油等から製造できるバイオデ

ィーゼル燃料について普及啓発や技術的支援

に関する経費でございます。

(4)のストップ温暖化県民総ぐるみ運動推

進事業については、一部新規事業として、く

まもとエコプロジェクト推進事業を429万8,0

00円、これは内容は２つございまして、１つ

は、一定規模以上の大規模事業所に温室効果

ガスの削減計画と排出量の算定、報告を義務

づける制度、これは究極的には条例でござい

ますけれども、その検討。それから２つ目に

は、中小規模事業者の温室効果ガスの排出削

減に応じて、その分を環境団体に助成する制

度、これを盛り込んでおりまして、事業者の

排出削減策の充実を初め、県民総参加による

地球温暖化対策の推進を図っていく経費でご

ざいます。

(5)の環境立県くまもと推進普及啓発事業

でございますが、県民の環境保全行動を促進

するためのイベントの開催及びマスコミを活

用した普及啓発に関する経費でございます。

62ページをお願いいたします。

チッソ県債償還等特別会計繰出金といたし

まして、33億6,277万円余を計上いたしてお

ります。

これは、平成７年の一時金県債と特別県債

の21年度の償還に係るもののほか、新救済策

に係る一時金支払い支援に関する繰出金でご

ざいます。

以上、一般会計といたしまして、38億8,62

7万円余を計上いたしております。

、 。続きまして 63ページをお願いいたします

熊本県のチッソ株式会社に対する貸付けに

係る県債償還等特別会計についてでございま

すが、この特別会計は、チッソ支援に係る県

の県債の償還、これは、元金、利子というふ

うに２段ずつになっておりますけれども、上

から行きますと、ヘドロ県債、それから患者

県債、設備県債の分は、昨年20年度で償還が

終わりましたので、今年度の計上はございま

せん。それから、平成７年の一時金県債、そ

れから一段書きになっておりますが、これは

64ページの一番最後の下段になりますけれど

も、特別県債によるチッソ株式会社への貸付

金及び、65ページになりますけれども、特別

県債の約定償還、それから３段目、４段目の

新救済策に係る一時金支払い支援のための出

資金等を計上いたしております。

合計といたしまして、65ページの一番下の

欄でございますけれども、127億3,448万円余

を計上いたしております。

続きまして、条例議案について御説明をさ

せていただきます。

88ページに、済みませんが、飛んでいただ

きたいと思います。

議案第84号熊本県環境センター条例の一部

を改正する条例でございます。

改正の趣旨でございますが、熊本県環境セ

ンターの使用許可の施設を追加するため、関

係規定を整備するものでございます。

改正の内容は、環境シアターを使用許可の

対象施設として、その使用料の額を定めるも

のでございます。

施行の期日については、平成21年４月１日

といたしております。

環境政策課分については以上でございま

す。

よろしく御審議をお願いいたします。
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○福留環境保全課長 環境保全課でございま

す。

説明資料66ページをお願いいたします。

公害対策費の説明欄２．環境政策推進費の

主な事業、石綿健康被害救済給付事業は、石

綿による健康被害の救済に関する法律に基づ

き設置されております石綿健康被害救済基金

へ県としての応分の拠出を行うものでござい

ます。

次に、公害規制費の説明欄１．公害防止指

導費の主な事業として、大気生活環境対策事

業は、騒音、悪臭、振動に関する地域指定や

市町村への技術的支援を行うとともに、航空

機騒音調査を行うものでございます。

． 、説明欄２ 公害監視調査費でございますが

主な事業として、(1)の大気汚染監視調査事

業は、大気汚染の常時監視等を行う事業でご

ざいます。

、 。続きまして 67ページをお願いいたします

説明欄２のダイオキシン類対策事業は、ダ

イオキシン類の常時監視等を行う事業、(3)

の大気環境測定機器更新事業は、老朽化しま

した大気汚染常時監視の測定機器を更新する

事業でございます。

以上、環境保全課としましては、２億700

万円余を計上いたしております。

続きまして、報告事項の23ページをお願い

いたします。

光化学オキシダント測定局の増設及び大気

環境測定車の追加導入についてでございま

す。

平成18年６月に本県観測史上初の光化学ス

モッグ注意報を発令し、平成19年度も発令し

ておりますことから、国が定めた設置基準に

基づき、４局増設するものでございます。

なお、あわせて、機動力のある大気環境測

定車を追加導入することとしております。

１の大気汚染常時監視測定局の増設及び注

意報等の発令地域の見直しについてでござい

ます。

現在の光化学オキシダント測定局19のう

ち、県設置は12局でございますが、専門家で

構成する検討委員会で検討していただきまし

た(1)から(4)に記載してございます４カ所に

４局を増設して、発令地域も、現在の12局を

分割しまして16地域にすることとしておりま

す。24ページの地図に大きな黒丸印が４カ所

ついておりますが、その４カ所が増設する４

局の位置でございます。

なお、本件につきましては、先議分で御説

明をさせていただいたところでございます

が、再入札するという必要が生じております

ので、なるべく早く設置できますよう、現在

事務手続を急いでいるところでございます。

23ページ、２の大気環境測定車の追加導入

でございますが、宝くじ助成金で３月中に導

入し、平成３年に導入しました現在の測定車

も可能な限り使用しながら、監視の強化を図

ることとしております。

３の今後の予定につきましては、記載のよ

うな会議、あるいは訓練を行いまして、これ

からの実際の発令に備えたいと思っておりま

す。

、 。続きまして 25ページをお願いいたします

騒音・振動・悪臭に関する規制地域等の見

直しについてでございます。

平成20年２月に環境審議会からいただきま

した見直しに関する基本方針に沿って、現在

見直し作業を進めております。

１の騒音につきましては、前回の見直しが

平成11年でございましたので、それ以降の都

市計画法の用途地域との整合を図るために行

うものでございます。

２の振動につきましては、騒音と同様に、

原則として全域を規制地域とするもの。

３の悪臭につきましては、市町村によって

は全域規制、一部規制、全域未規制というふ

うにまちまちでございますので、これを原則

として全域を規制地域とするものでございま

す。
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４の今後の予定につきましては、４月初旬

施行予定で現在作業を進めているところでご

ざいます。

環境保全課につきましては以上でございま

す。

よろしくお願い申し上げます。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

委員会説明資料の方にお戻りいただきたい

と思います。

68ページをお願い申し上げます。

68ページ、２段目の計画調査費でございま

す。１億4,300万円余を計上しております。

主なものとしましては、右端説明欄１．公

営企業貸付金でございますが、これは企業局

が経営する工業用水道事業会計の資金不足を

補てんするため、一般会計から貸し付けを行

う仕組みがとられてございまして、21年度に

おける所要見込み額を計上しているものでご

ざいます。

なお、２月補正予算に係る先議の際にも御

説明しましたが、平成20年度から企業債の資

本費平準化債の発行が認められたことなどに

より、昨年度の当初予算より貸付額が減少し

ているところでございます。

次の２の水資源開発調査費でございます。

説明欄、(1)に記載しておりますが、新規

事業としまして、熊本の水「夢戦略」事業に

取り組みます。質、量ともにすぐれた本県の

地下水ブランドを国内外にアピールし、地域

イメージの向上や高付加価値化など、地下水

の戦略的活用を検討するための経費でござい

ます。

(2)の熊本地域地下水保全協働推進事業で

ございますが、この事業は、浸透力の高い白

川中流域の転作田に水をためて、地下水の涵

養などを行う事業でございます。

次に、69ページをお願いします。

公害対策費でございます。800万円余を計

上しております。

主な事業は、説明欄記載の地下水位の監視

事業、これは、県内に29カ所設置しておりま

す観測井で地下水位の常時監視を行う事業で

ございます。

次に、公害規制費でございます。6,200万

円余を計上しております。

主な事業は、説明欄１.公害防止指導費と

して790万円余、この事業は、水の作文コン

クールや水の学校など水環境教育の推進、そ

れから、川や海の一斉清掃活動等を行います

みんなの川と海づくり県民運動等に要する費

用でございます。

２の公害監視調査費5,420万円余は、(1)水

質環境監視事業及び、次の70ページに記載し

ておりますが、(3)地下水質の監視事業でご

ざいます。これは、水質汚濁防止法等に基づ

きまして、県内の河川、海、湖沼、地下水の

水質調査を年間を通じて実施するための経費

でございます。

また、70ページの中段の(2)でございます

が、水質環境重点調査事業は新規事業でござ

いまして、来年度から、有明海、八代海の水

質環境基準未達成海域におきまして、水質や

底質につきましての重点調査を実施する事業

でございます。

その下の欄の環境整備費でございます。4,

900万円余を計上しております。

説明欄に記載しておりますが、上水道費な

どに係る費用を計上しております。

まず、(1)の上水道費は、水道法に基づく

水道事業の認可、市町村の水道施設の維持管

理の指導監督、飲用井戸等の行政検査などに

係る費用でございます。

次の(2)水道未普及地域解消支援事業でご

ざいます。

これは、水道普及率の向上を図るため、市

町村が行う水道水源の開発に対する補助事業

でございます。

(3)の水道広域化施設整備利子補給事業で

ございますが、これは、平成15年度から、上
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天草・宇城水道企業団が、環不知火海圏域広

域的水道整備計画に基づき行う八代工水の上

水転用に係る施設建設費等に対しまして、企

業債の利子償還金の助成を行う事業でござい

ます。

次に、71ページをお願いいたします。

工業用水道事業会計繰出金２億800万円余

でございます。

、 、説明欄に記載しておりますように 企業局

工業用水道事業の遊休施設に係る企業債元利

償還金等に係る繰出金でございます。

以上、水環境課では６億1,300万円余をお

願いしております。

よろしくお願い申し上げます。

引き続きまして、委員会の報告事項26ペー

ジをお願いいたします。

、 、26ページは 報告事項の３でございますが

熊本地域地下水総合保全管理計画に基づく第

１期行動計画の策定についてでございます。

経緯のところに書いてございますが、部長

あいさつの中でも触れてございましたが、20

年９月に、県と熊本地域13市町村が共同しま

して、平成36年度を目標年次とする総合保全

管理計画を策定したところでございます。

この計画に基づきまして、引き続き具体的

な取り組みを進めるための第１期行動計画づ

くりを進めてまいりました結果、去る２月16

日に行動計画を地下水保全対策会議において

策定したところでございます。

２の第１期行動計画の概要でございます

が、策定主体は熊本県と熊本地域13市町村、

計画年度は、これ、前期、後期、第１期でご

ざいますが、５カ年ということで、21から25

年度、(3)の計画の趣旨につきましては、先

ほど申し上げましたように、管理計画に基づ

き具体的取り組みを進めるために、地下水涵

養対策、節水対策、地下水保全対策、熊本県

地下水保全条例の見直し、地下水保全の普及

啓発、地下水の持続的水循環確立のための仕

組みづくり、この６つの対策を柱に取り組み

のロードマップをつくったところでございま

して、別冊でＡ３判の厚いものを配付してお

るかと思いますけれども、次の27ページで概

要を御説明申し上げます。

そちらの方は後ほどごらんいただきたいと

思います。

27ページに図をちょっと書いております

が、左の方が、９月議会で御説明申し上げま

した管理計画でございまして、平成36年度の

目標としまして、目標涵養量、採取量、水質

保全目標を掲げているところでございます。

その右の方の箱の中でございますが、第１

期行動計画、今回策定いたしたものでござい

ますけれども、ＡからＦまで施策の柱を立て

ております。Ａの地下水涵養対策、①白川中

流域水田湛水事業の拡充、台地部への水田湛

水事業の拡大、新たな湛水事業の検討、雨水

浸透ますの設置促進等を進めていくというと

ころでございます。

これで申しまして、目標のところ、左の方

でございますが、7,300万立方メートル確保

の目標に対して、第１期で3,020万立方メー

トル程度の確保を目標に頑張っていくという

ところでございます。

Ｂは、節水対策として、水道事業の改善対

策、工水、農水の適切な水管理等を掲げてお

ります。

Ｃの地下水質保全対策につきましては、地

下水汚染の将来予測のためのシステムの構築

でございますとか、地下水保全型企業の評価

制度の導入でございますとか、そういったと

ころを掲げているところでございます。

Ｄの熊本県地下水保全条例の見直しにつき

ましては、21年度、22年度までに案を固める

というところで現在作業を進めることとして

いるところでございます。

Ｅの地下水保全の普及啓発につきまして

は、引き続き取り組んでまいります。

Ｆの仕組みづくりにつきましては、４つそ

こに掲げておりますけれども、地下水の活用
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方策の検討、それから地下水のブランドづく

り、それから団体間のネットワークづくり、

それから、④のところが、組織の一元化ある

いは財源の負担方式の検討、これらにつきま

しても、22年度を目途に作業を進めていくこ

ととしているところでございます。

続きまして、28ページをお願いします。

28ページは、20年度の水俣湾の水質、魚類

等の水銀調査結果でございます。

これも毎議会説明をしてきているところで

ございますが、１の(1)制度の趣旨に書いて

ございますように、13年３月に策定をいたし

ました水俣湾環境対策基本方針に基づきまし

て、中長期的視点からモニタリングをやって

いるところでございます。

(2)に調査項目、調査時期ございますが、

今回の御報告は、水質、地下水、底質、それ

から動物プランクトンでございまして、それ

ぞれ表の中の右の方でございますが、10月な

いしは２月に実施した結果が出てきていると

ころでございます。

３の調査結果でございますが、①２月に実

施した調査におきましても、水質、地下水と

もにすべての地点で総水銀は検出されてござ

いません。②10月に実施しました底質につき

ましては、下欄に表がございますけれども、

総水銀、３地点すべて暫定除去基準値以下で

ございました。

次のページをお願いいたします。29ページ

でございます。

④10月に実施しました動物プランクトンに

ついては、次のとおり大きな変動はなかった

ということで、20年10月、0.06ppmでござい

まして、ppmでございますので大変細かい数

字になっておりますけれども、通常の変動範

囲内ということで大きな変動はなかったと御

報告を申し上げるところでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○久保自然保護課長 自然保護課でございま

す。

21年度当初予算について御説明申し上げま

す。

説明資料の72ページをお願いいたします。

まず、鳥獣保護費でございます。

説明欄にて主なものを説明させていただき

ます。

２の鳥獣保護事務費につきましては、野生

鳥獣保護思想の普及啓発や違法捕獲等の指導

取り締まりに要する経費でございます。

、３の(1)の鳥獣保護対策費につきましては

鳥獣保護区等の制札整備やイノシシ等の有害

鳥獣捕獲に要する経費でございます。(2)の

特定鳥獣適正管理事業につきましては、森林

に多大な被害を及ぼしておりますシカの生息

数を適正な密度に誘導するために市町村が取

り組む有害捕獲等に要する経費でございま

す。

５の鳥獣保護センター費につきましては、

後ほど述べさせていただきますけれども、傷

病鳥獣等の救護に特化する鳥獣保護センター

の管理運営経費でございます。

次に、73ページをお願いいたします。

自然保護費でございます。

１の自然公園保護事業につきましては、自

然公園内の開発行為等に係る許認可に要する

経費及び公園の清掃活動に取り組む団体への

補助等でございます。

２の(1)の自然保護普及啓発事業につきま

しては、県民を対象といたします自然環境講

座等の実施に要する経費でございます。(3)

の希少野生動植物保護対策事業につきまして

は、希少野生動植物の保全を図るための経費

でございます。

次に、74ページをお願いいたします。

観光費でございます。

２の(1)の自然公園利用事業につきまして

は、九州自然歩道や自然公園内のビジターセ

ンター、トイレ等の施設の維持管理を市町村
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等に委託するための経費でございます。(4)

の自然公園(観光)施設ＵＤ整備事業につきま

しては、自然公園施設、来年度は、大観峰ト

イレ、兜岩トイレ、いずれも阿蘇地域でござ

いますけれども、それらの地域における駐車

場、歩道の改修、トイレのＵＤ化、外壁の改

修等に配慮した整備を行う経費でございま

す。

以上、自然保護課の合計予算額につきまし

。ては２億8,600万円余をお願いしております

、 。次に 資料の90ページをお願いいたします

議案第85号熊本県鳥獣保護センター条例を

廃止する条例の制定についてでございます。

次のページで概要を説明させていただきま

す。

鳥獣保護センターにつきましては、昭和56

年10月、御船町に開設されました。鳥獣の保

護や鳥獣に関する資料の展示などの業務を行

ってまいりました。しかし、開設から約30年

が経過し、展示施設が古くなってきたことと

改修には費用の問題があること、教育や普及

啓発事業につきましても、インターネット等

の発達によりさまざまな情報が得やすくなっ

ており、ほかにも実施可能な施設があること

などの観点から、熊本県行財政改革基本指針

により、業務内容等の見直しを行い、傷病鳥

獣の受け入れを中心とする業務に特化し、本

年度末をもって展示業務等については廃止す

ることとなりました。

したがいまして、今回、熊本県鳥獣保護セ

ンター条例を廃止する条例を提案させていた

だいておるところでございます。

地方自治法244条に規定する公の施設とし

ての用途を廃止するということでございま

す。どうぞよろしくお願いします。

なお、今年４月からは、条例にかわりまし

て、熊本県鳥獣保護センター管理運営要綱を

制定いたしまして、傷病鳥獣の保護及び保護

についての指導、助言などの業務を継続して

いくとともに、動物病院との連携強化や傷病

鳥獣保護ボランティア等の拡充についても取

り組んでいくこととしております。

続きまして、報告事項の31ページをお願い

いたします。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例

(案)の概要でございます。

この条例の中で、鳥獣保護法における狩猟

免許試験手数料ほか３件の額が改定されてお

ります。これにつきましては、地方公共団体

の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴

うものでございまして、いずれも100円の減

額となっております。

なお、本条例につきましては、総務常任委

員会に付託されております。

自然保護課は以上でございます。

○山本廃棄物対策課長 説明資料の75ページ

にお戻りいただければと思います。

当課は、環境整備に３億4,168万2,000円を

計上しております。

まず、右側の１の一般廃棄物等対策費でご

ざいますが、(1)の一般廃棄物等対策費は、

市町村の各種処理施設への立入検査等に要す

る経費でございます。

(2)のごみゼロ推進県民会議事業は、当県

民会議が行っておりますマイバッグキャンペ

ーンの実施等に係る経費でございます。

次に、２の産業廃棄物対策費でございます

が、(1)の産業廃棄物適正処理事業は、法に

基づき産業廃棄物の排出事業者や処理業者に

対する検査、指導等に要する経費でございま

す。

(2)の自動車リサイクル推進事業は、法に

基づきまして、リサイクル事業者に対する検

査、指導等に要する経費でございます。

次のページをお願いいたします。

(3)の不法投棄等防止対策事業は、県下10

の保健所で不法投棄の監視、指導等を行って

おります監視指導員に係る経費でございま

す。
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(4)の公共関与推進事業は、公共関与によ

る産業廃棄物管理型最終処分場の建設予定地

住民等への説明会の開催や財団法人熊本県環

境整備事業団の取り組みます環境アセスメン

トの実施費用及び地質調査や測量等の費用に

係る貸し付けに要する経費でございます。

同事業団におきましては、昨年３月から環

境アセス手続が行われておりますが、平成21

年度は、今後実施いたします現地調査の結果

を踏まえまして、環境アセス準備書作成に着

手することを目指しております。

３の産業廃棄物等特別対策事業費でござい

ますが、(1)の管理型最終処分場立地交付金

事業は、新設または増設されます管理型最終

処分場が存します市町村に対する立地交付金

の交付に係る経費でございます。

(2)の最終処分場周辺環境整備等補助事業

は、最終処分場周辺の道路整備や水質調査な

ど環境整備等を行う市町村への補助に係る経

費でございます。

、(3)の産業廃棄物リサイクル等推進事業は

排出事業者、処理業者、大学等研究機関など

が行います排出抑制、リサイクル等に関する

研究、技術開発への補助に係る経費でござい

ます。

次のページをお願いいたします。

(4)の産業廃棄物事業者研修事業は、事業

者や排出事業者や処理業者への研修に係る経

費でございます。

(5)の廃棄物リサイクル等啓発事業は、ご

みゼロ推進県民大会の開催に係る経費でござ

います。

(6)の廃棄物コーディネーター事業は、当

課コーディネーターによる排出事業者に対す

る廃棄物の削減やリサイクル等に関する助

言、指導に係る経費でございます。

(7)の不法投棄撲滅県民パートナーシップ

、 、推進事業は 不法投棄の未然防止を図るため

農協等各種団体と合同パトロールの実施等を

通じた県民との連携強化を図る経費でござい

ます。

(8)は新規事業でございます。この産業廃

棄物実態調査事業は、各種データの分析、排

出事業者へのアンケートの調査等によりまし

て、県内における産業廃棄物の発生、処理状

況等の実態把握を行いますとともに、将来予

測を行うための調査に要する経費でございま

す。この実態調査は４年に１度実施しており

まして、調査結果につきましては、今後の廃

棄物関係施策の推進に活用させていただきま

す。

(9)の産業廃棄物税基金積立金は、産業廃

棄物税の使途事業の事業費の残額を基金とし

て積み立てる経費でございます。

以上でございます。

続きまして、報告事項の32ページをお願い

いたします。

公共関与による管理型最終処分場の整備に

ついて御説明をいたします。

１の平成20年度の主な取り組みでございま

、 、すが (1)の住民説明会等の開催については

何よりもまず地元の御理解が第一であります

ので、機会をとらえまして住民に説明会等を

実施しております。地質や地下水調査の結果

や基本設計、環境影響評価方法書の概要など

につきまして、これまでに17回の説明会を開

催しております。今月中にも５回の住民説明

会を開催する予定でございます。

(2)の基本設計の策定でございますが、１

枚めくっていただきますと、33ページ上段に

記載のとおり、埋立容量約45万立方メートル

とする基本設計を昨年９月に策定をいたしま

した。

(3)の環境影響評価手続につきましては、

第１段階でございます方法書の公告・縦覧や

住民説明会などを実施し、441件の御意見を

賜っておるところでございます。

(4)の地下水調査の実施でございますが、

地元の御要望も踏まえまして、環境影響評価

の現地調査に先立ちまして、周辺民家の井戸
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の深さや水位、水質等の調査を今年度２回実

施しております。今後とも周辺地下水の分析

を行うこととしております。

34ページをお願いいたします。

２の今後の取り組みでございますが、(1)

の地元の理解促進に向けた取り組みにつきま

しては、これまでも地元説明会など全力を挙

げて取り組んでおりますが、地元では、施設

の必要性は御理解いただくものの、産業廃棄

物に対するイメージや施設の安全性の不安か

ら、建設に係る最終的な合意は得られていな

い状況でございます。引き続き、環境アセス

メント手続や井戸調査、実施設計などさまざ

まな機会を通じて、また、調査結果等を具体

的にお示ししながら、事業の必要性、安全性

など丁寧に御説明申し上げ、地元の御理解を

得ていくつもりでございます。

21年度は、近く出される見込みの環境影響

評価方法書の知事意見を踏まえまして、約１

年間の現地調査を行い、準備書作成着手を目

指すこととしております。

(2)の地域振興策でございます。

今後、地元の町や地域住民の方々の御意見

を賜りながら、地域振興策を策定する考えで

ございます。

以上でございます。

○谷﨑水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。

まず、21年度の当初予算の説明をさせてい

ただきます。

説明資料にお戻りいただきたいと思いま

す。

資料の78ページをお願いいたします。

右側の説明欄に沿って御説明をいたしま

す。

公害保健費の主な事業といたしまして、説

明資料１の公害被害者救済対策費の(1)水俣

、 、病関連情報発信事業でございますが これは

ＮＰＯ法人との連携によりまして、水俣病の

教訓を踏まえた環境の大切さを学習する機会

を設けるなどの取り組みに要する経費でござ

います。

(2)の水俣病関連情報発信支援事業でござ

いますが、これは、県が行います(1)の事業

とは別に、水俣病発生地域の市、町が行う水

俣病に関する教訓などを伝えていく取り組み

を支援するための経費でございます。

(3)の環境福祉モデル地域づくり推進事業

でございますが、これは、19年度に設立しま

した保健福祉医療の関係機関25機関で設立し

ました水俣病被害者のための保健福祉のネッ

トワーク、この運営に要する費用及び毎年５

月１日に行っております慰霊式を初めとする

水俣病犠牲者への慰霊に係る取り組み、そし

てもやい直しの取り組みを支援するための経

費でございます。

説明欄２の水俣病認定患者保健福祉事業費

でございますが、これは、水俣病認定患者の

方々お一人お一人の御家庭を訪問して、いろ

いろ御相談に応じるための経費でございま

す。

次のページをお願いいたします。

説明欄３の水俣病総合対策事業費のうち、

(1)水俣病総合対策費等扶助費は、医療手帳

及び保健手帳等を所持する方に対する医療費

等の支給に要する経費でございます。

(2)の水俣病総合対策事業は、今申し上げ

ました医療費等の支給に要する事務費と水俣

病発生地域の住民の健康診査を老人保健法に

基づく診査とあわせまして、各市、町に委託

して実施するための経費でございます。

(3)の胎児性・小児性患者等の地域生活支

援事業でございますが、これは、胎児性・小

児性患者の方々が地域で安心して暮らしてい

ただけるように、在宅での生活支援や施設整

備を行う法人等への補助に要する経費でござ

います。

(4)の新救済策推進費でございますが、こ

れは、水俣病被害者のための新たな救済策が
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実現した場合に対応するための当面の経費で

ございます。

以上、水俣病保健課の合計51億6,200万円

余を計上いたしております。

よろしく御審議のほどお願いいたします。

次に、水俣病対策の状況等につきまして御

報告をいたします。

１枚紙の報告資料をごらんいただきたいと

思います。

恐れ入ります。ちょっと別冊で、一緒にな

っておりませんでしたので、申しわけござい

ませんが、１枚紙で裏表ございます。

水俣病対策の状況につきまして、前回厚生

常任委員会以降の主な経緯について、まず御

説明いたします。

昨年の12月25日の県議会水俣病対策特別委

員会で、水俣病被害者救済の早期実現に関す

る要望書を採択されまして、年明けの１月７

日に、特別委員会の正副委員長から、与党Ｐ

Ｔ等に対して要望していただきました。

１月15日には、蒲島知事が鹿児島の伊藤知

事とともに、環境大臣に対しまして、水俣病

問題早期解決のための要望を行っていただき

ました。また、あわせて、与党ＰＴの園田座

長に対しても、チッソの分社化の検討に関す

る要望を行ったところでございます。

それから、３月５日に自民党水俣問題小委

員会及び公明党の水俣問題小委員会が開催さ

れました。水俣病被害者救済等特別措置法案

が示されました。

３月６日に与党ＰＴの会議が同法案を了承

いたしまして、３月13日に国会に提出された

ところでございます。

なお、戻りまして、２月15日の日に、関西

訴訟最高裁判決以降では４回目となります認

定審査会が開催されたところでございます。

２番目に、３月６日の与党ＰＴの会議で、

与党ＰＴ後の園田座長の発言としてまとめて

いただいたことを記載させていただいており

ます。

法案の御了承をいただいたという御報告が

まずありまして――裏をお願いいたします。

公明党と熊本県から、法案が被害者救済を

目的とするものであることや水俣病被害者の

位置づけなどを明確にするために、前文をつ

くって書き込んでもらいたいと提案されたの

で、前文を入れるかどうか、入れるとしたら

どんな文案にするか協議すると言われまし

て、最終案としては、協議の結果、前文が追

加されたところでございます。

地域指定の解除につきましては、そのこと

を目的として書いたのではない、これまでの

間にやらなければいけないこと、いわゆる救

済措置の実施、認定申請の処分、それから紛

争の解決といったことが書いてあり、それら

のことをすべてしないといけない、最終解決

の最後にプログラムとして地域指定解除とな

るというふうに明言されました。

、 、そのほか 民主党とも今後協議をしていく

それと、被害者団体とも話を進めたいという

ことをお話しになりました。

それから、３番目の認定業務の状況につい

てでございますが、認定申請の状況は、本年

２月末現在で3,743人というふうになってお

ります。

、 、それから (3)認定審査会につきましては

先ほど御報告しましたように、２月15日に最

高裁判決以降第４回目の認定審査会が開催さ

れました。最高裁判決以降の認定申請者50人

の審査が行われたところでございます。

それから、水俣病に関する裁判の状況につ

きましては、各裁判ごとに口頭弁論等が行わ

れておりますが、状況の変化はあっておりま

せん。

以上でございます。

○田中水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。

当初予算について説明いたします。

説明資料の80ページをお願いいたします。
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下の段の公害保健費でございますが、説明

欄１の公害被害者救済対策費につきまして

は、主な事業としまして、水俣病認定審査会

の運営や水俣病認定申請者の方に対する検診

等に係る経費を計上しております。

２の水俣病総合対策事業費につきまして

は、認定申請後１年を経過した方などに医療

費等を支給する治療研究事業扶助費に係る経

費を計上しております。

以上、水俣病審査課の当初予算といたしま

して、合計６億7,700万円余を計上しており

ます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○山地食の安全・消費生活課長 食の安全・

消費生活課でございます。

資料の81ページをお願いいたします。

消費者行政推進費でございますが、３億5,

300万円余を計上いたしております。

まず、説明欄２の消費者行政推進費でござ

いますけれども、(1)の消費者行政推進対策

事業は、多重債務相談市町村サポート事業に

おいて、平成22年度の改正貸金業法の完全施

行に向け、カウンセラーを設置し、市町村へ

の助言や実地指導を行って窓口設置を支援す

るものでございます。このほか、関係法令に

基づく事業者の指導等に要する経費でござい

ます。

、 、 、次に (2)では 新規事業といたしまして

地方消費者行政活性化事業ということで、消

費者行政活性化基金から7,900万円余を取り

崩すとともに、一般財源を621万円余計上い

たしまして、総額8,700万円余の事業費を計

上いたしております。

、 、主な内容といたしましては 市町村に対し

消費生活センターの新設や窓口機能の拡充等

のための補助金を交付するほか、県も、中核

センターとして強化するため、専門相談アド

バイザーの設置や人材育成の養成講座を実施

する等、県及び市町村の消費生活相談窓口の

強化を図るものでございます。

説明欄３の消費生活センター費でございま

すが、(1)の運営費において、消費生活セン

ターの跡地売却に要する地積測量費、登記委

託料や建物つきで売却できなかったときの解

体費用等を計上いたしております。

１枚おめくりいただきまして、(2)及び(3)

におきまして、消費生活センターの相談員に

よる各種相談への対応や出前講座等による周

知啓発に要する経費を計上いたしておりま

す。

次に、農業総務費でございますが、2,900

万円余を計上いたしております。

まず、(1)のＪＡＳ品質表示指導事業は、

ＪＡＳ法等食品表示制度の普及啓発や巡回指

導の充実に努めるとともに、抜き打ちでの立

入調査やＤＮＡ鑑定の費用も計上し、監視指

導を強化するための経費でございます。

(3)の食品検査体制整備事業でございます

が、保健環境科学研究所の検査機器のリース

料等を計上しており、引き続き、残留農薬等

検査を充実強化し、食に対する安全、安心を

確保するためのものでございます。

(4)の食育総合推進事業でございますが、

関係機関と連携し、県民大会の開催や、市町

村や地域における取り組みを推進するため、

市町村の計画策定支援や地域におけるネット

ワーク構築、連携のモデル事業等を行うもの

でございます。

以上、合計で３億8,211万7,000円余の予算

措置をお願いいたしております。

よろしく御審議のほどお願いいたします。

次に、報告事項の35ページをお願いいたし

ます。

第２次熊本県食の安全安心推進計画の策定

について御説明申し上げます。

本計画は、平成18年度から今年度までの３

カ年を計画期間として取り組み中の熊本県食

の安全安心推進計画の次期計画として、熊本
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県食の安全安心推進条例第７条に基づき策定

するものでございます。

本計画は、食の安全、安心確保のための具

体的取り組みと達成目標を定めた行動計画と

し、くまもとの夢４カ年戦略等と調和を図り

ながら、平成21年度から23年度までの３年間

を計画期間として実施することといたしてお

ります。

基本的施策として４つの柱を掲げておりま

すが、まず、①の生産から消費の各段階での

食の安全性の確保では、生産履歴記帳、自主

検査の促進や輸入食品の監視、また、新たに

消費段階の取り組みを加え、消費者相談体制

の充実等を図ることといたしております。

②の正確でわかりやすい情報の提供では、

事業者の適正表示の促進、県の監視指導の徹

底等。

また、③の関係者の相互理解と信頼関係の

確立では、新たにリスクコミュニケーション

の促進を加え、行政、事業者、消費者の意見

交換による情報共有や相互理解の促進を図る

ほか、新たに農林水産業への理解と共感の醸

成を盛り込み、地産地消や都市と農山漁村の

交流の促進等を図ることといたしておりま

す。

④の食の安全安心確保のための体制の充実

は、これを新たに柱立てし、①から③の施策

推進の基盤を整備するとともに、問題発生時

には、関係部署と連携した対応、県民への的

確な情報提供等を行うことといたしておりま

す。

３の策定スケジュールでございますけれど

も、これまで庁内協議や県民会議のワーキン

ググループ等の意見聴取を行った上で、本年

１月に知事を会長とする食の安全対策会議を

開催し、２月末までパブリックコメント手続

を実施したところでございまして、今月中に

計画を策定する予定といたしております。

37ページ以降に計画の概要等を添付させて

いただいておりますので、後ほどお目通しい

ただければと存じます。

以上でございます。よろしくお願い申し上

げます。

○高野交通・くらし安全課長 交通・くらし

安全課でございます。

資料の83ページをお願いいたします。

、 、まず 交通安全対策促進費でございますが

これは、交通安全に関します諸施策推進のた

めの経費で1,206万9,000円をお願いしており

ます。

説明欄１．交通安全総合対策費の主な事業

でございますが、(1)指導奨励費は、交通安

全対策の推進に関する会議や研修会の開催、

交通安全功労者の表彰等に要する経費でござ

います。

(2)県民参加型飲酒運転根絶等特別啓発事

業は、飲酒運転の根絶と多発しております高

齢者の交通事故防止に努めるため、県民の視

点を取り入れましたテレビ広報により、広く

県民の交通安全意識の啓発を図るものでござ

います。

２の交通安全思想普及費は、市町村担当者

等への助言や指導、研修会等を通じての交通

安全意識の高揚を図るもので、３．交通事故

被害者対策費は、交通事故相談所におきまし

て、交通事故の被害者等から事故に関する各

種相談に対応するための事業であります。

次に、84ページをお願いいたします。

諸費でございますが、462万4,000円をお願

いしております。

説明欄の社会参加活動推進費の(1)犯罪の

起きにくい安全安心まちづくり推進事業は、

地域防犯リーダーの育成や地域におきます自

主防犯活動団体の情報、意見交換会の開催、

防犯用チラシ、リーフレットを作成しての広

報啓発、安全なまちづくりの推進モデル事業

を行うものであります。

(2)犯罪被害者等支援推進事業は、県民、

民間支援団体、警察、行政等の連携共同によ
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りまして、犯罪被害者等を支援する仕組みづ

くりを推進するための事業であります。

次に、青少年育成費でございますが、558

万8,000円をお願いしております。

説明欄、青少年育成費の(1)少年保護育成

条例実施事業は、少年の健全な育成を図るた

めに、青少年に有害な図書や玩具類等の指定

及び指定等に伴います少年保護育成審議会、

映画委員会の開催等を行う事業でございま

す。

85ページの(2)熊本県ジュニアチャレンジ

事業は、小中学生及び高校生約110人を対象

としまして、異年齢集団を編成、生活体験や

沖縄県少年との交流活動等を通じて、夢と思

いやりを持った少年を育成するための事業で

ございます。

以上、合計で１億1,346万1,000円をお願い

しております。

次に、条例関係でございます。

93ページをお願いいたします。

議案第86号熊本県交通補導員等災害見舞金

支給条例を廃止する条例についてでありま

す。

同条例は、各市町村単位に設立されました

交通安全対策協議会と知事が指定される公共

的団体の長が委嘱した交通補導員、現在交通

指導員でございますけれども、交通安全指導

に従事中交通事故により死亡または負傷した

場合に見舞金を支給するというものでありま

す。

現在の交通指導員は、各市町村長から直接

委嘱を受けており、事故等が発生した場合に

は、地方公務員災害補償法など、他の災害補

償制度の適用を受け救済されるため、同災害

見舞金制度を廃止することに伴い、同条例を

廃止するものでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○佐藤人権同和対策課長 人権同和対策課で

ございます。

説明資料の86ページにお戻りいただきたい

と思います。

まず、諸費でございますが、人権啓発推進

費2,712万円余をお願いしております。

内訳といたしましては、(1)人権施策推進

事業144万円余でございます。

これは、県民の代表の方々から県の人権施

策や啓発事業などについて御意見を伺う熊本

県人権施策啓発推進委員会や県内の行政、民

間団体などが一体となって人権の啓発を推進

します熊本県人権啓発推進協議会などを運営

する経費でございます。

(2)人権啓発活動市町村委託事業2,567万円

余でございます。

これは、法務省からの全額国庫の委託で、

市町村が人権フェスティバルなどの各種人権

啓発活動を行うものでございます。

次に、社会福祉総務費２億5,118万円余を

お願いしております。

これは、このうち、２の地方改善事業費１

億8,291万円余についてでございますが、主

なものは次の２つでございます。

(1)地方改善事業費１億5,106万円余でござ

います。

これは、市町村が設置します隣保館等の運

営に対する補助、国庫が２分の１で県費が４

分の１などでございます。

(2)人権問題連携調整費3,185万円余でござ

います。

これは、行政や諸団体などと連携して人権

問題解決のための啓発活動などに取り組むた

めの経費でございます。

以上、総額２億7,831万円余をお願いする

ものでございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○福岡人権センター長 人権センターでござ

います。

予算関係の87ページをお願いいたします。
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諸費の人権啓発推進費でございます。

その内訳といたしまして、説明欄の(2)の

広報・啓発事業でございますが、これは、県

民の人権意識の高揚を図るために、テレビ、

新聞などを活用した啓発や人権フェスティバ

ル等の開催に要する経費でございます。

、(3)の研修・人材育成事業でございますが

県内の企業や地域における人権教育啓発に係

る人材育成のための各種研修会等の開催に要

する経費でございます。

(4)の相談事業でございますが、人権に関

する相談窓口の運営に要する経費でございま

す。

、(5)の市町村連携支援事業でございますが

これは、市町村における人権教育啓発の取り

組みへの連携支援や資料提供、情報提供等に

要する経費でございます。

センター合計１億2,007万円余をお願いい

たしております。

以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。

○重村栄委員長 以上で環境生活部からの説

、 、明が終了いたしましたので 議案等について

まず質疑を受けたいと思います。

質疑はございませんか。

○大西一史委員 75ページ、廃棄物対策課に

ちょっとお尋ねですけれども、この中で、一

般廃棄物等対策費がついていますけれども、

特に一般廃棄物については、市町村が主なメ

ーンで大体いろいろルールを決めてやってい

くということなんですが、以前もこれは私も

本会議あたりで質問させていただいたんです

が、分別収集が県内で非常に差があるという

ことで、きちんとガイドラインを決めなさい

よということで、現在はその分別収集ガイド

ラインというのが、これはもうつくられて、

17品目に分別をするのが望ましいというよう

なガイドラインをつくっているはずです。

それとあと、第５期の分別収集促進計画あ

たりも策定されたというふうに思いますけれ

ども、市町村の今のそういう分別収集、ある

いはリサイクル率の取り組みということにつ

いて、毎年これは公表するようにということ

で提案を以前しまして、これは公表されてい

るんじゃないかなというふうに思いますが、

きのうちょっと県のホームページ見る限りで

は出ていませんでしたけれども、私の探し方

が悪かったのかどうかちょっとわかりません

が、現状、どういうふうな、要はリサイクル

率というのは上がっているのかどうなのか、

分別収集というのが進んでいるのかどうなの

か、その辺ちょっとどういう状況かをお聞か

せいただきたい。

それからもう一つは、公表について、今後

どのように対応していかれるのかというのを

ちょっと教えていただきたいと思います。

○山本廃棄物対策課長 まず、公表の話でご

ざいますが、これは８月のたしか４日だった

と思いますけれども、18年度の――これは年

度はこのくらいおくれるもんですから、申し

わけございません。県内の一般廃棄物の排出

処理の状況の概要ということで実は公表させ

ていただきまして、実はマスコミでも取り上

げていただいた記憶がございます。

済みません、ホームページは、私もちょっ

ときょうはチェックをしたんですが、載って

いなければ載せるようにいたします。それは

すぐやります。

まず、排出の状況でございますけれども、

総量としましては、現在約65万トン程度、県

下ですけれども、出ていまして、これは前年

より、ごくわずかですけれども、0.03％とい

うことで減少しております。ただ、一般廃棄

物は１日１人当たりで勘定するもんですか

ら、１日１人当たりは、前年度が951グラム

だったのが、18年度が953グラムとわずかに

。 、ふえた勘定になっております 人口で割ると
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こういうふうになってしまいますので、こう

いうことで数字になっております。そういう

ことで、少しずつは全体の量は減ってきてい

るんだと思っております。

それから、リサイクル率でございますが、

これは、前年度が16.2％だったものが17.2％

ということで、リサイクル率はわずかには上

。 、がってきておると思います 長い目で見ると

もっとレベルは上がっていると思っておりま

す。

以上です。

○大西一史委員 これは、私もずっと数年来

これは聞きながら追っかけてきている話なん

ですね。やっぱりなかなかこのリサイクル率

――でも、それでも１％でも向上したという

ことであれば、それはもう結構なことだとい

うふうに思うんですが、どうしても市町村の

行政によるもんですから随分ばらつきが県内

で出てくると。一番効果が大きいのは都市部

ですね。ですから、熊本市あたりの取り組み

というのは相当大きくこのリサイクル率にか

かってくると思うんですよ。

ですから、これはもう熊本市も独自でやら

れていることだとは思いますが、県下全体を

見たときに、これは熊本市のリサイクル率と

いうのは非常に悪いですよね。ですから、こ

の辺をもう少し、県が指導というわけにはい

かぬでしょうけれども、しっかり助言をして

いただいて、この辺のリサイクル率、県全体

上げていただくようにお願いをしたいという

ふうに思います。

それと、ついでというか、同じ廃棄物対策

課なのでお尋ねなんですけれども、不法投棄

の防止対策事業というのが、これ、76ページ

ついています。不法投棄については、最近余

り以前のような悪質な例というのは聞かれて

いないんですが、昨年というか、今年度でも

昨年度でもいいんですが、傾向としてどうい

うふうな状況なのかをちょっと教えてくださ

い。

○山本廃棄物対策課長 最近は、法制度がこ

の10年ほどにわたって非常に厳しいものに変

わってきたせいもあってだろうと思っており

ますが、大きな不法投棄というのは見つかっ

ておりませんが、やはり我々としては改善を

しなきゃいかぬと思われるようなものが実は

ございまして、平成19年度の数字で恐縮なん

ですけれども、142件見つかっております。

その前の年が223件と。これは年によって少

しずつ変動しますんですけれども、そういう

ことで、毎年パトロールをしておる関係上発

見をさせていただいて、そして改善、指導し

ているところでございます。

○大西一史委員 それでも142件あるわけで

相当あるんですが、実は私がちょっと心配し

ているのは、不法投棄でも、家電とかそうい

ったものが今後ちょっと出てくるんじゃない

かなと。実はテレビが、デジタル家電への買

いかえというか、地デジということになりま

すと、これは対応が相当いろいろ、電気屋さ

んとかでも相当リサイクルということに関し

ては徹底されるというふうに思いますが、や

はりあちこちで、山の中とかいろんなところ

にまだまだ捨てられているという事件があち

こちあります。これがやっぱり2011年か、で

すから、間もなくだろうと思いますが、それ

までに買いかえが相当進むとなれば、やはり

引き取りに費用がかかると、リサイクルに費

用がかかるということになると捨ててしまえ

という非常に安易なことが起きやしないかと

思いますので、この点についてはもう答弁は

、 、要りませんが そういうことを見据えながら

ちょっとその辺の対策もよく考えておいてい

ただきたいということを要望しておきます。

以上です。

○中原隆博委員 廃棄物対策課の方にちょっ



- 66 -

とお尋ねいたしますけれども、ちょっと説明

、 、の中ではなかったんですが 関連しますので

よろしいですか。

○重村栄委員長 はいどうぞ。

○中原隆博委員 例えばアルミ缶のたぐいで

すね、これは熊本市は条例化して、それを勝

手に持っていった場合には厳罰に処すという

条例が制定されたと思うんです。現に、例え

ば、私が知っている中でも、警察をやめたＯ

Ｂの方、これは不意のいろんな形でやめざる

を得なかったと。非常に泥酔した人から後ろ

から殴られて蜘蛛膜下出血状態になったと

か、いろんな生活の中での、あるいは職場の

中におけるそういう人々もいらっしゃるわけ

ですね。

私が申し上げたいのは何かといいますと、

そういう人たちは、いろんなところに行って

もなかなか就職がないという中で、もう自分

の飯の種と思っとったアルミ缶そのものもと

ったら厳罰に処すというような形の中で、じ

ゃあ私たちはどうやって生きていったらいい

んですかというようなお話もあるわけです

ね。

だから、これはアルミ缶をとったらいかぬ

とか、それは条例で熊本市は市で決まったこ

とでもありますし、それまでに私はこの問題

も取り上げてきたという経緯で、県も熊本市

を指導なさった経緯というのもあるかもしれ

ません。しかしながら、その厳罰に処すとい

、 、う形の中で じゃあ何か犯罪でもしなければ

背に腹はかえられぬというようなことだって

十分考えられると思うんですね。ついぞそれ

は犯罪に走るというようなことを防いでいか

なければならない。とるなとか、あるいは、

それは業者委託だから業者に任せとるという

部分からするなら、売り上げが減るじゃない

かというのも、それは商売上一理はあると思

うんですが、その辺の問題をどう考えておら

れるのか、どうあるべきだと思っておられる

のか、あわせてお聞かせいただければありが

たいと思います。

○山本廃棄物対策課長 今の一般廃棄物のご

みの収集に伴うというか、毎週決まったとき

にアルミ缶を出しなさいと、それを収集され

る前に一般の方が持っていかれると、それに

伴う話だというふうに御理解すればよろしい

かと思いますが、申し上げたとおり、まず、

、 、これは第１に 一般廃棄物でございますので

市町村の方の管轄ということになりますの

で、私の方からどうのこうのと、まずストレ

ートにどうするということは申し上げにくい

、 、 、と思いますが あれは 私どもとしましては

やはりまず原則としては廃棄物はきちんと適

正に処理をされるべきだということでござい

ますので、適正な処理ができるよう市町村が

きちんと収集すべきだというのは第１の原則

だと思っております。

それから、済みません、犯罪とか、もしく

は生活の問題とこの問題がどうつながるかと

いう話でございます。特に持ち去りの問題を

多分おっしゃっておられると思いますけれど

も、これも、所有権をどっちのものにするか

とか、そういう問題で裁判が全国でも起こっ

、 、 、ておりまして きちんとした所有権 例えば

もう市に出したんだったら市のものになるん

で、それを持っていけば、やっぱりそれは犯

罪になるというような議論もたしかあってい

たと思います。が、そういったようなことで

適正な処理という観点からきちんとその辺は

整理されていけばよろしいかと思っていると

ころでございます。

済みません、ただそれが、生活保護とか、

そういうことになりましたらまた別問題とし

て考えさせていただきたいと思っておるとこ

ろでございます。

○中原隆博委員 私が言いたいのは、もう生



- 67 -

活保護を受けてもやっぱりやっていけないと

か、それによって一家離散とか、いろんな形

が起こっているわけですね。だから現に、も

うそれは条例としてそれは決まったことに対

して云々はないけれども、そういうところを

もう少し、これはもう車のハンドルじゃない

けれども、そういったものを厳罰に処してい

くという形であるならば、再就職が不可能な

人に対して、それは絶対できませんよという

ようなことに対する、もう少し大所高所から

の指導があってもよかったんじゃないかと、

そういうことに対してどう思っておられるか

ということを――なかなか難しいことと思う

んですが、我々、理屈じゃわかるんですよ。

しかしながら、きょうあした食うに困ってい

る人たちに対してまでもそういう仕打ちを果

たしてしていいのかという、私は行政の気持

ちを酌ませていただきたいという思いで申し

上げたわけです。

○重村栄委員長 よろしいですか。――ほか

にございませんか。

○城下広作委員 68ページの例の新規事業の

地下水の熊本の水「夢戦略」事業、本県のす

ぐれた地下水を国内外にアピールしてという

ことで、これは具体的には熊本の地下水のこ

、 、ういう飲めるという ペットボトルとかいう

こういう例えば商品があれば、こういうのも

どんどん表に出していこうということに頑張

っていくのかなと読み取れるんですが、そう

いうことなのかということと、一方で、地下

水の飲用でＰＲできる部分と、企業誘致でＩ

Ｔ関係に洗浄水として非常にいい水ですから

企業に来てくださいと、水はただですからと

いうことで戦略的によく頑張ってこられたこ

とも事実でございまして、この辺の絡みと、

、 、いわゆる水という形で 本当においしいから

これをがんがん国内外に出していこうとい

う、この辺のちょっと関係をどう考えている

かということ。

○小嶋水環境課長 確かに非常に大義的な言

葉で一応書いておりますので、今先生がおっ

しゃられたような御疑問も出てくるかと思い

ます。

私どもが、今回この熊本の水「夢戦略」事

業ということで事業化をしようかなというふ

うに考えておりますのは、これにつきまして

は、まず、先ほども申し上げましたように、

本県のすぐれた地下水というのが非常に戦略

資源であると。これはもう諸外国も含めまし

て水が非常に枯渇してきている、特に地下水

につきましてはその傾向にあると。それが熊

本の場合には潤沢に今のところあると。ただ

これは、限られた資源、ある意味ではそうい

う資源だもんですから、やっぱり適切な水循

環というものを構築しないと、熊本の水とて

も水量、水質ともに安泰というわけには、今

の現状もそういう状況ではございませんの

で、そういった熊本の宝であるこの地下水資

源というものをしっかり守っていくと。これ

がまず第１の基盤にございます。

ただ、そうはいいながらも、先ほど申し上

げましたように、この戦略資源というものを

保全だけという形では、なかなかそれはやっ

ぱりうまい使い方とは言えないんじゃないか

なと。それで、活用というものを考えた場合

に、今先生もおっしゃっておられましたよう

に、ウオータービジネスといいますか、ペッ

トボトルに詰めて売るとか、そういうふうな

形もそれは確かに一つのバリエーションでは

あるかと思うんですけれども、そういったこ

とではなしに、主として水が持っているその

付加価値というものをしっかり引き出して、

ブランド化を図り、そして熊本の地域イメー

ジというものを対外的にアピールをし、さま

ざまな形で活用をしていこうと、そして保全

活動にもつなげていこうと。ただ、その過程

の中で、先ほどもおっしゃっておられました
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ように、企業誘致にもそれを生かしていくだ

ろうし、観光振興、地域振興にも生かしてい

くことができるだろうし、ある意味では、そ

ういう水そのものの価値に着目した活用の仕

方みたいなものもあるかもしれません。そう

いったことをしっかり考えていくための事業

をこの夢戦略の中でやっていこうと。

具体的には、まず、県下の湧水源の基礎調

査をやって、これもしばらくやっていないも

んですから、約1,000カ所ほどあるというふ

うに言われておりますけれども、まず、この

基礎調査をしっかりやって、どの程度の地下

水資源といいますか、そういったものが賦存

しているかということをまずしっかり調べよ

うと。そしてその上で、どういう形でこれを

保全していくのか、そしてまた活用していく

のか、そういったことを有識者で構成します

熊本水の戦略会議みたいなものも設置しよう

というふうに考えておりますので、そういう

形で広く検討をしてまいりたいと、そんなふ

うに思っております。

○城下広作委員 大体意味わかりましたけれ

ども、具体的に水のよさを知るには、飲んで

もらうという形の売り方の水のＰＲの仕方、

、 、 、もう一つは 工業で きれいな水だからこそ

逆に言えば、企業が立地するという条件にな

るという水の使い方とかアピールとか、こう

いうのがいろいろあると思います。ただそれ

は、痛しかゆしで、どんどん水を使うものに

逆に言えば縛りがないと、とにかく潤沢に使

うだけ使う、枯渇する。だけど、それを余り

セーブすると、逆に言えば企業が来ないと。

ちょっと私も何回も質問したことがあっ

て、いわゆる水というのは、逆に言えば、こ

れだけ大事なものになる、次は石油よりも水

の世界になる、戦争になるだろうと言われて

いるぐらい注目されている。そのときに、こ

れがずっと――たまたま地下水に恵まれてい

るから、ただであっていいのかと、そこには

ある程度税ということも過去に考えたことも

ある。こういうことも真剣に考えながら、し

っかりと大事な水だからこそ皆さんには応分

の負担といいますか、使う方にはその部分の

ことが発生してもいいのではないかという考

えもあっていいのではないかと私は個人的に

はそう思っています。

また、一方で、今外国の方に輸出するもの

として、やはりこれは水というものを、かな

りある意味では大事な戦略になり得ると思っ

て、ある程度余裕があるなら、熊本市なんか

水をちゃんと売っていますがね、ああいうも

のとか、また、県内でいろんなところで水な

んかも売るようなビジネスも考えられないこ

とはないなということも、これはあっている

んで、特に中国なんていうのは、牛乳を最近

送った送らぬという話で話題になっています

けれども、水だけでも商売になるかもしれな

いということも、富裕層には水だけでも商売

になるような可能性もあると。いろいろと戦

略的に考えられるのかと思う。

一方で、その後、２番目にあります地下水

保全の事業ですけれども、熊本市がいわゆる

菊池台地とかというところに水田との契約を

結んで、いわゆる直接補てんをして、水を張

ってもらうという事業あるんですけれども、

これは、こういうことはどんどんと――休耕

田の場合で、とりあえず休ませているよりは

水を張った方が温暖化にも、例えば水田の機

能の保全にもいいというふうに聞いておりま

、 、すし その辺もどんどんある意味では事業が

まだまだ私は県は進めて広げてやってもいい

のではないかと思います。そういうのが総合

計画とかいろんなのにリンクしてくるのでし

ょうから、どんどんと頑張っていただきたい

と思いますので、ぜひまたよろしくお願いし

ます。

○大西一史委員 水環境課、ちょっとお尋ね

なんですけれども、この上げてある予算の中
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で、水とみどりの森づくり税あたりから入っ

ているお金というのはどのくらいあるんです

かね。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます

が、水森税の方からの分は入っていなかった

と思います。これはもう先生方御存じのとお

りでございまして、条例上使途というのが入

っております。それで、今のところ水とみど

りの森づくり税という形になっておりまし

て、頭に水というのが入っているもんですか

ら、そういった形で水回りの事業にも充当で

きるのではないかなという感じもあるんです

けれども、実際はこれは、森林が持っている

保水能力の広域的機能に着目した税という構

成をとっておりますので、今のところそれの

使途の中には入っていないと、そういうこと

でございます。

○大西一史委員 わかっとってわざと聞いた

んですが、つまり、この使途についても、や

はり県民の、あれ、県民税の超過という形で

取っているわけですよね。だから、あくまで

も、さっきの城下委員の方からもいろいろ税

制の話もちらっと出たもんですから、やはり

その使途についても今後議論をしていくべき

じゃないかなというふうに思ったわけです。

せっかくいただいて、大事な１人500円ず

つ――取られていると思っている人は意外と

わからないという人が結構多いんですけれど

も、聞いてみると。やはりこういったものも

使途に入れることによって、まあ、ただ単に

森を――森林のそれは保全という意味ではす

ごく大事なことはありますけれども、やはり

連携をしながら、こうやって貴重な財源を使

っていくという考え方も今後私はしていかな

ければならないと思うんですね。

そういう観点で、水環境課の方でも、そう

いった使途についても検討できないかどうか

ということも考えておいていただければと思

います。

以上です。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○平野みどり委員 まず、61ページの干潟等

沿岸海域再生推進事業というのと水環境課の

水質環境重点調査事業、ともに有明海、八代

海ということで、荒瀬ダムが河口近くにある

ということで、荒瀬ダムの影響というのはな

くはないという発言を知事もされていると思

うんですが、ただ、今まで有明海、八代海、

特にここでは八代海ですが、に関しての定点

的なあるいは長期間にわたる調査はしていな

いので、それがどんなふうに水産資源に影響

しているのかはわからないというような答弁

があるわけですけれども、今回のまず水環境

課で言うと、水質や底質についての重点的な

調査と、さらに、環境政策課に関しては、再

生に向けた地域活動の支援ということで、こ

の結果を受けてどういうふうな形の活動を支

援していくかという、これとこれはすごい連

携をしているんじゃないかなというふうに思

っているんですが、課同士ではそういうよう

なお話になっているのかということ。

それと、水環境課に関しては、この調査に

関しては、どういったスパンで、時間軸で、

それとその重点調査、地点ですか、ポイント

されるのかということについてもう少し伺い

たいと思います。

○森永環境政策監 環境立県推進室でござい

ますが、最初に、有明海再生の全体の動きの

中での今、平野委員からもお話がございまし

た当課の干潟等沿岸海域再生普及啓発事業と

それから水環境課の事業との関係でございま

すけれども、この干潟の沿岸域の再生事業に

つきましては、いろんな再生に向けてのハー

ドの事業等が各事業部局で取り組まれており

ますけれども、やはり啓発というか、意識の
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改革というのが大事なテーマでございまし

、 、て 再生に向けていろんな身近なところでの

それこそ家庭の残飯処理でございますとか、

海岸の清掃等でございますとか、そういうい

ろんな取り組みを各地域、具体的にことし八

代と玉名の方で、いろんな環境関係の活動団

体とか、漁協さん、あるいは地元行政等入っ

て定着するような、そういうソフトの取り組

みといいますか、そういうのができないかと

いうことで今検討させていただいているとこ

ろでございます。

そういった水、あるいは海岸のいろんな水

質、海域の環境全般について啓発して、また

取り組みにつなげていくという運動でござい

まして、水環境課の、この後説明もあると思

いますが、これについては、海の中の水質に

ついての原因の検討等やっている事業でござ

いまして、これは全体、有八の県の計画の中

に位置づけたそれぞれの事業ということでご

ざいまして、連携して進めさせていただいて

いるところでございます。

○小嶋水環境課長 ただいまの質問の中でも

出ておりましたけれども、水環境課といたし

ましても、水循環のやっぱり最初とゴールに

当たるのが海だと思うんですね。最初に海か

ら始まって、また海に返ってくるというふう

な形でございますので、それで、そういう大

切な海域環境の保全というものは、より質の

高い形で維持されることが望ましいというの

が基本的に私どもも考えているところでござ

います。

ただ、そういっても、一方で、有明海、八

代海の水質、近年も赤潮の発生等も続いてお

りますし、特に海域の一部では、水質環境基

準を満たしていない未達成海域もあることも

事実でございます。

陸域からの汚濁の負荷の抑制につきまして

は、有明海・八代海再生計画に基づきまして

いろんな取り組みが進んでまいっております

し、また、県の方でも、工場、事業所の排出

水基準を平成17年に改正をいたしまして、３

年後の20年４月に試行もいたしてきたところ

でございます。そういった面から見ますと、

なかなかやっぱり海域の汚濁のメカニズムと

いうのがわかりづらい面があるということ

で、私どもの方といたしましても、今回、こ

の重点調査の中で、環境基準の未達成海域の

中のモデル海域を中心といたしまして、もう

少し通常の水質調査の中では把握できない鉛

直方向といいますか、縦方向の濃度分布でご

、 、ざいますとか 底質の状況でございますとか

そういったところを重点的に調査をしてみよ

うということで取り組もうとしているこの重

点調査でございます。

内容的には、従来やっておりました環境基

準点におきますところの常時監視といいます

か、これはもう年間を通じてやっておるわけ

ですけれども、それに付加したような形で調

査項目の中に、全燐、燐関係、燐、窒素あた

りを中心にしながら調査項目を設定いたして

おりますし、調査地点につきましては、八代

海の中北部海域ということで、どちらかとい

いますと、湾奥部とそれから球磨川の地先、

もちろんこれは、先ほどおっしゃっておられ

ましたように、荒瀬ダムの影響にいささかで

も海域面から一応迫ってみようかなというこ

とで、そういう地点を調査しようということ

でございますけれども、そういう形で調査ポ

イントを設定いたしまして、できれば、21年

度から５年程度かけまして調査を実施してい

こうかなというふうに考えているところでご

ざいます。まだちょっと先の予定は詳しくは

あれなんですけれども、21年度に八代海、22

年度、23年度あたりに有明海の方も調査をし

ながら、調査データを積み重ね、分析を重ね

てまいりたいと、そんなことを今考えている

ところでございます。

○平野みどり委員 数週間前に県立大の堤先
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生のお話とかも伺ったりしたんですけれど

も、大雨が降った後の八代海の状況というの

が、ちょっといろいろ問題だな。先生は、国

土交通省の事業でそういう調査をされたりし

ているんですね。県立大ですから県の関係の

、 、大学でもありますし そういった国交省とか

いろんなところからの事業でやられているよ

うな調査等も連携をしてやっていただきたい

なというふうに思っています。

何か県が調査していることと、その県立大

で調査されていることが重なってうまく相乗

効果が出ていくような調査にしていただけた

らなというふうに思っていますので、要望と

してお願いします。

○重村栄委員長 ほかにございますか。

○城下広作委員 個人的に感想といいます

か、この議会でよくイノシシとかシカとか猿

とか、そういう猿害が、非常にそういう動物

の話題が結構多かったなというふうに思って

います。かなり我々の知らないところで困っ

ているというふうに思ったんですけれども、

私たちは食肉を食するために、牛や馬、豚と

か、いろいろ肥育とかやりながらやるんです

けれども、逆に肥育しないでたくさん自然界

にいて、多くて困っとるとなると、これをと

って食べるというか、本来の形でやると、何

かありがたいというふうになる、昔のイメー

ジではそうあるんですけれども、有害鳥獣と

言われる、これを例えばとって食べるという

そういう形でもっと有効になるようなことは

全く考えられないのか、現実に今もっと一般

の食料として出回ることというのはなかなか

難しいのか、それ、ちょっとよくわかりませ

、 。んけれども ちょっとこれを確認したいなと

例えば、奄美とかあちらの方では、ハブが

いて、これは大変危険だから、１匹とると5,

000円ということで、行政から、逆に役場に

持っていくと5,000円もらうということで、

ばんばんそれが、とることがビジネスになっ

て、逆に言えば、薬なんかいいハブは使うと

いうことで、いいバランスがとれているとい

うのがあるんですけれども、このイノシシと

かシカとか――猿を食うというのはちょっと

なかなかできぬでしょうけれども。イノシシ

、 、とかシカとか 本来なら食べる習慣もあるが

この辺なんかどうなんでしょうか。

○久保自然保護課長 食べるというふうなこ

とですけれども、答えていいのかどうかわか

りませんけれども、自然保護課とすれば、野

生鳥獣との共生といいますか、そういったも

のが基本的な話でございまして、基本的には

とってはいけないと。とっていい場合は狩猟

ですね、狩猟という概念がございますので、

当然狩猟ということは、それなりの鳥獣資源

を何からかの形でとって食べると、活用する

というふうなことで成り立ってきたというこ

とで、そういった部分については規制緩和と

いうことで、狩猟においては、期間、あるい

は狩猟鳥獣というふうな形で定めまして、現

在やっている。

猿については、非狩猟鳥獣でございますの

で、そういった場合にもとりません。猿を食

べるというのは、ある地域でちょっと話があ

ったようですけれども、なかなかそれはない

です。

シカについては、実は、昭和の時代は、私

も大分山に行きましたけれども、ほとんど見

なかったと。平成に入ってから急激にふえて

きたという状況でございまして、恐らく食べ

るという、山奥の一部の地域では食べるとい

う習慣があったんでしょうけれども、恐らく

そういった考え方はなかったと思う。急激に

ふえてきて、非常に慌てて食べているという

状況が今日まで続いているという状況でござ

います。

イノシシにつきましては、これは戦後の記

録がありまして、捕獲という形でやっていま
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、 、して これも球磨地域を中心に食べるという

食という形で捕獲をするという、これは文化

がございました。ただ、御承知のように、天

草地域なんていうのは、平成５～６年ごろ急

激にふえました。それと、熊本地域もおるこ

とはおったんでしょうけれども、食べるとい

う考え方はなかったと。県北もこれは同じだ

と思います。

、 、そういった部分で 急激にふえていまして

それと食べるという考え方がうまくマッチン

グしていない状況は現実にふえているのかな

というふうに思います。

自然保護課でこういった話をしていいのか

どうかわかりませんけれども。

○村田環境生活部長 食べるという視点で言

うと、イノシシの方はどちらかというとたく

さん食べられる状態、シカの例でちょっとお

話ししますと、実は３年間で管理計画をつく

ってあるんですが、実は約４万頭殺す計画な

んです。自然保護課でその計画をつくってい

る非常に残酷な話の状態、いわゆる殺処分と

いう形になるんですが、うまく食べる方向に

つないで、もっと自然にいかないかという話

は実はあるんですけれども、シカの場合、肉

はどうしても血の処理が問題になると。屠殺

して数時間後に血の処理をしないとうまく肉

は食べられない、そういう意味で割とこじん

まりした使い方は可能だけれども、あの重た

いのを引っ張ってきて行く間にもう食べられ

なくなる。だから、結果的に埋めるというふ

うな場面が多い。

そういう意味では、シカの肉をそういうこ

とで食べるようにしてどこかに囲い込んで、

そこでそういう食肉用としてやるという方法

はあると思うんですが、球磨の方面で若干そ

ういう試みもありますけれども、今大量に食

文化として云々というところまでなかなかう

まく転がっていない。結果的に、牛みたいに

牧場で飼って、それを肉の方につないでいく

ということは可能なんでしょうけれども、そ

こが非常に難しい状態で、ただ、３年間で４

万頭殺しても実は減っていないんじゃないか

というふうに言われているようでございま

す。

だから、結果的には、特に林業への被害が

とてつもなく大きい。それが里山までおりて

きて、だんだん農作物の被害までなっている

ということで、今やってもやってもその被害

が減っていない。それが今回議会でたまたま

象徴的にイノシシと猿とシカ、３つ一遍に出

たわけですけれども、そういう意味では非常

に実は悩みが多いことになっておりまして、

市町村に権限をおろす話とか、市町村でいわ

ゆる、これは農政の方になりますけれども、

農業被害を少なくするための施策としてや

る、そこら辺の連携の中でどういうふうにや

るか、林業家の方々から言わせると、全然実

効性が上がっていないがゆえに非常に我々責

められるという、しかし自然は守らにゃいか

ぬ。余りやり過ぎますと、例えば、猿なんか

特に動物保護団体からのプレッシャーという

のは相当ありますので、結果的に猟師さんた

ちも、威嚇銃といいますか、上に向かって撃

つしか撃てなくなる。しかしそれでは猿は死

なない。これは悪循環になっている。

実は、非常にそういう悩みの多い状態で仕

事をやっているということで、並行して今言

われたような食べるということの中でうまく

減らせないかということも一つの研究のテー

マであろうかというふうに思っております。

それは、いろんな地域団体あたりとの中で模

索はしたいと思いますけれども、なかなかう

まくいっていないというのが実は正直なとこ

ろと思っております。

猿は、特に東北方面は食べる文化があるみ

たいですね。九州では食べる文化がないとい

うことで、猿はやっぱりちょっと――質問で

もあってましたけれども、手を合わせるとい

、 。うのがありましたけれども なかなか難しい
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ちょっと悩みを吐露したところでございま

す。

○城下広作委員 私も猿は食べ切らんと思い

ますけれども、シカとイノシシは食べたこと

があるからあれですけれども。やっぱり答弁

を聞いていると、その地域その地域でかなり

深刻で、とにかくいわゆる人間の情だけで済

むことではない。現実に人間の生活を脅かす

ものの一線を超えたら、それはやっぱりある

程度の量を規制していくというためには、捕

獲といいますか、いろんな処理もしなければ

いけない。また、埋めるということだって、

その４万頭ぐらいだったら相当埋める場所だ

ってこれは苦労するだろうと思うし、何か有

効な手だてといいますか、これはもうずっと

このままこまねいていたら、まただれかがイ

ノシシの話、シカの話というふうに堂々めぐ

っていきますので、真剣にこの際考えるべき

じゃないかというふうに思います。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

○大西一史委員 ちょっと何点かあります

が、済みません。

１つは確認です。86ページの、これ、人権

同和対策課ですけれども、地方改善事業費が

ついていますが、この市町村が設置する隣保

館等の運営指導等に関する経費ということで

１億5,000万円余ですね。これは隣保館って

県内何カ所あるんですかね、大体。

○佐藤人権同和対策課長 人権同和対策課で

すけれども、県がかかわっているものが19館

ございます。それと、隣保館的な事業、広域

隣保事業といいますけれども、それを行って

いるものが２館、合計21あります。

○大西一史委員 この21館に対する補助とい

うか、あれで１億5,100万円ですかね、とい

うことだと思います。この中身というのは、

補助というのはどういうあれですかね、運営

費というのは、人件費とかそういうのがかな

りかかるんですか。

状況を教えてください。

○佐藤人権同和対策課長 大半は、今おっし

ゃったように人件費であります。例えば、館

長みたいな人がいますし、あと、館にいる職

員の人の相談事業とかの活動費、それとか、

館がありますので、そちらでいろんな講座と

かそういったものをやって、つまり、その周

辺におられる方、いろんな方に来ていただい

て交流をしていただきたいということが大き

な目的になっております。

○大西一史委員 わかりました。じゃあそれ

は結構です。続けて、済みません。

それと、83ページ、高野課長、交通・くら

し安全課のとこですけれども、実は、この交

通安全総合対策費ということで出ています

が、これは事業をやるに当たっては、例えば

青少年の関係の団体であるとか、あるいは県

関係の団体であるとか、そういったところと

の連携というのはどういうふうになっていま

すか。何か連携してやるということですか、

それとも単独でこの交通・くらし安全課の方

でできる事業をやるということなんですか

ね。

○高野交通・くらし安全課長 交通安全対策

促進費の……

○大西一史委員 いや、総合対策費のいろい

ろ事業の中で、例えば、これは表彰の制度は

あれなんですけれども、例えば交通安全思想

普及費とか73万3,000円ですから、そんなに

大きくはないんですが、例えばこういうもの

とか、それから交通安全意識啓発、これは研

修会だから市町村というふうなことになろう
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かというふうに思いますが、この辺は、じゃ

あ特段そういうことは自分のところの団体で

ということで、よその関係の団体でやるとか

いうことはないんですかね、何か共同してや

るとかそういうことは。

○高野交通・くらし安全課長 振興局単位で

各自治体の担当者あたりを中心として、地域

の活動されている方を集めていただくという

形はとっておりますけれども、いろんな資料

の作成、広報啓発資料の作成からいろんな手

続面についてはうちの方で現在やっておりま

す。

○大西一史委員 実はこれ、なぜそういうこ

とを聞いたかというと、例えば、最近実は交

通安全に関しての非常にクレームが多いの

が、例えば高校生とか大学生の自転車の無灯

火であるとか、非常に危険なスピードを出し

たりですね、自転車あたりでですね、そのマ

ナーの悪さというのが非常にあるということ

で、確かにこういう飲酒運転のあれとか、そ

れからあれはあるんだけれども、交通安全意

識の啓発とか、例えばそういう学校との連携

とかですね、これはもうその辺は教育委員会

とかあるいは警察本部の方である程度予算化

されとる部分はあろうかというふうに思いま

すが、その辺との連携というのは当然やって

いかないかぬのかなというふうには思いま

す。

ですから、予算がここでつくつかないとい

うことは別にしても、事業として一緒にやっ

ていく、そして相乗効果を出していくという

ようなことをぜひ考えていただきたいという

こと、これ、要望としてお願いしておきます

ので。

○重村栄委員長 何かありますか。

○高野交通・くらし安全課長 交通安全推進

連盟のメンバーとして一応警察、教育委員会

すべて入っておられます。それで、各地の交

通安全運動またはいろんな対策をする場合に

は、皆さん集まっていただいて、それぞれの

機関、団体においての取り組みあたりをお願

いしておりますので、その点の連携というの

はきちっとなされているものと考えておりま

す。

○大西一史委員 わかりました。

あと、もう１つ、ごめんなさい。これは水

俣病保健課、水俣病対策特別委員会でいろい

ろ聞いていますので、もう余り長くは言いま

せんが、ただ、この新救済策推進費でこの３

億7,500万円、当面の対応ということで対応

されるというあれですけれども、この法案が

与党から国会に提出されて、その後のリアク

ションも随分変わってきたわけですね。

例えば、先日の報道では、被害者団体の一

部、出水の会ですか、与党、こういう法案に

対しても完全に救済策について拒否をすると

いうふうな話が出ている。あるいは民主党の

方からも一時金の金額を明示した形で法案を

出す予定と、まだ出していないということで

ありますが、出す予定ということで報道がな

されておりました。

こうしたちょっと特別委員会の後にも少し

状況が変わりましたので、そういった状況に

ついてはどういうふうに受けとめているのか

というのを、これはもう部長でも課長でも結

構ですが、ちょっとお答えをいただきたいと

いうふうに思います。

○谷﨑水俣病保健課長 先般の委員会以降、

委員会の中でも意見書をまさしく与野党一致

して提出いただくということで、御決議いた

だいたところではございますけれども、確か

に、その後一部の団体の方、これは報道等に

よりますと、環境省が法案の説明に回ってい

るさなかにいろんな御意見が出ているという
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ことがあります。それと、民主党さんの方で

も今月末ないしは来月の初旬にでも案を出さ

れるという――。

前段の団体の方でございます。これにつき

ましては、前回の与党ＰＴのときも、先ほど

報告いたしましたが、園田座長の方が取りま

とめをされたときに、民主党さんあわせて、

各団体とも話をするということをお伺いして

おります。まだその動きは私どもの方として

は伝わってきていません。その先陣を切って

環境省が先に説明に来られているんだろうな

と思いますが、公明党の江田先生の方にも一

緒になって団体に対する御理解いただくため

の働きかけをしたいということをおっしゃっ

ていましたので、とりあえず法案が13日の日

に提出されましたけれども、今後審議過程の

中で団体との協議もなされていくようになる

というふうに思っております。

とりわけその中で、出水の会の団体加算金

の話は、これはもう当初から出ておりますけ

れども、私もちょっと非常に悩んでおります

けれども、このあたりにつきましても、団体

としては、与党ＰＴのメンバーに対して再三

。 、御要望されています 前回平成７年のときに

各団体に対してそういう団体加算金が折り込

、 、まれたということで 今回の解決にあっても

その団体加算金を考慮していただきたいとい

。 、う主張でございました この行方についても

我々としても、与党ＰＴとその団体との問題

とはいえ、これは注目をしていきたいと思い

ますし、私どもとしても団体との接触を図っ

ていきたいと思っております。

それから、民主党の案につきましては、民

主党さんは一応、先ほど言いましたように、

独自の案を出されるということで、これもま

だ、知事答弁でも申し上げましたが、正式に

私どもに対して何かの形の案が固まった形で

お示しされている部分ではないと思います。

これは、仮にそういう案をお持ちでまた提出

される状況の中でも、これは、前回特別委員

会の中でも全会一致で一応議決を求められま

したように、与野党の中で政策間の協議とい

うのを、それは頻繁にやっていただいて、こ

れは政局の中でそれそのものをやろうとし

て、政局に左右されるようなことがないよう

にという御意見が出ておりました。我々とし

ても、ぜひそういう方向で与野党の協議がな

されていっていただければというふうなこと

で、本当にこれも注目しながら、またそうい

う期待を込めております。

○大西一史委員 この問題について、また、

進捗状況とか、いろいろ議論の状況を踏まえ

て、また特別委員会などで審議をすることに

なるというふうに思いますが、当面今スター

トしたということで、それはいろいろ批判も

出ているというのは、これはもう当たり前だ

ろうというふうに思います。私自身も、それ

は今までのいろんな分社化の議論も含めてで

すけれども、相当チッソに対しても嫌なこと

、 。を言ったし いろんなことを言ってきました

国に対しても非常に批判的なことを言ったこ

ともあります。

ただ、そうはいっても、やっぱり何として

も一日も早い救済を、残された方々、被害者

の方々にしたいという思いがあってこうやっ

とるわけですから、そういう意味では、こう

いったいろんなリアクションが出るのは、私

たちも法案が、多分これはもう県の執行部の

方もそうだと思いますけれども、この法案が

ベストだとはだれも思っていないだろうと思

います。しかし、やはり現実的な解決策とい

うことを模索する中では、やはりこの案をベ

ースにやはり歩み寄るように努力をしなけれ

ば、これはもうそれこそ今後の、これが頓挫

してしまうと、本当未来永劫この解決という

のは閉ざされてしまうというふうに非常に懸

念をしております。

ですから、一番大事な時期であろうかとい

うふうに思いますので、そういう意味でも、
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この被害者団体、当然国に対しては、知事が

国会に対しては、与党、野党問わずにしっか

り働きかけるということもおっしゃっておら

れますから、特に県の執行部としても、特に

この被害者団体あたりともできるだけざっく

ばらんな形で、ざっくばらんにはいかないで

しょうが、しっかり連携といいますか、接触

を図って、やはりそういう点を探っていただ

きたいということを、これはもうお願いをし

ておきます。

以上です。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、議案について

の質疑はこれにて終了したいと思います。

次に、報告について質疑をお受けしたいと

思いますが、報告についての質疑ございます

か。

（ ありません」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 ございませんか。

（ ありません」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 ないようでございますの

で、以上で質疑を終了いたします。

ここで、健康福祉部及び病院局の入室を求

めますので、５分ほど休憩をしたいと思いま

す。

再開後に議案等の採決を行いますので、よ

ろしくお願いいたします。

じゃあ、しばらく５分ほど休憩をいたしま

す。

午後４時３分休憩

午後４時12分開議

○重村栄委員長 それでは、休憩前に引き続

き委員会を再開いたします。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第57号、第60号、第72号、第77号及び第

84号から第86号について、一括して採決した

いと思いますが、異議はございませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 異議なしと認めます。一括

して採決をいたします。

議第57号外６件について、原案のとおり可

決することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 異議なしと認めます。よっ

て、議案第57号外６件については原案のとお

り可決することに決定をいたしました。

次に、本委員会に今回付託されました請願

を議題とし、これについて審査を行います。

それでは、請第27号について、執行部から

状況の説明をお願いいたします。

木下薬務衛生課長。

○木下薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。

、 。請第27号について 状況を説明いたします

この請願の趣旨は、改正薬事法の関係省令

に規定されました郵便等による販売、いわゆ

る通信販売ができる医薬品を整腸薬などの第

３類医薬品に限定せず、第２類医薬品である

漢方製剤などの伝統薬についても認めるよ

う、国に対する意見書の提出を求められてい

るものでございます。

具体的には、平成18年に薬事法が改正され

ましたことに伴い、本年２月６日に関係省令

が公布され、医療機関向けでない、いわゆる

一般用医薬品のうち、胃潰瘍薬などの第１類

医薬品と漢方製剤や風邪薬などの第２類医薬

品につきましては対面で販売することとさ

れ、インターネットなどの販売は、情報提供

が十分でないという理由から規制がなされま

した。

その結果、熊本県内の伝統薬企業８社が行

ってきました電話での会話等による伝統薬の

通信販売につきましても、これと同様にみな

され、本年６月からはできなくなります。こ

れまで県では、省令原案の段階から国に対し

て県内の伝統薬企業の状況を説明し、これま

でどおりの販売ができるよう原案の見直しの
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要望書を提出するなど強力に働きかけを行っ

てまいりましたが、原案のまま省令が公布さ

れたものでございます。

省令公布後の今月２日には、知事が厚生労

働大臣と直接会って、これまでどおり伝統薬

の通信販売ができるよう要望したところでも

ございます。

本県内の企業各社は、自社の伝統薬を熟知

した薬剤師が、相手の症状などを確認した上

で、薬の飲み方や効能効果や注意事項等を詳

しく説明し、電話等で十分に情報提供をいた

しております。しかも、これまで利用者から

の健康被害などの報告もなく、対面販売に全

く劣ることのない販売形態であると考えてお

ります。

執行部といたしましては、厚生労働省に設

置された検討会において、引き続き通信販売

のあり方等についての議論がなされる予定で

、 、ございますので その動向を見きわめながら

全国の伝統薬企業で組織する団体などと連携

、 、 、し また 各都道府県にも協力を求めながら

伝統薬の通信販売ができるよう国に強く求め

ていくことといたしております。

以上でございます。

○重村栄委員長 ただいまの説明に関しまし

て質疑はございませんでしょうか。

○平野みどり委員 私も基本的にこれは賛成

なんですけれども、薬品をネットで買って薬

害に遭ったという方が、これはやっぱり規制

すべきだというふうな御意見とかも出てたり

するんですが、それに対して、この伝統薬の

通信販売を維持するということで、そういっ

た御心配に対しての手だてみたいなのという

、 。のは この法律等に盛り込めるんでしょうか

○木下薬務衛生課長 基本的には、製造・販

売者が責任を持って責任をとるということが

第一義的にございまして、万が一医薬品によ

る副作用による被害がありました折には、国

の措置といたしまして、医薬品機構という制

度の中で被害者救済基金というのがございま

、 、すので そっちの手当がございますけれども

基本的には今後情報提供をしっかりやってい

くというのが今度のベースでございますの

で、そのあたりの考え方が若干国の方がちょ

っと厳しいという考え方は基本的にございま

す。

○平野みどり委員 それは、広く伝統薬で救

われるというか、重宝されている方たちのこ

とをやっぱり考えて、これはということなん

ですね。

○木下薬務衛生課長 そのとおりでございま

す。

○平野みどり委員 わかりました。

○重村栄委員長 よろしいですか。――ほか

に質疑はございませんか。

（ ありません」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 ないようでございますの

で、これで質疑を終了いたします。

次に、採決に入ります。

請第27号についてはいかがいたしましょう

か。

（ 採択」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 採択という意見があります

ので、採択についてお諮りをいたします。

請第27号を採択することに御異議ありませ

んか。

（ なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 御異議なしと認めます。よ

って、請第27号は、採択とすることに決定を

いたしました。

ただいま採択と決定をいたしました請第27

号は、国に対して意見書を提出していただき

たいという請願であります。そこで、意見書
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(案)については作成しておりますので、事務

局に配付をいたさせます。

（資料配付)

○重村栄委員長 担当書記から意見書を読み

上げてください。

○中村課長補佐 それでは、私の方から意見

書(案)について読み上げをさせていただきた

いと思います。

読み上げます。

伝統薬の郵便等販売に関する意見書

(案)

熊本県における伝統薬の歴史は古く、江

戸時代に創業された薬屋や肥後藩主が開設

、 、 、した御薬園を由来とした薬が 明治 大正

昭和を経て今日に至り、くまもとの伝統薬

として、県民をはじめ全国各地の皆さんに

愛用されている。

現在、県内には、伝統薬を製造・販売す

る業者が８社存在し、全国の約５万6,000

人の皆さんに伝統薬として供給され、病気

の治療や健康回復に多大な貢献をしてい

る。

また、伝統薬業者は、自社製品を知り尽

くした薬剤師が、服薬の方法、効能効果、

副作用等を詳細に説明するなど情報を十分

に提供しながら、病気の治療などで伝統薬

を求めている皆さんに、郵便等による方法

により販売している。しかも、これまで利

用者からの健康被害等は報告されていない

ことから、通常の店舗で行う対面販売と比

較しても、遜色のない販売形態であると考

えている。

しかし、平成18年の薬事法の改正に伴っ

て、平成21年２月６日に公布された薬事法

施行規則の一部を改正する省令では、医薬

品の郵便等販売は、整腸薬等の第三類医薬

品に限定され、第二類医薬品である漢方製

剤等の伝統薬は認められていない。

これまでの長い歴史の中で、全国の皆さ

んの治療や健康を支えてきた伝統薬の郵便

等販売が認められないということは、販売

の多くをこの方法に頼っている県内の伝統

薬業者にとっては、倒産の危機に直面する

ことになるとともに、伝統薬を必要とする

皆さんにとっては、その薬を購入すること

が困難となり、治療や健康回復の機会が奪

われることになる。

よって、国におかれては、このような状

、 、況をご理解いただき 下記の事項について

特段の措置を講じられるよう強く要望す

る。

記

郵便等による販売ができる医薬品を第三

類医薬品に限定せず、第二類医薬品である

漢方製剤等の伝統薬についても認めるよう

措置を講ずること。

以上、地方自治法第99条の規定により意

見書を提出する。

以上でございます。

○重村栄委員長 ただいま配付をいたしまし

た意見書(案)について何か御意見はございま

せんか。

（ なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 よろしいですか。

○中原隆博委員 ２段目の明治、大正、昭和

というのはわかるんですが、もう平成21年に

なっているわけですから、平成になって20年

を経過しているんであれば、昭和で打ち切る

んじゃなくて、平成を経て今日に至りという

方がいいんじゃないかと。ことしが平成元年

ぐらいだったら問題ないんですけれども。１

項目、平成と入れた方がいいんじゃないかな

という気はしますけれども、いかがでしょう

か。関係ないかな。20年経過しているんだか

ら……。

○重村栄委員長 じゃあ、文案については御
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一任をいただけますか。ちょっと検討してみ

たいと思います。

○大西一史委員 内容的にはこれで問題ない

とは思いますね。

○中原隆博委員 趣旨はいいんです。

○重村栄委員長 じゃあそういうことで、文

案につきましては御一任をいただきまして、

この意見書(案)を委員会提出議案として本会

議に提出をしたいと思いますが、御異議ござ

いませんか。

（ なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 それでは、この案を本委員

会提出議案として本会議に提出することに決

定いたしました。

次に、継続中の請願を議題といたします。

これについて審査を行います。

それでは、請第24号について、執行部から

の状況の説明を願います。

吉田少子化対策課長。

○吉田少子化対策課長 少子化対策課でござ

います。

請第24号は、昨年９月の認可外の保育施設

に係る請願でございます。

保護者の連絡会と施設経営者の連絡会から

出されたもので、１つには、施設の安全、衛

生対策の設備整備費、２つには、保育用具の

購入に対する助成を求める内容となっており

ます。

認可外保育施設は、県や熊本市の認可を受

けて運営される認可保育所以外のもので、県

はこれまで、職員や児童の健康診断費に対す

る助成や職員に対する研修を実施するなど、

支援を行っております。

この請願を受けましてから、昨年末から県

内の70の認可外保育施設に係る実態調査を行

っておりまして、２月中旬に施設からのアン

ケート調査票の回収が終わったところでござ

います。

調査項目は、施設の利用状況、開所時間、

施設の規模、職員の状況、保育料、行政の要

望事項等、28項目にわたるものでございまし

て、現在、その集計・分析作業を行っており

ます。

こうした結果も踏まえまして、また、ほか

の県の状況、あるいは国の動きなども見なが

ら、請願で要望事項となっている事柄を含め

てどのような支援ができるのか、検討してま

いりたいと思っております。

なお、21年度は、安心こども基金を財源と

しました保育士研修の中で、認可外保育施設

の職員を対象にしました保育充実のための研

修、発達障害児への対応、あるいは児童虐待

への対応、こうしたものを新たに実施するこ

ととしております。

以上でございます。

○重村栄委員長 ただいまの説明に関して質

疑はありませんでしょうか。

○城下広作委員 認可外の保育園の助成はま

だふえるということではなかったですかね。

。 。ちょっと確認を 今の分だけだったですかね

確認だけです。

○吉田少子化対策課長 従来からやっており

、 、ます部分が 職員と児童の健康診断費の助成

それから研修も一部、危機管理をテーマにし

た研修をやっております。

21年度は、今申しましたように、保育充実

のための研修ということで予定をしておりま

す。

なお、公的な制度的な助成というのは、ま

、 、だ国の方では本格的にございませんで ただ

安心こども基金の中で緊急的に賃貸物件によ

って認可外保育施設が認可保育所並みの基準

でもって新たに開所する部分につきまして
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は、今回基金の中で制度化というのがされて

おりますが、あくまでも期間限定、さらに条

件つきのものでございまして、公的な制度と

してはまだないという状況にございます。

○城下広作委員 了解です。

○重村栄委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、これにて質疑

を終了いたします。

次に、採決に入ります。

請第24号についてはいかがいたしましょう

か。

○山口ゆたか委員 今後の国の動き等々かん

がみても継続が妥当だと思いますが、いかが

でしょうか。

○重村栄委員長 継続という意見がございま

すので、継続についてお諮りいたします。

請第24号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 異議なしと認めます。よっ

て、請第24号は、継続審査とすることに決定

をいたしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり)「

○重村栄委員長 異議なしと認め、そのよう

に取り計らいます。

最後に、陳情が３件提出されております。

お手元に写しを配付しておりますので、後

ほどごらんいただきたいと思います。

それでは、これをもちまして第６回厚生常

任委員会を閉会いたします。

午後４時27分閉会

○重村栄委員長 なお、最後の委員会となり

ますので、一言ごあいさつをさせていただき

たいと思います。

この１年間、小早川副委員長とともに円滑

な委員会運営を心がけてまいりました。委員

の先生方、そしてまた執行部の皆さん方には

非常に御協力いただきまして、無事にこの１

年間を務めさせていただきました。本当にあ

りがとうございました。心から感謝申し上げ

ます。

なお、職員の中には、今月３月をもって退

職される方もいらっしゃるようでございます

けれども、本当に長い間御苦労さまでござい

ました。今後は、どうぞ健康に留意をされま

して、一県民として、またしっかりと県政を

支えていっていただきたいとお願いを申し上

げるところでございます。

、 、なお 執行部の皆さん方におかれましては

県政も非常に厳しい状況でございます。そし

てまた、委員会が終わる前にいろんな問題も

出てまいっております。いま一度心を引き締

めて、そして県政発展のために、しっかりと

御尽力を賜りますようによろしくお願いを申

し上げたいと思います。

最後になりましたけれども、委員の皆さん

方、そして執行部の皆さん方のますますの御

健勝と御活躍を祈念して、本当に意は尽くし

ませんけれども、御礼の言葉にさせていただ

きます。

１年間大変ありがとうございました。お世

話になりました。(拍手)

副委員長から一言。

○小早川宗弘副委員長 皆さん本当にきょう

は長時間にわたり委員会審議、御審議いただ

きましてありがとうございました。

４時半ということで、私も議員になってか

ら６年目だったんですけれども、初めて４時

半まで議論をしまして、多分遅くなるならと
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思って私も全然発言しませんでしたけれど

も、本当にまた委員さん方には１年間充実し

たこの委員会に御協力いただきましてありが

とうございました。

きょうは、もう最後になりますけれども、

委員、執行部の皆さん方には、今までのこの

委員会でいろいろ議論されたことをしっかり

と踏まえてから、県政発展のため、あるいは

厚生分野の発展のために、頑張っていただき

たいというふうに思います。

、 、委員の皆さん方 そして執行部の皆さん方

本当にありがとうございました。(拍手)

午後４時29分

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

厚生常任委員会委員長


